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第１節 政治分野

令和７（2025）年10月21日、高市早苗衆議院
議員が、我が国初の女性の内閣総理大臣として任命
された。

政治分野における男女共同参画の推進に関する法
律（平成30年法律第28号。以下「政治分野におけ
る男女共同参画推進法」という。）の趣旨に沿って、
政治分野における男女共同参画の推進は、政党等が
自主的に取り組むほか、衆議院、参議院及び地方公
共団体の議会並びに内閣府、総務省その他の関係行
政機関等が適切な役割分担の下でそれぞれ積極的に
取り組んでいる。

ア 政党、国会事務局等における取組
の促進

① 各政党における人材育成や両立支援、ハラスメ
ント防止に関する取組状況等を調査し、調査結果
を公表した。【内閣府】

② 政治分野における男女共同参画推進法に基づ
き、女性議員のネットワークの形成状況や活動実
態等について、調査を行っている。【内閣府】

③ 令和６（2024）年度に実施した女性の政治参画
への障壁等に関する調査結果を踏まえ、様々な機
会を通じ、女性の政治参画への障壁とその解消に
向けた必要な取組について啓発を行った。【内閣府】

イ 地方議会・地方公共団体における
取組の促進

① 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
において、地方議会議員のなり手不足対策につい

て議論した。多様な人材が参画し、住民に開かれ
た議会を実現するために、特に女性、若者、勤労
者等の参画を促進するための取組が求められる等
の提言を報告書として取りまとめた。

多様な人材の参画に資するよう、「地方議会活
性化シンポジウム2025」において、議会運営に
おけるＩＣＴの推進や住民が委員となって議会活
動の評価等を行う取組、議会における男女共同参
画推進の取組等、各議会の幅広い取組事例を共有
するとともに、住民の議会参画を促す効果的な方
策等について意見交換を行った。また、候補者と
なり得る女性の人材育成のため、各地方議会にお
ける「女性模擬議会」等の自主的な取組について
情報提供を行っている。【総務省】

② 令和６（2024）年度に実施した女性の政治参
画への障壁等に関する調査結果を踏まえ、様々な
機会を通じ、女性の政治参画への障壁とその解消
に向けた必要な取組について啓発を行った。（再
掲）【内閣府】

③ 会議規則における出産・育児・介護等に伴う欠
席規定の整備状況やハラスメント防止に関する取
組の実施状況等、地方公共団体・地方議会におけ
る両立支援状況を始めとする施策の推進状況を調
査し、「見える化」の推進を行っている。【内閣府】

ウ 政治分野における女性の参画状況
の情報収集・提供の推進

① 政治分野における女性の参画状況等を調査し、
「見える化」を推進している。「女性の政治参画マッ
プ」、「都道府県別全国女性の参画マップ」及び「市
区町村女性参画状況見える化マップ」を作成し、
ホームページで公表した。【内閣府】

Ⅰ �あらゆる分野における女性の�
参画拡大

政策・方針決定過程への�
女性の参画拡大第� 章１
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② 地方公共団体の議会の議員及び長の男女別人数並
びに国政選挙における立候補届出時の男女別人数の
調査結果を提供するとともに、地方公共団体に対
する当該調査等への協力の依頼を行った。【総務省】

エ 人材の育成に資する取組
① 政治に参画しようとする女性の人材育成に資す

るよう、男女が共同して政治に参画することの意
義や政治分野における女性の参画状況等を含め、
男女共同参画をテーマとする啓発活動を実施して
いる。【総務省】

② 各種研修・講演やホームページにおいて活用可
能な男女共同参画の推進状況や女性の政治参画支
援に関する情報について、広く発信している。【内
閣府】

第２節 司法分野

ア 検察官
① 女性検察官の積極的な登用を進めるとともに、

法曹志望者に対する説明会等において、ロールモ
デルとなる女性検察官の活躍を積極的に情報発信
するなど、女性検察官の登用拡大に向けた取組を
進めた。【法務省】

② 子育て中の検察官の継続就業のため、育児休
業中の検察官に対して職務に関する情報提供を行
い、育児休業中に実施された研修につき、復帰後
に研修の機会を付与するほか、保育所確保のため
の早期内示、勤務先周辺の保育所等に関する情報
提供を行うなど、仕事と家庭の両立支援に関する
取組を進めている。【法務省】

③ 「女性の政策・方針決定参画状況調べ」の中で、
検察官、裁判官など司法分野における女性の参画
状況を公表した。【内閣府】

イ 法曹養成課程
① 法科大学院の公的支援の枠組みや、法曹養成課

程における女性法曹輩出のための取組例を各法科
大学院に共有することなどを通じて各法科大学院
における女性法曹輩出のための取組を促した。【文
部科学省】

第３節 行政分野

ア 国の政策・方針決定過程への女性
の参画拡大

（ア）�国家公務員に関する取組
① 国の各府省等は、女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（平成27年法律第64号。以
下「女性活躍推進法」という。）に基づき策定し
た行動計画の仕組みを活用して、取組を積極的に
推進している。その際、働き方改革や女性の採用・
登用の拡大等について定めた「国家公務員の女性
活躍とワークライフバランス推進のための取組指
針」（平成26年10月17日女性職員活躍・ワーク
ライフバランス推進協議会決定）に基づき各府省
等が策定した取組計画の内容と整合性を図ってい
る。また、各府省等において、数値目標を設定し
た項目の進捗状況及び取組の実施状況を経年で公
表している。

各府省等は、令和５（2023）年度から施行さ
れた女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る
内閣府令の一部を改正する内閣府令（令和４年内
閣府令第66号）及び事業主行動計画策定指針の
一部を改正する件（令和４年内閣官房、内閣府、
総務省、厚生労働省告示第２号）に基づき、「男
女間給与差異」の情報公表を行った。

また、令和７（2025）年６月の女性活躍推進法
の改正により、特定事業主に対して、「女性管理
職比率」の公表の義務化が行われた。また、同法
を踏まえ、「女性の職業生活における活躍の推進
に関する基本方針」（令和元年12月20日閣議決定）
を変更し、女性の健康上の特性に配慮すべき旨等
を明確化するとともに、これら情報公表項目を含
めた情報公表の内容の充実を図ることを主な内容
とする内閣府令及び策定指針の改正を行った。【内
閣官房、内閣府、厚生労働省、全省庁】

② 各府省等、衆議院事務局、衆議院法制局、参議
院事務局、参議院法制局、国立国会図書館、最高
裁判所等の取組や「職員の男女の給与の差異」の
公表内容について、「女性活躍推進法『見える化』
サイト」で比較できる形での「見える化」を行っ
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ている。また、当該サイトについて公務員志望者
等に対する広報活動を行い、サイトの周知を図っ
た。【内閣府】

③ 女性を含めた国家公務員全体の志望者の拡大に
資するため、内閣官房内閣人事局・人事院及び各
府省が連携して、府省横断チームの立ち上げや公
務全体のブランドメッセージの策定、ターゲット
に応じた発信時期や発信方法の検討等、公務のブ
ランディングに係る取組を進めた。また、公務の
魅力の発信のため、新たにnoteを開設して、ブラ
ンディングの取組状況や魅力を伝えるコンテンツ
の発信に活用するなど、国家公務員志望者の拡大
に向けた広報活動等を行っている。

加えて、内閣官房内閣人事局においては、各府
省等や大学等と連携し、「女子学生霞が関体験プ
ログラム」を１回開催した。このほか、性別に関
わりなく技術系を含めた様々な切り口で公務への
関心を高めてもらうことを目的として、「大学ガイ
ダンス」を８回、「少人数座談会」を26回、「国
家公務員の出身高等学校への派遣」を９回行うほ
か、国家公務員の業務内容や働き方等が具体的に
伝わる動画の作成やそれを活用したＳＮＳ広告を
実施している。

人事院では、技術系の国家公務員に特化した
動画を作成し、各府省の理系出身職員の活躍を
YouTube、ホームページで発信を行ったほか、
各府省等と連携し、様々なテーマについて各府省
の職員が体験談等を紹介する「ＷＥＢ国家公務員
テーマ別クロストーク」を10回、職場の見学及び
当該職場の職員との意見交換を行う「国家公務員
ＯＰＥＮゼミ」、「公務研究セミナー in霞が関」を
開催した。また、外部人材の採用・登用に資する
ため、ホームページによる公募情報の統一的な情
報提供、中途採用希望者向けの府省合同説明会の
開催、民間主催の転職イベントへの出展を行った。

【内閣官房、全府省庁、（人事院）1】
④ 女性職員の登用拡大に向けて、職域やポストが

固定化しないよう留意し、研修や多様な職務機会
の付与による積極的・計画的な育成や相談体制の
整備を進めている。また、出産・育児期等の前後
又は育児期等で時間制約があるような場合でも、

本人の意向を尊重し、働く場所や時間の柔軟化を
活用するなどして重要なポストを経験させ、登用
につなげるなどの柔軟な人事管理を進めている。

内閣官房内閣人事局及び人事院では、女性職員
の主体的・積極的なキャリア形成を支援するため
の「女性職員のためのキャリア支援研修」や、男
女問わず仕事と育児を両立しながらのキャリア構
築を支援する「共働き・共育て時代の両立・キャ
リア支援セミナー」を実施した。【内閣官房、全
府省庁、（人事院）】

⑤ キャリアパスにおける転勤の必要性について再
検討を行い、育児、介護等がキャリアパスの支障
にならないよう職員に対する十分な配慮を行うよ
う取り組んでいる。【内閣官房、全府省庁】

⑥ 業務効率化・デジタル化、勤務時間管理の徹底、
マネジメント改革等の働き方改革を進めている。
また、内閣官房内閣人事局と人事院が連携して、
令和７（2025）年４月に施行された改正後のフレッ
クスタイム制とそれに伴い改定したテレワークガ
イドラインを周知し、各府省等における柔軟な働
き方を支援した。さらに、人事院は、勤務間のイ
ンターバル確保に向けて、令和６（2024）年度
に把握した実態を踏まえ、課題の解消に資する取
組例や、毎日インターバルを確保することが難し
い職場等における対応を各府省に具体的に示すた
め、「勤務間のインターバル確保について（通知）」

（令和６年３月29日職職―78）を改正し、より実
効性のある勤務間のインターバル確保に向けた取
組を推進している。【内閣官房、全府省庁、（人事
院）】

⑦ 国家公務員（一般職）における男性の育児休業
取得率について、「こども未来戦略」（令和５年12
月22日閣議決定）において令和７（2025）年に
１週間以上の取得率を85％、令和12（2030）年
に２週間以上の取得率を85％とするよう目標が
引き上げられたことを踏まえ、内閣官房内閣人事
局は、目標達成に向けて、関係省庁と連携し、各
府省等の取組が更に強化されるよう取り組んでい
る。

また、こどもが生まれた全ての男性職員が、１
か月以上を目途に育児に伴う休暇・休業を取得で

1	 （人事院）とは、人事院に対して検討を要請するものである。以下同じ。
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きることや、「男の産休」（配偶者出産休暇及び育
児参加のための休暇）を合計５日以上取得するこ
とを目指し、取組を進めている。【内閣官房、全
府省庁】
⑧ 女性職員の活躍及びワーク・ライフ・バランス
に関する管理職の理解促進や率先した行動変容を
促すため、管理職として求められる行動・役割に
ついての研修を新任管理職全員を対象として実施
した。【内閣官房、全府省庁】
⑨ 女性職員の活躍及び男女のワーク・ライフ・バ
ランスを進め、限られた時間を効率的に生かすこ
とを重視する管理職を人事評価において適切に評
価することを徹底するとともに、多面観察などの
取組を通じて管理職のマネジメント能力の向上を
図っている。【内閣官房、全府省庁、（人事院）】
⑩ 人事院では、ハラスメントの防止等のための人
事院規則等に基づき、各府省においてハラスメン
ト防止対策が円滑かつ効果的に実施されるよう、
職員向けの自習用研修教材や「国家公務員のハラ
スメント防止等に関するＱ＆Ａ」、苦情相談担当
者向けの動画教材を提供した。また、各府省のハ
ラスメント相談員を対象としたセミナーを開催し
たほか、ハラスメント相談員のための相談窓口を
開設した。さらに、カスタマーハラスメントに対
して必要となる取組を人事院規則に明記すること
を表明し、ハラスメント防止対策に関する規定の
整備等に向けた検討を進めた。
内閣官房内閣人事局においては、各府省等が実

施する研修の受講者以外を対象とした、セクシュ
アルハラスメントに関する内容を含んだハラスメ
ント防止に関するｅラーニング講習を実施した。
【内閣官房、全府省庁、（人事院）】
⑪ 各府省が実施する子宮頸がん検診・乳がん検
診について、女性職員が受診しやすい環境整備を
行っている。
内閣官房内閣人事局においては、「国家公務員

健康週間」（毎年10月１日から同月７日まで）に
おいて、婦人科検診の重要性を含めた女性の健康
に関する講演会を開催することにより、国家公務
員の意識啓発を図った。また、各府省等の管理監
督職に新たに昇任した職員を対象に、ｅラーニン
グによる女性特有の健康課題と健康管理に関する
研修動画を視聴させることにより、子宮頸がん検

診・乳がん検診の受診を促すことの重要性につい
て啓発した。
人事院においては、同週間に際し、各府省に対

して、女性特有のがん検診の受診の必要性の啓
発及び女性職員が受診しやすい環境整備を行うよ
う、周知した。【内閣官房、全府省庁、（人事院）】
⑫ 治安、矯正、安全保障等の分野で働く国家公務
員の女性の採用、育成及び登用並びに生活環境・
両立環境の整備を進めている。【警察庁、法務省、
国土交通省、防衛省】

（イ）�国の審議会等委員等の女性の参画拡大
① 「国の審議会等における女性委員の参画状況調
べ」を実施し、各審議会等の女性委員の人数・比
率について調査・分析・公表するとともに、委員
等に占める女性の割合が40％未満の全ての審議
会等について、その要因と目標達成に向けた今後
の方策について所管府省に回答を求め、その内容
を公表している。【内閣府、関係省庁】
② 審議会等委員の選任に際しては、引き続き、各
府省において、性別のバランスに配慮するととも
に、団体推薦による審議会等委員について、各団
体等に対して、団体からの委員の推薦に当たって
格段の協力を要請している。【関係府省】

（ウ）�独立行政法人、特殊法人及び認可法人におけ
る女性の参画拡大

① 「独立行政法人等女性参画状況調査」を実施し、
独立行政法人、特殊法人及び認可法人における
役員や管理職に占める女性の割合等について調査
し、公表している。【内閣府、厚生労働省、関係省庁】

イ 地方公共団体の政策・方針決定過
程への女性の参画拡大

（ア）�地方公務員に関する取組
① 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画や
女性の活躍状況に関する情報の公表について、数
値目標を設定した項目の進捗状況及び取組の実施
状況が経年で公表されることを徹底することを促
すとともに、各団体の取組について、「女性活躍
推進法『見える化』サイト」で比較できる形での
「見える化」を行っている。また、「職員の男女の
給与の差異」の適切な公表に向けた公表方法の周
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知や、各団体における公表内容について一覧性等
を確保したサイトを整備し引き続き「見える化」
に取り組むとともに、公表内容の把握・分析や差
異解消に向けた取組を促進した。また、当該サイ
トについて公務員志望者等に対する広報活動を行
い、サイトの周知を図った。【内閣府、総務省】

② 自治大学校による女性向け幹部登用研修の実
施、女性職員の活躍や働き方改革の推進に取り組
む地方公共団体の人事担当者等を支援すべく、大
学教授等の専門家を地方公共団体に派遣し、専門
的な立場から助言・情報提供を行うなど、女性職
員の登用拡大に向けた人材育成を促進した。また、
都道府県や政令指定都市のヒアリングを通じて、
各団体の女性活躍に関する公表内容について一覧
性等を確保した「女性活躍推進法『見える化』サ
イト」を求職者等に周知するよう要請した。【総
務省】

③ フレックスタイム制や早出遅出勤務の導入等を
通じた多様で柔軟な働き方を可能とする勤務環境
の整備、テレワークの推進等による職場の働き方
改革、適切な勤務時間の把握等による時間外勤務
の上限規制の実効的な運用、時間外勤務に係る要
因の整理、分析及び検証の結果を踏まえた時間外
勤務縮減に向けた適切な対策の取組、休暇の取得
促進について、各団体に対し必要な助言を行って
いる。【総務省】

④ 「男性育休は当たり前」になる社会の実現に向
けて、男性職員の育児等に係る状況を把握し、育
児に伴う休暇・休業等の取得を積極的に呼びかけ
るとともに、周囲のサポート体制や代替要員の確
保を図り、全ての男性職員が子育て等に参画でき
る職場環境の整備を促進するため、国家公務員に
おける取組や、男性育休取得率が着実に上昇して
いる団体の取組事例をまとめた事例集を周知する
など、各団体に助言・情報提供を行っている。【総
務省】

⑤ 各地方公共団体の実情に即した主体的かつ積極
的な取組を促進するため、刊行物において、地方
公共団体における女性職員の活躍及び働き方改革
の先進事例を収集・周知しているほか、男性育休
取得率が着実に上昇している団体の取組事例をま
とめた事例集を周知するなど、各団体に情報提供
を行っている。事例集の取組事例の一つに、管理

職の人事評価項目に育休取得促進に係る取組を取
り入れた事例を掲載しており、地方公共団体の取
組を促進している。

また、より働きやすい職場環境の整備を促進す
るため、各種ハラスメント対策として抑止効果が
感じられた取組等の収集を行い、事例集として取
りまとめの上、必要な助言や情報提供を行った。
加えて、令和７（2025）年６月に労働施策の総
合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生
活の充実等に関する法律等の一部を改正する法律

（令和７年法律第63号）が成立し、カスタマーハ
ラスメント対策について、雇用管理上必要な措置
を講ずることが地方公共団体の任命権者を含む事
業主に義務付けられることとなったため、改正法
施行に向け、先行してカスタマーハラスメント対
策を講じている団体の取組事例をまとめた事例集
作成を進めている。【総務省】

⑥ 地方公共団体における職員の通称又は旧姓使用
に関する規定等の整備状況を調査・公表した。ま
た、職員が旧姓を使用しやすい職場環境づくりを
促進している。【内閣府、総務省】

⑦ 地方公共団体が実施する子宮頸がん検診・乳が
ん検診について、女性職員が受診しやすい環境整
備を促進している。【総務省】

⑧ 男性に比べ女性の割合が高い非常勤職員につい
て、人事院が、令和７（2025）年12月に、年次
休暇の付与前倒し、子の看護等休暇等の有給化等
を措置するための改正人事院規則等を公布・発出

（令和８（2026）年４月施行）したことを踏まえ、
地方公共団体で働く会計年度任用職員の休暇につ
いて、国家公務員と同様の制度整備が行われ、職
員への周知及び制度の活用が図られるよう、各地
方公共団体の取組を促しており、各団体に対し必
要な助言を行っている。

また、ハラスメント防止について、事業主が雇
用管理上講ずべき措置の取組状況について調査を
実施し、未措置団体には速やかに措置を講じるよ
う要請した。さらに、措置を講じている団体にお
いても、体制を整備して終わりではなく、日頃か
ら職員の意識啓発や職場環境に対するチェックを
行い、特に未然の防止対策を十分に講ずることが
重要である旨の助言を行った。あわせて、ハラス
メント実態把握のための職員アンケート調査、ハ
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ラスメント対策として抑止効果が感じられた取組
等の収集を行い、それぞれ取りまとめの上、必要
な助言や情報提供を行った。

なお、会計年度任用職員制度については、令和
２（2020）～令和６（2024）年度に引き続き、令
和７（2025）年度にも各地方公共団体における制
度の施行状況等に関する調査を実施し、その結果
を踏まえ、制度の適切な運用について助言を行っ
た。【総務省】

⑨ 消防庁では、消防吏員の女性比率について、令
和８（2026）年度当初までに５％に増加させる
ことを全国の消防本部の共通目標として掲げてお
り、消防本部等に対し、数値目標の設定による計
画的な増員の確保、女性消防吏員の職域の拡大等、
ソフト・ハード両面での環境整備に取り組むよう
要請するとともに、消防署等における職場環境や
災害派遣時等において男女ともに活躍できる環境
の整備が図られるよう、女性専用施設等（浴室、
仮眠室等）の職場環境及び応援派遣時に男女各々
の宿営環境を確保するために必要な資機材（簡易
トイレ、更衣・仮眠用テント等）の整備について
支援した。

また、消防吏員を目指す女性の増加を図るため、
ＳＮＳ広告の掲載や採用説明会への参加などの
ＰＲ広報を実施するとともに、女性消防吏員活躍
推進アドバイザーの派遣、女性消防吏員活躍推進
支援事業（モデル事業）などの取組を通じた先進
的な事例の全国展開に加え、外部講師による管理
職員向け研修会を実施するなど、共通目標の達成
に向け、女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組
を推進した。

加えて、「消防本部における女性活躍推進に関
する検討会報告書」を踏まえ、令和８（2026）
年度以降の女性消防吏員の比率に関する新たな目
標を掲げるとともに、消防本部に対し、それぞれ
の実情に応じた数値目標を設定した上で計画的に
取組を推進するよう要請した。

警察では、令和８（2026）年度当初までに地
方警察官に占める女性の割合を全国平均で12％程
度とすることを目標として、各都道府県警察にお
いてそれぞれが策定している計画等を踏まえて女
性警察官の採用の拡大に向けた取組を推進してお
り、令和７（2025）年４月１日時点で、その割合

は12％となり、目標を早期に達成した。また、女
性警察官の幹部への登用も進んでおり、都道府県
警察で採用され警部以上の階級にある女性警察官
は、令和７（2025）年４月１日時点で912人に上
り、警察署長や警察本部の課長等にも登用されて
いる。そのほか、男女共同参画に関する施策につ
いて、都道府県警察の幹部職員への教育を実施す
るなどの取組を推進した。【警察庁、総務省】

（イ）�地方公共団体の審議会等委員への女性の参画
拡大

① 各都道府県・政令指定都市が設定している審議
会等委員への女性の参画に関する数値目標や、こ
れを達成するための様々な取組、女性比率の現状、
女性が１人も登用されていない審議会等の状況等
を調査し取りまとめて提供し、審議会等委員への
女性の参画を促進している。【内閣府、関係省庁】

第４節 経済分野

ア 企業における女性の参画拡大
① 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま

えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る一般事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に
関する情報公表等、女性活躍推進に向けて企業等
が行う積極的改善措置（ポジティブ・アクション）
等の取組を促進している。また、企業向け説明会
の実施や個別企業訪問により男女間賃金差異分析
ツールも活用しつつ女性活躍の取組を行う中小企
業を支援している。【厚生労働省】

② 社会全体で、女性活躍の前提となるワーク・ラ
イフ・バランス等の実現に向けた取組を進めるた
め、女性活躍推進法第24条及び「女性の活躍推
進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取
組指針」（平成28年３月22日すべての女性が輝
く社会づくり本部決定。以下「公共調達等取組指
針」という。）に基づき、国、独立行政法人等が
総合評価落札方式又は企画競争方式による調達を
行う際は、女性活躍推進法、次世代育成支援対策
推進法（平成15年法律第120号。以下「次世代法」
という。）及び青少年の雇用の促進等に関する法
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律（昭和45年法律第98号。以下「若者雇用促進法」
という。）に基づく認定を取得した企業等を加点
評価する取組を実施することにより、これらの企
業の受注機会の増大を図っている。また、加点評
価の取組が努力義務となっている地方公共団体に
おいても、国に準じた取組が進むよう働きかけを
行っている。【内閣府、厚生労働省】

③ 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有
効な企業情報の開示を促進するため、有価証券報
告書等において企業の判断で行う情報開示の好事
例を収集し、周知した。【金融庁】

④ 有価証券報告書に掲載された女性役員に係る情
報の集計及び開示の取組や女性役員の登用に資す
る調査等を通じ、女性の活躍に積極的に取り組む
企業が評価され、企業における女性役員登用・育
成の課題の克服につながるよう努めている。【内
閣府】

⑤ 企業の役員に占める女性割合、女性役員登用目
標の設定及び行動計画の策定状況等に関する調査
を行い、結果を公表した。【内閣府】

⑥ 女性役員登用加速化に向けた取組等を取りまと
めた啓発資料を作成し、上場企業や経済団体等に
対して周知・啓発を行った。【内閣府】

⑦ 国連グローバルコンパクトとＵＮ Ｗｏｍｅｎ
が推進する民間企業のための「女性のエンパ
ワ ー メ ン ト 原 則 」（Women’s Empowerment 
Principles:ＷＥＰｓ）の普及を行った。【内閣府】

⑧ 経営戦略の実現に必要な知・経験を持った人材
が、属性を問わず活躍することができる環境の整
備と、組織文化の醸成を行うことで、イノベーショ
ンを生み出し、価値創造につなげていくという「ダ
イバーシティ経営」について、経営陣の考え方や
具体的取組方法について示したレポート（令和７

（2025）年４月公表）について、各種支援ツール
と併せて企業に対して発信を行った。【経済産業省】

イ 女性の能力の開発・発揮のための
支援

① 長期的な視野から女性リーダーを養成していく
ため、学校等における女性リーダーの養成プログ
ラムを開講した。【文部科学省】

② 役員候補者となり得る女性人材のデータベース
「女性リーダー人材バンク」について、利用者の

利便性向上を図るために、システム全体の刷新を
行った。【内閣府】

③ 「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」
では、令和８（2026）年１月に、全体会議を開催
した。また、令和７（2025）年11月に香川県で、
令和８（2026）年２月に和歌山県で地域シンポジ
ウムを開催し、首長、企業経営者等に対し会への
参加を呼びかけた。全体会議では、活動の輪が広
がってきたことなどを踏まえ、令和８（2026）年
３月１日から「輝く女性の活躍を加速するリーダー
の会」とし女性リーダーの参加も促すことが確認
された。【内閣府】

④ 地域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推
進するため、地域の経済団体、金融機関、教育機
関、ＮＰＯなどの多様な主体による連携体制の下、
女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画の策
定が義務付けられている中小企業が行う同計画の
策定支援など、地方公共団体が地域の実情に応じ
て行う取組に対し、地域女性活躍推進交付金によ
り支援している。【内閣府】

ウ 女性起業家に対する支援等
① 女性の起業を後押しするため、「女性、若者／

シニア起業家支援資金」等による資金繰り支援を
実施している。【経済産業省】

② 内閣府では、関係団体と連携して地方公共団体
が行う女性起業家育成の取組を、地域女性活躍推
進交付金を通じて支援している。

経済産業省では、スタートアップ支援機関と連
携しつつ、地域ブロック別に女性起業家支援ネッ
トワークを構築し、女性起業家支援プログラムを
実施した。【内閣府、経済産業省】

③ 意欲ある女性の起業を促進するため、内閣府特
命担当大臣（男女共同参画）が、地域で活躍する
女性起業家と女性の起業に向けた支援策等につい
て意見交換を行う「地域で輝く女性起業家サロン」
を各地で開催した。【内閣府】

④ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中
小企業・小規模事業者の事業統合・再編を促すた
め、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推進
している。また、その活用事例を展開している。
加えて、地方を含めた後継者の活躍を後押しする
ピッチイベントを開催し、早期の事業承継を促し
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ている。【経済産業省】

第５節 専門・技術職、各種団体等

① 専門・技術職、経済団体、労働組合、職能団体（日

本医師会、日本弁護士連合会等）など、様々な分
野における女性の政策・方針決定過程への参画状
況について「女性の政策・方針決定参画状況調べ」
の中で取りまとめ、公表している。【内閣府】

② 各分野における関連施策を着実に実施し、女性
の参画拡大を推進している。【関係府省】

雇用等における男女共同参画�
の推進と仕事と生活の調和第� 章２

第１節 ワーク・ライフ・バランス
等の実現

ア ワーク・ライフ・バランスの実現
のための長時間労働の削減等

① 法定労働条件の履行確保及び長時間労働是正の
ための監督指導体制の充実強化を行っている。【厚
生労働省】

② 年次有給休暇の取得促進のため、10月の年次
有給休暇取得促進期間に加え、連続した休暇を取
得しやすい時季（夏季、年末年始及びゴールデン
ウィーク）にポスター・リーフレットの作成・周知、
都道府県や関係団体への周知依頼等の集中的な広
報の実施等により機運の醸成を図っている。【厚
生労働省】

③ 勤務間インターバル制度について、職種・業種
等の特性を踏まえた業種別導入マニュアルを作成
して周知するとともに、シンポジウムの開催や働
き方改革推進支援センターの労務管理等の専門家
による伴走型コンサルティングの実施、産業医や
衛生管理者等に対する研修講義における制度の内
容・効果の周知、好事例の収集・周知、助成金の
支給等により企業への導入促進を図っている。【厚
生労働省】

④ 労働者が健康で充実した生活を実現できるよ
う、労働時間等の設定の改善に関する特別措置法

（平成４年法律第90号）を分かりやすく解説した
パンフレット等を働き方・休み方改善ポータルサ
イトで掲載し、周知することで、労使の自主的な

働き方の見直しを促進している。【厚生労働省】
⑤ 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」
（令和６年８月２日閣議決定）を踏まえた取組を着
実に推進するとともに、メンタルヘルスの確保等、
職場における健康確保対策を推進している。【厚
生労働省】

⑥ 女性活躍推進法等に基づき、①職業生活に関す
る機会の提供と②職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備の両面からの目標設定及び
情報公表を促進している。【厚生労働省】

⑦ 生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組
む中小企業・小規模事業者及び傘下企業を支援す
る事業主団体に対する助成を行っている。【厚生
労働省】

イ 多様で柔軟な働き方の実現
① 多様で柔軟な働き方の実現に向けた企業の取組

を促進している。
・ 男女ともに育児・家事を担いつつ、希望に応

じて仕事やキャリア形成との両立を可能とする
ため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現す
るための措置、子の看護休暇制度の見直し、次
世代育成支援に向けた職場環境の整備等に加
え、介護離職を防止するための仕事と介護の両
立支援制度の周知の強化等を内容とする育児休
業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推
進法の一部を改正する法律（令和６年法律第42
号）の改正内容の周知を始め育児休業、介護休
業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
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する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・
介護休業法」という。）の着実な履行確保を図っ
ている。また、令和７（2025）年４月１日から、
雇用保険制度において、子の出生後一定期間内
に両親が共に育児休業を取得した場合に既存の
育児休業給付と合わせて休業開始前の手取りの
10割相当を支給する出生後休業支援給付及び
子が２歳未満の期間に時短勤務を選択した場合
に時短勤務中に支払われた賃金額の10％を支給
する育児時短就業給付が創設されたため、制度
の円滑な実施や周知・広報等に取り組んでいる。

【厚生労働省】
・ 中小企業事業主に対して、「育休復帰支援プ

ラン」モデル及び「介護支援プラン」モデルの
普及促進を図るとともに、プランの策定を支援
している。加えて、労働者の柔軟な働き方に取
り組む事業主が活用できる措置導入・運用マ
ニュアル等により、制度の周知・理解促進を図っ
ている。【厚生労働省】

・ 働き続けながら子育てや介護を行う労働者の
雇用の継続を図るための就業環境整備に取り組
む事業主に助成金を支給している。【厚生労働省】

・ 時間単位の年次有給休暇制度について、子育
て、介護、治療など様々な事情を抱えている者
が、柔軟に休暇を取得できるよう、働き方・休
み方改善ポータルサイトにおいてリーフレット、
導入事例の掲載等により企業への導入促進を
図っている。【厚生労働省】

・ 労働者一人一人のライフステージに応じて多
様な働き方を選択できる、勤務地・職務・労働
時間を限定した「多様な正社員」制度を導入す
る上での留意事項や企業の取組事例を周知する
とともに、各企業の実情に応じた雇用管理を行
うに当たって参考となるガイドブック及びリー
フレットを作成した。【厚生労働省】

・ 時間を有効に活用でき、場所の制約を受けな
い勤務形態であるテレワークについて、適切な
労務管理下における普及促進や、中小企業へ
の導入促進に向けて、助成金の活用や専門家に
よる無料相談対応など各種支援策を推進してい
る。【総務省、厚生労働省、経済産業省、国土
交通省】

・ 効率的・自律的に働ける制度であるフレック

スタイム制の導入時における適切な労務管理の
徹底を図っている。【厚生労働省】

・ 不妊治療と仕事の両立を支援する企業内制度
の導入に向けたマニュアルの周知、企業等を対
象とした研修会、個別相談会の実施等を通じ、
その導入に取り組む事業主を支援し不妊治療
と仕事が両立できる職場環境の整備を行ってい
る。【厚生労働省】

・ 育児休業中の代替要員を確保しやすくするた
めの取組を推進するとともに、中小企業におい
て、自社が抱える経営課題の解決に向け、多様
な人材の確保・活用等を図るため、人材戦略の
検討・策定・実行のための取組等について調査・
分析を実施している。【厚生労働省、経済産業省】

② 企業の経営者、業界単位の企業ネットワーク、
経済団体等と連携し、女性の活躍の必要性に関す
る経営者や管理職の意識改革、女性の活躍やワー
ク・ライフ・バランスの推進に向けた経営者のコ
ミットメントを促している。【内閣府、関係省庁】

③ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の実現に関する調査研究結果及び好事例の情報提
供を行っている。【内閣府】

ウ 男性の子育てへの参画の促進、介
護休業・休暇の取得促進

① 育児等を理由とする男性に対する不利益取扱
い、企業における育児・介護休業等に関するハ
ラスメントを防止するための対策等を推進してい
る。【厚生労働省】

② 企業における男性社員の育児休業等取得促進の
ための事業主へのインセンティブ付与や、取得状
況の情報開示（「見える化」）を推進している。【金
融庁、厚生労働省】

③ 啓発活動や表彰、参加型の公式サイトなどを通
じて、企業及び個人に対し情報・好事例等を提供
し、男性の仕事と育児の両立の促進を図るととも
に、男性の家事・育児への参画や育児休業等取得
に関する社会的な機運の醸成を図った。【内閣府、
こども家庭庁、厚生労働省】

④ 公共交通機関、都市公園や公共性の高い建築物
において、ベビーベッド付男性トイレ等の子育て
世帯に優しいトイレの整備等を推進するほか、こ
ども連れの乗客等への配慮等を求めることによ
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り、男性が子育てに参画しやすくなるための環境
整備を行っている。【国土交通省】

⑤ 男性が、妊娠・出産の不安と喜びを妻と分かち
合うパートナーとしての意識を高めていけるよう、
両親学級の充実等により、両親共に参加しやすい
日時設定やオンラインでの開催など、両親学級の
充実等により、父親になる男性を妊娠期から側面
支援している。【こども家庭庁】

⑥ 介護のために働けなくなることを防止するた
め、仕事と介護が両立できる職場環境が整備され
るよう、育児・介護休業法の履行確保を図るほか、
家族を介護する労働者に介護休業制度等が広く周
知されるよう取り組んでいる。【厚生労働省】

エ 女性の就業継続に向けた人材育成
① 女性の就業継続等に資する無意識の思い込み
（アンコンシャス・バイアス）解消に向けた啓発動
画を作成した。【厚生労働省】

② 労働者の主体的な職業能力の開発及び向上を促
進し、再就職時の職業能力に基づいた評価にも資
するよう、業界共通の職業能力評価の物差しとな
る技能検定を始め、企業・労働者双方に活用され
る職業能力評価制度の整備を推進している。【厚
生労働省】

③ ジョブ・カードを活用したキャリア形成支援を
行っている。【厚生労働省】

第２節
雇用の分野における男女の
均等な機会と待遇の確保及
び各種ハラスメントの防止

ア 男女雇用機会均等の更なる推進
① 法違反があった場合には是正指導を行うなど、

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の
確保等に関する法律（昭和47年法律第113号。
以下「男女雇用機会均等法」という。）の履行確
保に取り組み、事業主が報告の求めに応じない場
合及び勧告をされたにもかかわらず違反を是正し
ない場合には、過料、企業名の公表等により同法
の実効性を確保している。【厚生労働省】

② コース等で区分した雇用管理制度を導入してい
る企業に対して、実質的な男女別雇用管理となら

ないよう、コース別雇用管理についての指針や間
接差別の範囲を定めた省令の周知徹底を図ってい
る。【厚生労働省】

③ 男女雇用機会均等法等の関係法令及び制度につ
いて、労使を始め社会一般を対象として幅広く効
果的に周知するとともに、学校等の教育機関にお
いても、男女の平等や相互の協力、男女が共同し
て社会に参画することの重要性等についての指導
を通じて、その制度等の趣旨を周知した。【文部
科学省、厚生労働省】

④ 男女雇用機会均等に関する労使紛争について
は、男女雇用機会均等法に基づく紛争解決の援助
制度及び調停を活用し、円滑な紛争解決を図って
いる。【厚生労働省】

イ 男女間の賃金格差の解消
① 労働基準法（昭和22年法律第49号）第４条や

男女雇用機会均等法の履行確保を図るほか、男女
間賃金差異の要因の解消に向け、女性活躍推進法
に基づく行動計画の策定、情報公表、えるぼし・
プラチナえるぼし認定の取得促進等の取組を推進
している。【厚生労働省】

② 各業界における男女間賃金差異について、特に
男女間賃金差異の大きい業界に着目し、各業所管
省庁等を通じた実態把握・分析・課題の整理を踏
まえ、業界ごとのアクションプランの策定を促し、
取組を進めている。【内閣府、厚生労働省、関係
省庁】

ウ 職場や就職活動における各種ハラ
スメントの防止等

① 企業におけるハラスメント防止措置の推進を図
るため、説明会の開催やパンフレット等の作成・
配布等により、改正された男女雇用機会均等法等
の周知・啓発を図っているほか、12月を「職場の
ハラスメント撲滅月間」と定め、シンポジウムの
開催等集中的な広報・啓発を行っている。【厚生
労働省】

② 職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・
出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等
に関するハラスメント及びパワーハラスメントの
防止措置を定めた男女雇用機会均等法、育児・介
護休業法、労働施策の総合的な推進並びに労働者
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の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律
（昭和41年法律第132号）及びそれらの指針の履
行確保に取り組んでいる。【厚生労働省】

③ 就職活動中の学生に対するセクシュアルハラス
メントの防止のため、学生の就職・採用活動開始
時期等に関する調査において実態を把握するとと
もに、男女雇用機会均等法に基づく指針で示した
望ましい取組の周知啓発、都道府県労働局等の総
合労働相談コーナーで相談を受け付ける等関係省
庁が連携し適切に対応している。

また、大学等で行われている取組事例について
学生支援担当者等が集まる会議等を通じて周知
啓発を行った。【内閣官房、内閣府、文部科学省、
厚生労働省、経済産業省】

④ ハラスメントを行ってはならないという規範意
識の醸成に向けた取組や、カスタマーハラスメン
ト及び求職者等に対するセクシュアルハラスメン
トを防止するために事業主に雇用管理上必要な措
置を義務付けること等を含む労働施策の総合的な
推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律等の一部を改正する法律が令和
７（2025）年６月に成立した。その改正内容の円
滑な施行に向けた周知・広報等に取り組んでいる。

【厚生労働省】
⑤ 性的指向・ジェンダーアイデンティティに関す

るハラスメント防止に取り組むとともに、性的マ
イノリティに関する企業の取組事例の周知等を通
じて、企業や労働者の性的指向・ジェンダーアイ
デンティティについての理解を促進している。【厚
生労働省】

第３節
積極的改善措置（ポジティブ・�
アクション）の推進等による女性
の参画拡大・男女間格差の是正

① 女性活躍推進法の期限の延長や、男女間賃金（給
与）差異の情報公表の拡大、女性管理職比率の情
報公表の義務化等の女性活躍推進法の一部改正を
含む労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律等の一
部を改正する法律が第217回国会（令和７（2025）
年）で成立し、同法の改正内容の円滑な施行に
向けた周知・広報等に取り組んでいる。【内閣府、

厚生労働省】
② 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま

えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす
る事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に関
する情報公表等、女性活躍推進に向けて一般事業
主・特定事業主が行う積極的改善措置（ポジティ
ブ・アクション）等の取組を促進している。一般
事業主・特定事業主に対する男女間賃金（給与）
差異の要因分析・課題の把握等の促進の重要性に
ついて、あらゆる機会を通じて周知している。ま
た、企業向けのコンサルティングの実施や個別企
業訪問により男女間賃金差異分析ツールも活用し
つつ、女性活躍推進のための取組を行う企業・機
関を支援している。【内閣官房、内閣府、総務省、
厚生労働省】

③ 社会全体で、女性活躍の前提となるワーク・ラ
イフ・バランス等の実現に向けた取組を進めるた
め、女性活躍推進法第24条及び公共調達等取組
指針に基づき、国、独立行政法人等が総合評価落
札方式又は企画競争方式による調達を行う際は、
女性活躍推進法、次世代法及び若者雇用促進法に
基づく認定を取得した企業等を加点評価する取組
を実施することにより、これらの企業の受注機会
の増大を図っている。また、加点評価の取組が努
力義務となっている地方公共団体においても、国
に準じた取組が進むよう働きかけを行っている。

（再掲）【内閣府、厚生労働省】
④ 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有

効な企業情報の開示を促進するため、有価証券報
告書等において企業の判断で行う情報開示の好事
例を収集し、周知した。（再掲）【金融庁】

⑤ 有価証券報告書に掲載された女性役員に係る情
報の集計及び開示の取組や女性役員の登用に資す
る調査等を通じ、女性の活躍に積極的に取り組む
企業が評価され、企業における女性役員登用・育
成の課題の克服につながるよう努めている。（再
掲）【内閣府】

⑥ 企業の役員に占める女性割合、女性役員登用目
標の設定及び行動計画の策定状況等に関する調査
を行い、結果を公表した。（再掲）【内閣府】

⑦ 女性役員登用加速化に向けた取組等を取りまと
めた啓発資料を作成し、上場企業や経済団体等に
対して周知・啓発を行った。（再掲）【内閣府】
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⑧ 経営層向けの女性活躍推進に関するセミナー動
画の活用促進を通じ、企業による女性の役員・管
理職の育成に向けた取組を支援している。【内閣
府、厚生労働省】

⑨ 学校等における女子学生等を対象とした次代を
担う人材育成プログラムの開発・実施を促進した。

【文部科学省】
⑩ 建設産業、海運業、自動車運送事業等（トラッ

ク運転者、バス運転者、タクシー運転者、自動車
整備士）の女性の参画が十分でない業種・職種
において、ＩＣＴの活用による生産性の向上、多
様な人材が働きやすい環境の整備、人材確保に向
けた情報発信・普及啓発等を図ることも含め、女
性の就業及び定着を促進している。【厚生労働省、
国土交通省】

第４節
非正規雇用労働者の待遇改
善、正規雇用労働者への転
換の支援

ア 非正規雇用労働者の待遇改善や正
規雇用労働者への転換に向けた取
組の推進

① 令和２（2020）年４月に施行された短時間労
働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関
する法律（平成５年法律第76号）及び改正され
た労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労
働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88
号。以下「労働者派遣法」という。）の円滑な施
行に取り組み、同一企業・団体内における正規雇
用労働者と非正規雇用労働者との間の不合理な待
遇差の解消を図っている。その施行状況等を勘案
しつつ制度見直しについて検討を行った労働政策
審議会同一労働同一賃金部会の報告を踏まえ、省
令、指針等の改正を行うこととしている。また、

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計
画2025年改訂版」（令和７年６月13日閣議決定）
等に基づき、労働基準監督署と都道府県労働局が
連携し、同一労働同一賃金の更なる遵守の徹底に
向けた取組を実施している。【厚生労働省】

② 最低賃金について、適切な価格転嫁と生産性向
上支援等によって、最低賃金の引上げを可能とす

る環境整備を進めている。【厚生労働省、経済産
業省】

③ キャリアアップ助成金の活用促進等により非正
規雇用労働者の正規雇用労働者への転換を推進し
ている。【厚生労働省】

④ 非正規雇用労働者の能力開発を図り、企業内
でのキャリアアップ、企業の枠を超えたキャリア
アップを推進している。また、キャリア形成・リ
スキリング推進事業等を通じてキャリアコンサル
ティング機会の充実に取り組んでいる。さらに、
公的職業訓練について、地域における産業の動向
やニーズを踏まえて訓練の内容を見直し、必要な
訓練を実施している。【厚生労働省】

⑤ 正規雇用労働者と短時間労働者・有期雇用労働
者の均衡のとれた賃金決定を促進するため、47都
道府県に設置している「働き方改革推進支援セン
ター」において職務分析・職務評価の導入支援・
普及促進を行っている。【厚生労働省】

イ 公正な処遇が図られた多様な働き
方の普及・推進

① 有期契約労働者について、労働契約法（平成19
年法律第128号）に規定されている無期労働契約
への転換（無期転換ルール）等の更なる周知徹底
を図っている。【厚生労働省】

② 派遣労働者について、労働者派遣法に基づき、
派遣先に雇用される通常の労働者との不合理な待
遇差の解消を図るとともに、正規雇用労働者化を
含むキャリアアップの支援や派遣労働者に対する
雇用安定措置等を通じた一層の雇用の安定と保護
等を図っている。【厚生労働省】

③ 非正規雇用労働者の産前産後休業、育児休業及
び介護休業の法制度の内容について、非正規雇用
労働者及び事業主に対する周知・徹底を行うとと
もに、利用環境を改善している。【厚生労働省】

④ 被用者にふさわしい保障の実現の観点から、短
時間労働者への被用者保険の適用要件である賃金
要件の撤廃及び企業規模要件の段階的な撤廃など
を盛り込んだ、社会経済の変化を踏まえた年金制
度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正
する等の法律（令和７年法律第74号。以下「令
和７年年金制度改正法」という。）が第217回国
会（令和７（2025）年）において成立した。【厚
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生労働省】
⑤ 非正規雇用労働者の正規雇用労働者への転換等

を促進するため、助成等により非正規雇用労働者
の正社員転換・待遇改善といった企業の取組を支
援している。【厚生労働省】

⑥ 人事院では、国の行政機関で働く非常勤職員の
育児休業や介護休暇等の両立支援制度が広く活用
されるよう、制度説明会等を通じて各府省に対す
る制度の周知・普及に取り組んだ。また、令和７

（2025）年12月に、非常勤職員の休暇制度につい
て、個人の事情に配慮した更なる柔軟な働き方の
推進や非常勤職員の勤務継続の観点を踏まえた見
直しを行い、年次休暇の単位及び付与方法の変更、
子の看護等休暇などの有給化、通勤上傷病休暇の
新設のための改正人事院規則等を公布・発出した

（令和８（2026）年４月施行）。
総務省では、地方公共団体で働く会計年度任用

職員について、令和７（2025）年４月１日時点
で、各地方公共団体における会計年度任用職員制
度の施行状況等に関する調査を実施し、その結果
を踏まえ、同年12月に、制度の適切な運用につ
いて助言を行った。会計年度任用職員の休暇・休
業については、国家公務員と同様の制度整備が行
われ、職員への周知及び制度の活用が図られるよ
う、各地方公共団体の取組を促しており、各団体
に対し必要な助言を行っている。また、「経済財
政運営と改革の基本方針2025」（令和７年６月13
日閣議決定）等において、会計年度任用職員の能
力実証を経た常勤化について記載されたことも踏
まえ、令和７（2025）年９月に、会計年度任用職
員の職務経験を有する者が受験可能な中途採用試
験を実施する取組等について取りまとめた事例集
を公表し、取組の普及促進を図っている。【内閣
官房、総務省、（人事院）】

第５節 再就職、起業、雇用によら
ない働き方等における支援

ア 再就職等に向けた支援
① 職業訓練や職業紹介等を実施し、子育て・介護

等との両立や仕事から一定期間離れた者に配慮し
た多様な再就職等の支援を推進している。【厚生

労働省】
② 再就職希望者を含む社会人等の就労、スキル

アップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技
術・技能を身に付けるためのリ・スキリングを推
進し、学び直し等の充実を図った。【文部科学省、
厚生労働省、経済産業省】

イ 起業に向けた支援等
① 女性の起業を後押しするため、「女性、若者／

シニア起業家支援資金」等による資金繰り支援を
実施している。（再掲）【経済産業省】

② 内閣府では、関係団体と連携して地方公共団体
が行う女性起業家育成の取組を、地域女性活躍推
進交付金を通じて支援している。

経済産業省では、スタートアップ支援機関と連
携しつつ、地域ブロック別に女性起業家支援ネッ
トワークを構築し、女性起業家支援プログラムを
実施した。（再掲）【内閣府、経済産業省】

③ 意欲ある女性の起業を促進するため、内閣府特
命担当大臣（男女共同参画）が、地域で活躍する
女性起業家と女性の起業に向けた支援策等につい
て意見交換を行う「地域で輝く女性起業家サロン」
を各地で開催した。（再掲）【内閣府】

④ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中
小企業・小規模事業者の事業統合・再編を促すた
め、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推進
している。また、その活用事例を展開している。
加えて、地方を含めた後継者の活躍を後押しする
ピッチイベントを開催し、早期の事業承継を促し
ている。（再掲）【経済産業省】

ウ 雇用によらない働き方等における
就業環境の整備

① 商工業等の自営業も含む小規模事業者の実態の
把握及び課題抽出に努めている。【経済産業省】

② 女性が家族従業者として果たしている役割に鑑
み、事業所得等の適切な申告に向けた取組を進め
ながら、税制等の各種制度の在り方を検討してい
る。【財務省】

③ 家内労働手帳の普及、工賃支払の確保、最低工
賃の決定及び周知、労災保険特別加入の促進等に
より家内労働者の労働条件の改善を図っている。

【厚生労働省】
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④ 個人が事業者として受託した業務に安定的に従
事することができる環境を整備するため、特定受
託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令
和５年法律第25号）について、引き続き周知・
広報に取り組むとともに、公正取引委員会、中小
企業庁及び厚生労働省が連携して、同法の違反行
為に対して迅速かつ適切に対処している。令和８

（2026）年１月には、公正取引委員会、中小企業
庁及び厚生労働省の連名で「フリーランスとして

安心して働ける環境を整備するためのガイドライ
ン」を改定し、引き続き周知・活用を図っている。

また、フリーランスと発注者との間の取引上の
トラブルについて、ワンストップで相談できる窓
口（フリーランス・トラブル110番）において、
引き続き迅速かつ丁寧な相談対応や紛争解決の援
助を行っている。【公正取引委員会、厚生労働省、
経済産業省】

地域における男女共同参画�
の推進第� 章３

第１節 地方創生のために重要な女
性の活躍推進

ア 地方の企業における女性の参画拡大
① 女性の管理職・役員の育成など女性の参画拡大

の推進、地方公共団体の経済部局や商工会議所等
と連携・協働しつつ実施する女性デジタル人材・
起業家の育成、様々な課題・困難を抱える女性に
寄り添い、意欲と希望に応じて就労までつなげて
いく支援や相談支援、孤独・孤立で困難や不安を
抱える女性が、社会との絆・つながりを回復する
ことができるよう、ＮＰＯ等の知見を活用した相
談支援やその一環として行う生理用品の提供等の
支援など、地方公共団体が、多様な主体による連
携体制の構築の下で地域の実情に応じて行う取組
を、地域女性活躍推進交付金により支援している。
また、地方公共団体が行う男女共同参画社会の実
現に向けた取組については地方財政措置が講じら
れており、各地方公共団体の状況に応じて、自主
財源の確保を働きかけている。【内閣府】

② 現在職に就いていない若者・女性・高齢者等の
新規就業の促進及び人手不足に直面する地域の中
小企業等の人材確保に資することを目的として、
都道府県が官民連携型のプラットフォームを形成
し、地域の実情に応じて、「掘り起こし」、「職場
環境改善支援」、「マッチング」等の一連の取組を

一体的かつ包括的に実施できるよう支援した。【内
閣官房、内閣府】

③ 女性や若者等の移住・定着の推進のため、地
域を支える企業等への就業と移住や、地域におけ
る社会課題の解決に資する起業と移住への支援を
行う地方公共団体の取組等について新しい地方経
済・生活環境創生交付金を活用して支援した。【内
閣官房、内閣府】

④ 女性も含めた後継者の事業承継を後押しし、中
小企業・小規模事業者の事業統合・再編を促すた
め、予算・税制等を含めた総合的な支援策を推進
している。また、その活用事例を展開している。
加えて、地方を含めた後継者の活躍を後押しする
ピッチイベントを開催し、早期の事業承継を促し
ている。（再掲）【経済産業省】

⑤ 「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」
では、令和８（2026）年１月に、全体会議を開催
した。また、令和７（2025）年11月に香川県で、
令和８（2026）年２月に和歌山県で地域シンポジ
ウムを開催し、首長、企業経営者等に対し会への
参加を呼びかけた。全体会議では、活動の輪が広
がってきたことなどを踏まえ、令和８（2026）年
３月１日から「輝く女性の活躍を加速するリーダー
の会」とし女性リーダーの参加も促すことが確認
された。（再掲）【内閣府】

⑥ 女性の活躍状況の把握・分析、その結果を踏ま
えた目標設定、目標達成に向けた取組を内容とす

              



147

第
３
章

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

る一般事業主行動計画の策定、女性の活躍状況に
関する情報公表等、女性活躍推進に向けて企業等
が行う積極的改善措置（ポジティブ・アクション）
等の取組を促進している。また、企業向け説明会
の実施や個別企業訪問により男女間賃金差異分析
ツールも活用しつつ女性活躍の取組を行う中小企
業を支援している。（再掲）【厚生労働省】

⑦ 社会全体で、女性活躍の前提となるワーク・ラ
イフ・バランス等の実現に向けた取組を進めるた
め、女性活躍推進法第24条及び公共調達等取組
指針に基づき、国、独立行政法人等が総合評価落
札方式又は企画競争方式による調達を行う際は、
女性活躍推進法、次世代法及び若者雇用促進法に
基づく認定を取得した企業等を加点評価する取組
を実施することにより、これらの企業の受注機会
の増大を図っている。また、加点評価の取組が努
力義務となっている地方公共団体においても、国
に準じた取組が進むよう働きかけを行っている。

（再掲）【内閣府、厚生労働省】
⑧ 役員候補者となり得る女性人材のデータベース
「女性リーダー人材バンク」について、利用者の
利便性向上を図るために、システム全体の刷新を
行った。（再掲）【内閣府】

⑨ 建設産業、海運業、自動車運送事業等（トラッ
ク運転者、バス運転者、タクシー運転者、自動車
整備士）の女性の参画が十分でない業種・職種に
おいて、ＩＣＴの活用による生産性の向上、多様
な人材が働きやすい環境の整備、人材確保に向け
た情報発信・普及啓発等を図ることも含め、女性
の就業及び定着を促進している。（再掲）【厚生労
働省、国土交通省】

⑩ 女性の起業を後押しするため、「女性、若者／
シニア起業家支援資金」等による資金繰り支援を
実施している。（再掲）【経済産業省】

⑪ 内閣府では、関係団体と連携して地方公共団体
が行う女性起業家育成の取組を、地域女性活躍推
進交付金を通じて支援している。

経済産業省では、スタートアップ支援機関と連
携しつつ、地域ブロック別に女性起業家支援ネッ
トワークを構築し、女性起業家支援プログラムを
実施した。（再掲）【内閣府、経済産業省】

⑫ 意欲ある女性の起業を促進するため、内閣府特
命担当大臣（男女共同参画）が、地域で活躍する

女性起業家と女性の起業に向けた支援策等につい
て意見交換を行う「地域で輝く女性起業家サロン」
を各地で開催した。（再掲）【内閣府】

イ 地方における多様で柔軟な働き方
の実現

① 生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組
む中小企業・小規模事業者及び傘下企業を支援す
る事業主団体に対する助成を行っている。（再掲）

【厚生労働省】
② 多様で柔軟な働き方の実現に向けた中小企業の

取組を促進している。
・ 中小企業事業主に対して、「育休復帰支援プ

ラン」モデル及び「介護支援プラン」モデルの
普及促進を図るとともに、プランの策定を支援
している。加えて、労働者の柔軟な働き方に取
り組む事業主が活用できる措置導入・運用マ
ニュアル等により、制度の周知・理解促進を図っ
ている。（再掲）【厚生労働省】

・ 時間を有効に活用でき、場所の制約を受けな
い勤務形態であるテレワークについて、適切な
労務管理下における普及促進や、中小企業へ
の導入促進に向けて、助成金の活用や専門家に
よる無料相談対応など各種支援策を推進してい
る。（再掲）【総務省、厚生労働省、経済産業省、
国土交通省】

・ 育児休業中の代替要員を確保しやすくするた
めの取組を推進するとともに、中小企業におい
て、自社が抱える経営課題の解決に向け、多様
な人材の確保・活用等を図るため、人材戦略の
検討・策定・実行のための取組等について調査・
分析を実施している。（再掲）【厚生労働省、経
済産業省】

ウ 地方議会・地方公共団体における
取組の促進

① 持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会
において、地方議会議員のなり手不足対策につい
て議論した。多様な人材が参画し、住民に開かれ
た議会を実現するために、特に女性、若者、勤労
者等の参画を促進するための取組が求められる等
の提言を報告書として取りまとめた。

多様な人材の参画に資するよう、「地方議会活
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性化シンポジウム2025」において、議会運営に
おけるＩＣＴの推進や住民が委員となって議会活
動の評価等を行う取組、議会における男女共同参
画推進の取組等、各議会の幅広い取組事例を共有
するとともに、住民の議会参画を促す効果的な方
策等について意見交換を行った。また、候補者と
なり得る女性の人材育成のため、各地方議会にお
ける「女性模擬議会」等の自主的な取組について
情報提供を行っている。（再掲）【総務省】

② 会議規則における出産・育児・介護等に伴う欠
席規定の整備状況やハラスメント防止に関する取
組の実施状況等、地方公共団体・地方議会におけ
る両立支援状況を始めとする施策の推進状況を調
査し、「見える化」の推進を行っている。（再掲）【内
閣府】

③ 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画や
女性の活躍状況に関する情報の公表について、数
値目標を設定した項目の進捗状況及び取組の実施
状況が経年で公表されることを徹底することを促
すとともに、各団体の取組について、「女性活躍
推進法『見える化』サイト」で比較できる形での

「見える化」を行っている。また、「職員の男女の
給与の差異」の適切な公表に向けた公表方法の周
知や、各団体における公表内容の「見える化」に
取り組むとともに、公表内容の把握・分析や差異
解消に向けた取組を促進した。【内閣府、総務省】

④ 各都道府県・政令指定都市が設定している審議
会等委員への女性の参画に関する数値目標や、こ
れを達成するための様々な取組、女性比率の現状、
女性が１人も登用されていない審議会等の状況等
を調査し取りまとめて提供し、審議会等委員への
女性の参画を促進している。（再掲）【内閣府、関
係省庁】

エ 地域に根強い固定的な性別役割分
担意識等の解消

① 固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見
の解消に資する、また、固定観念や無意識の思い
込み（アンコンシャス・バイアス）を生じさせな
い取組に関する情報収集を行い、企業関係者及び
地方公共団体職員を対象としたセミナーを実施す
るとともに、起業を始め女性が新たなことにチャ
レンジする際に直面する障壁に着目した普及啓発

用動画を制作した。【内閣府】
② 「男女共同参画週間」（毎年６月23日から同月

29日まで）において、地方公共団体が実施する行
事を取りまとめホームページに掲載するなど、地
方公共団体や関係機関・団体と連携し、男女共同
参画に関する意識の浸透を図った。【内閣府】

第２節 農林水産業における男女共
同参画の推進

ア 農林水産業における政策・方針決
定過程への女性参画の推進

① 地域をリードできる女性農林水産業者を育成
し、農業委員や農業協同組合、森林組合、漁業協
同組合の役員及び土地改良区等の理事に占める女
性の割合の向上や女性登用ゼロからの脱却に向け
た取組などを推進している。また、女性活躍推進
法に基づき一般事業主行動計画の策定等が義務
となっている事業主については、同法に基づく事
業主行動計画の策定等の仕組みを活用し、女性の
活躍推進に向けた取組を推進するよう要請してい
る。また、地方公共団体、農林水産団体等に対して、
女性の登用促進や具体的な目標の設定等について
の働きかけを行うほか、農業団体の意思決定層に
対して、女性登用の意識啓発を図っている。【内
閣府、厚生労働省、農林水産省】

② 令和７（2025）年度は、地域の農業をけん引
するリーダー候補となる女性農業経営者の育成に
取り組む32道府県を支援している。また、全国の
女性農業者を対象に、幅広い視野と高い経営力を
有し、地域内外で活躍できる女性リーダーの育成
を目的とした、実践型研修の実施を支援し、28人
の経営力を有した女性リーダーを育成している。

【農林水産省】
③ 女性が役員の過半を占める農業法人等が事業を

実施する場合に貸付限度額を引き上げる特例措置
を設けた融資を活用して、役員等への女性登用を
促進している。【農林水産省】

④ 女性グループの形成やその取組を支援するとと
もに、好事例を展開している。また、女性農業者
のグループ間ネットワークづくりを推進している。

【農林水産省】
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⑤ 全国の市町村で策定された地域計画は、策定後
もその計画の継続的な見直しや実現に向けて協議
を続けていく必要がある。地域計画の取組に、女
性農業者を始めとする幅広い関係者が参画するこ
とで、実りある協議が期待されることから、女性
農業者が協議に参画して取組が活発化した事例を
横展開する等により、地域計画の取組に女性農業
者が参画できるよう推進している。【農林水産省】

⑥ 女性の林業経営への参画等により、地域全体に
おける林業を活性化するため、経営者や従事者に
対する研修や情報提供等を実施するとともに、女
性林業グループの取組を支援し、優良な取組の全
国各地への普及を図っている。【農林水産省】

⑦ 水産業における女性の参画を推進するととも
に、水産業経営の改善を図るため、起業的取組を
行う女性グループの取組、女性の経営能力の向上
や女性が中心となって取り組む加工品の開発、販
売等の実践的な取組を支援し、優良な取組の全国
各地への普及を図っている。【農林水産省】

イ 女性が能力を発揮できる環境整備
① 認定農業者制度における農業経営改善計画申請

の際の共同申請や女性の活躍推進に向け補助事業
等の活用を通じて、女性の農業経営への参画を推
進している。【農林水産省】

② 「農業女子プロジェクト」や「海の宝！水産女
子の元気プロジェクト」における企業や教育機関
との連携強化、地域活動の推進により女性農林水
産業者が活動しやすい環境を整備している。【農
林水産省】

③ 家族経営協定の締結による就業条件の整備を推
進している。また、家族経営協定を締結した女性
農業者に対する融資の活用を促進している。【農
林水産省】

④ 女性が農山漁村で生き生きと活躍できる環境づ
くりに資することを目的に、農林水産業及び農山
漁村の活性化、次世代リーダーとなり得る若手女
性の農林水産業への参入等、女性活躍推進のため
の優れた取組を表彰している。【農林水産省】

⑤ 女性グループが行う漁業生産活動に対する融資
の活用を推進することにより、女性が行う水産業
に関連する経営や起業等を支援している。【農林
水産省】

⑥ 女性の就農希望者等に対し、就農相談会、農業
法人による会社説明会、就農促進ＰＲ活動、女性
農業者による学生への出前授業等を通じて、農業
への理解を促進し、円滑な就農を支援している。

【農林水産省】
⑦ 女性農業者の農業者年金への加入推進のため、

令和６（2024）年度から実施しているオンライ
ンセミナーやYouTube動画配信等のデジタル技
術も活用した情報発信に取り組んだ結果、令和７

（2025）年度に965人の女性の新規加入を得てい
る。【農林水産省】

⑧ 男女別トイレや更衣室の整備、女性の就農促進
や継続的な雇用に向けた女性活躍推進法等に基づ
く一般事業主行動計画の策定等を通じて、子育て
等のライフステージにも合わせた、女性が働きや
すい環境整備等をソフト・ハード両面から推進し
ている。【農林水産省】

⑨ 女性の参画による農山漁村が持つ地域資源を活
用した地域の活動計画づくり等を促進している。
また、令和７（2025）年度も農山漁村が潜在的
に有する地域資源を引き出して地域の活性化や所
得向上に取り組む優良事例を選定し、全国へ発信
している。【農林水産省】

第３節 地域活動における男女共同
参画の推進

① ＰＴＡ、自治会・町内会、防災組織等、地域に
根差した組織・団体の長となる女性リーダーを増
やすための機運の醸成や女性人材の育成を図って
いる。

内閣府では、地域に根差した組織・団体におけ
る政策・方針決定過程への女性の参画が進むよう、
地方公共団体が地域の実情に応じて行う、女性
リーダー等を育成する取組などを地域女性活躍推
進交付金により支援している。また、地域におけ
る男女共同参画促進を支援するため、地方公共団
体の求めに応じて、アドバイザーを派遣している。

【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】
② 学校・保育所の保護者会（ＰＴＡ等）や自治会・

町内会など、学校・園関連の活動や地域活動につ
いて、男女ともに多様な住民が参加しやすい活動
の在り方を提示するとともに、優良事例の横展開

              



150 第１部 令和７年度に講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を図っている。
内閣府では、地方公共団体が行う自治会を始め

とする地域活動への女性参画を促進する取組など

を地域女性活躍推進交付金により支援している。
【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】

科学技術・学術における�
男女共同参画の推進 第� 章４ 2

第１節 科学技術・学術分野におけ
る女性の参画拡大

ア 科学技術・学術分野における女性
の採用・登用の促進及び研究力の
向上

① 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の
策定等が義務となっている事業主（大学を含む。）
については、同法に基づく事業主行動計画の策定
等の仕組みを活用し、研究職や技術職として研究
開発の分野で指導的地位に占める割合を高める
等、女性の活躍推進に向けた取組を推進するよう
要請している。【内閣府、文部科学省、厚生労働省、
関係省庁】

② 第６期「科学技術・イノベーション基本計画」（令
和３年３月26日閣議決定）における数値目標を踏
まえ、科学技術・学術分野における女性の新規採
用・登用に関する数値目標の達成に向けて、各主
体（大学、研究機関、学術団体、企業等）が自主
的に採用・登用に関する目標を設定し、その目標
及び推進状況を公表するよう要請した。【内閣府、
文部科学省、関係省庁】

③ 男女共同参画会議、総合科学技術・イノベーショ
ン会議及び日本学術会議の連携を強化するととも
に、「統合イノベーション戦略2025」（令和７年
６月６日閣議決定）において、男女共同参画及び
女性活躍促進の視点を踏まえた具体的な取組を明
記した。【内閣府】

④ 国が関与する科学技術プロジェクト等における

積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の取
組を推進するなど、科学技術・学術に係る政策・
方針決定過程への女性の参画を促している。【内
閣府、文部科学省】

⑤ 日本学術会議において、学術分野における男女
共同参画を推進するため積極的な調査や提言を
行った。【内閣府】

⑥ 研究者・技術者、研究補助者等に係る男女別の
実態を把握するとともに統計データを収集・整備
し、分野等による差異、経年変化を分析し、改善
策を見いだした。【内閣府、総務省、文部科学省、
関係省庁】

イ 科学技術・学術分野における女性
人材の育成等

① 女性研究者・技術者の採用の拡大や研究現場を
主導する女性リーダーの育成に向けて、上位職へ
のキャリアパスの明確化、メンタリングを含めた
キャリア形成支援プログラムの構築、その他女性
研究者・技術者の採用及び登用に関する積極的改
善措置（ポジティブ・アクション）の取組について、
大学、研究機関、学術団体、企業等への普及を図っ
た。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

② 女性研究者・技術者の就業継続や研究力の向上
に向けた女性研究者・技術者のネットワーク形成
支援、メンター制度の導入、ロールモデル情報の
提供、定期的な研修や相談窓口の活用及び各種ハ
ラスメントのない職場環境の整備等を促進した。

【内閣府、文部科学省、関係省庁】
③ 大学、研究機関、学術団体、企業等の経営層

2	� 国立大学や私立大学などの教育研究機関は、「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年12月25日閣議決定）第２分野の「雇用等に
おける男女共同参画の推進と仕事と生活の調和」に記載されている施策の対象となる。例えば、労働基準法、育児・介護休業法、次
世代法、女性活躍推進法などの法律の適用対象である。

              



151

第
４
章

科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科
科

や管理職が多様な人材を生かした経営の重要性を
理解し、女性研究者・技術者の活躍推進に積極的
に取り組むよう、男女共同参画に関する研修等に
よる意識改革を促進した。【内閣府、文部科学省、
関係省庁】

④ 男女双方に対する研究と出産・育児、介護等と
の両立支援、女性研究者の研究力向上及びリー
ダー経験の機会の付与、博士後期課程へ進学する
女子学生への支援の充実等を一体的に推進する、
ダイバーシティ実現に取り組む大学等を支援して
いる。【文部科学省】

第２節 男女共同参画と性差の視点
を踏まえた研究の促進

① 体格や身体の構造と機能の違いなど、性差等を
考慮した研究・技術開発の実施が促進されるよう、
事業の性格等に応じて性差を考慮して実施する旨
を各事業の公募要領等に記載する等の取組を推進
している。【内閣府、こども家庭庁、文部科学省、
厚生労働省、関係省庁】

② 国が関与する公募型の大型研究はもとより競争
的研究費について、採択条件に、事業の特性も踏
まえつつ、男女共同参画の視点の有無と取組状
況を評価するよう、競争的研究費に関する関係府
省連絡会申し合わせを踏まえた取組を推進してい
る。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

③ 国が関与する競争的研究費において、事業の特
性も踏まえつつ、採択条件に、出産・育児・介護
等に配慮した取組を評価するよう、競争的研究費
に関する関係府省連絡会申し合わせを踏まえた取
組を推進している。【内閣府、文部科学省、関係
省庁】

④ 研究期間中にライフイベントの発生が予想され
る優秀な研究者が安心して研究者代表として応募
できるよう、研究中断後の研究再開を認める等の
旨を各事業の公募要領等に記載する等の取組を推
進している。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

第３節
男女の研究者・技術者が共
に働き続けやすい研究環境
の整備

ア 研究活動と育児・介護等の両立に
対する支援及び環境整備

① 大学、研究機関、企業等において、男女の研究
者・技術者が仕事と育児・介護等を両立できるよ
うにするため、長時間労働の解消、短時間勤務や
フレックスタイム勤務、テレワークによる多様な
働き方の推進、育児・介護等に配慮した雇用形態
や両立支援制度の確立、キャリアプランや育児・
介護等に関する総合相談窓口の設置など保育・介
護サービスや病児・夜間保育の確保等を促進して
いる。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】

② 出産・育児等のライフイベントと研究との両立
や女性研究者の研究力の向上を通じたリーダーの
育成を一体的に推進するダイバーシティ実現に向
けた大学等の取組を支援する「ダイバーシティ研
究環境実現イニシアティブ事業」を実施している。

【文部科学省】
③ 出産・育児・介護等により研究から一時的に離

脱せざるを得ない場合において、研究期間中の研
究中断・中断後の研究再開ができるよう、研究期
間の中断や延長、中断中の代行者や研究支援者の
登用等により研究を継続できる旨を各事業の公募
要領等に記載する等の取組を推進している。【内
閣府、文部科学省、関係省庁】

④ 出産・育児・介護等により研究から一時的に離
脱した者が不利な取扱いを受けないよう、若手研
究者向け支援事業の応募要件における年齢制限等
において、ライフイベントの期間を考慮する旨を
各事業の公募要領等に記載する等の取組を推進し
ている。【内閣府、文部科学省、関係省庁】

⑤ 独立行政法人日本学術振興会の「特別研究員
（ＲＰＤ）事業」では、博士の学位取得者で優れ
た研究能力を有する者が、出産・育児による研究
中断後、円滑に研究現場に復帰して大学等の研究
機関で研究に専念し、研究者としての能力を向上
できるよう支援している。また、１年以上の海外
渡航に係る家族の往復航空賃の支援を実施した。

【文部科学省】
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イ 大学や研究機関におけるアカデ
ミックハラスメントの防止

① 大学や研究機関に対して、各種ハラスメントの
防止のための取組が進められるよう、各大学にお
ける研修等で活用できるハラスメント防止の啓発
のためのコンテンツを作成し必要な情報提供等を
行うなど、各種ハラスメント防止等の周知徹底を
行った。【文部科学省】

第４節
女子学生・生徒の理工系分
野の選択促進及び理工系人
材の育成

ア 次代を担う理工系女性人材の育成
① Society 5.0の実現に向けてＡＩやＩｏＴ等の

ＩＴ分野の教育を強化するべく、シンポジウム等
を実施した。取組が可能になった自治体・学校か
ら、生成ＡＩの適切な活用や高度なプログラミン
グ教育、デジタルものづくりなどを実施し、先進
事例を創出した。【内閣府、デジタル庁、文部科
学省、経済産業省】

② 文理融合基礎枠の設置を含むスーパーサイエン
スハイスクールの充実や高等学校における理数系
教育の強化を通じて、女子生徒の科学技術への関
心を高められるよう取り組んでいる。【文部科学
省】

③ 好事例やロールモデルの紹介等を通じ、理工系
女性人材の育成について、企業・大学・学術団体
等による取組を促進した。【内閣府】

④ 国立大学における、女性研究者等多様な人材に
よる教員組織の構築に向けた取組や女子生徒の理
工系学部への進学を促進する取組等を学長のマネ
ジメント実績として評価し、運営費交付金の配分
に反映した。また、私立大学等経常費補助金にお
いて、女性研究者を始め子育て世代の研究者を支
援することとしており、柔軟な勤務体制の構築等、
女性研究者への支援を行う私立大学等の取組を支
援した。【文部科学省】

⑤ 理工チャレンジの取組や理工系女子応援ネット
ワーク会議（関係府省や経済界、学界、民間団体
等産学官から成る支援体制）を通して、地域にお

ける意識啓発や情報発信等を実施し、地域の未
来を担う理工系女性人材の育成や地方定着につな
がる取組を促進した。また、全国各地にSTEM 
Girls Ambassadorsを派遣するとともに、複数の
地域において、若手理工系人材による出前授業を
実施し、各地域の理工系進路選択の契機となる機
会を創出した。【内閣府】

⑥ 海洋人材の育成に当たっては、国立大学等が保
有する船舶において、女性に配慮した環境整備を
促進している。【文部科学省】

⑦ 大学・高専機能強化支援事業を通じて、女子学
生を含む多様な入学生の確保等に取り組む大学・
高等専門学校（以下「高専」という。）の成長分
野への学部再編等を支援している。将来の社会・
産業構造変化を見据え、大規模大学を含めて、成
長分野への学部等転換・重点分野の人材育成を一
層強力に推進するため、令和７（2025）年度補
正予算で必要な経費200億円を計上した。【文部
科学省】

⑧ 大学入学者選抜実施要項や教学マネジメント指
針（追補）（令和５年２月24日中央教育審議会大
学分科会）、好事例集の周知により、理工系の女
子などを対象にした入学者の多様性を確保する選
抜の促進を図っている。【文部科学省】

イ 理工系分野に関する女子児童・生
徒、保護者及び教員の理解促進

① 大学、研究機関、学術団体、企業等の協力の下、
女子児童・生徒、保護者及び教員に対し、理工系
選択のメリットに関する意識啓発、理工系分野の
仕事内容、働き方及び理工系出身者のキャリアに
関する理解を促す取組を推進した。また、無意識
の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の払拭
に取り組み、女子生徒の理工系進路選択を促進し
た。【内閣府、文部科学省】
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第１節
女性に対するあらゆる暴力
の予防と根絶のための基盤
づくり

① 女性に対する暴力の予防と根絶に向けて、「女
性に対する暴力をなくす運動」（毎年11月12日か
ら同月25日までの２週間）を全国的な運動とし
て行った。令和７（2025）年度の運動において
は、「ＤＶや性暴力に気づいたら、相談されたら。
そのとき、私たちにもできることがある。」を主な
メッセージとしたポスター等を作成し、全国の各
層に協力を呼びかけるとともに、ポスターやリー
フレットの配布、全国各地のランドマーク等にお
けるパープル・ライトアップの実施、女性に対す
る暴力根絶のシンボルであるパープルリボンの着
用の推進等により、広報活動を実施した。また、
被害者自身が被害と認識していない場合があるこ
とや、被害を受けていることを言い出しにくい現
状があることも踏まえ、女性に対する暴力に関す
る認識の向上や、悪いのは被害者ではなく加害者
であり、暴力を断じて許さないという社会規範の
醸成を図っている。【内閣府、法務省、関係省庁】

② 様々な状況に置かれた被害者に情報が届くよ
う、官民が連携した広報啓発を実施するとともに、
加害者や被害者を生まないための若年層を対象と
する予防啓発の拡充、教育・学習の充実を図って
いる。また、高齢者における配偶者からの暴力被
害も多いことを踏まえ、高齢の被害者に支援の情
報が届きやすいよう広報・啓発を充実させている。

【内閣府、文部科学省、厚生労働省、関係省庁】
③ 内閣府では、ＤＶ相談プラスにおいて、配偶者

等からの暴力の被害者の多様なニーズに対応でき
るよう、毎日24時間の電話相談、チャット相談
及び外国語での相談の対応を行うとともに、各地

域の民間支援団体とも連携し、相談員が必要と判
断した場合には、関係機関等への同行支援なども
行っている。また、全国共通番号「＃8008（は
れれば）」から最寄りの配偶者暴力相談支援セン
ター等につながるＤＶ相談ナビを実施した。さら
に、都道府県等に対する交付金（性暴力・配偶者
暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支
援調査研究事業））により、官民連携の下で民間
シェルター等による先進的な取組を推進する都道
府県等への支援を行っている。【内閣府、関係省庁】

④ 関係行政機関等において、相談窓口の所在等を
広く周知するとともに、電話相談や窓口相談につ
いてサービス向上を促進するため、電話相談の番
号の周知や相談しやすくするための工夫、ＳＮＳ
等を活用した相談の実施、夜間・休日における相
談対応の実施等の方策を推進している。

内閣府では、性犯罪・性暴力被害者のためのワ
ンストップ支援センター（以下「ワンストップ支
援センター」という。）の全国共通番号「#8891（は
やくワンストップ）」の周知を図るとともに、若年
層等の性暴力被害者が相談しやすいよう、ＳＮＳ
相談「Cure time（キュアタイム）」を実施してい
る。さらに、性犯罪・性暴力の夜間の相談や緊急
対応のため、夜間休日には対応していないワンス
トップ支援センターの運営時間外に、被害者から
の相談を受け付け、ワンストップ支援センターと
連携して支援する「性暴力被害者のための夜間休
日コールセンター」を運営し、性犯罪・性暴力被
害者支援の充実を図っている。【内閣府、警察庁、
こども家庭庁、法務省、厚生労働省】

⑤ 中長期にわたる被害者の心身の回復を支援す
るため、トラウマ・ケアの専門家を育成し、身近
な場所で適切な相談・カウンセリングが経済的負
担なく受けられる体制を構築していくとともに、

Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現

女性に対するあらゆる暴力�
の根絶第� 章５
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ニーズに応じた対応が可能な民間団体や自助グ
ループの活動を促進している。

内閣府では、都道府県等に対する交付金（性暴
力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力
被害者等支援調査研究事業））により、官民連携
の下で民間シェルター等による先進的な取組を推
進する都道府県等への支援を行っている。【内閣
府、警察庁、厚生労働省】

⑥ 男性被害者等に対する必要な配慮が図られるよ
う、ワンストップ支援センターの相談員等を対象
としたオンライン研修教材の提供等により、相談
及び支援体制の充実を図っている。【内閣府、関
係省庁】

⑦ 被害者と直接接することとなる警察官、検察職
員、更生保護官署職員、地方出入国在留管理局職
員、女性相談支援センター職員、女性相談支援員、
児童相談所職員、民間団体等について、男女共同
参画の視点から被害者の置かれた立場を十分に理
解し、適切な対応をとることができるよう、より
一層の研修機会の拡大等に努めるとともに、関係
機関間や職員間の連携を促進している。

内閣府では、性犯罪・性暴力被害者等が安心し
て相談をし、必要な支援を受けられる環境を整備
するために、ワンストップ支援センターの相談員
等を対象としたオンライン研修教材を作成し、提
供するとともに、研修を実施している。

また、配偶者暴力相談支援センターのセンター
長、地方公共団体の担当職員及び配偶者暴力相談
支援センター、児童相談所、民間シェルター等に
おいて相談支援業務に携わる官民の相談員等の関
係者を対象として、相談対応の質の向上及び被害
者やその子に対する支援における官官・官民連携
強化のために必要な知識の習得機会を提供するた
め、オンライン研修教材を作成し提供している。

【内閣府、警察庁、こども家庭庁、法務省、厚生
労働省、関係省庁】

⑧ ケーススタディの手法やオンライン研修教材の
活用等により、ＳＮＳ等を活用した相談を含む、
現場における対応に重点を置いた各職務関係者に
対する研修を充実させ、支援に携わる人材育成
を図っている。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、
法務省、厚生労働省】

⑨ 女性に対する暴力に関する認識を深め、被害者

の置かれた状況に十分配慮できるよう、刑事司法
関係者に対する研修等の充実を図っている。【法
務省】

⑩ 法曹養成課程において、女性に対する暴力に関
する法律及び女性に対する暴力の被害者に対する
理解の向上を含め、国民の期待と信頼に応える法
曹の育成に努めている。【法務省、文部科学省】

⑪ 女性に対する暴力に関する被害者支援の充実を
図るため、民間シェルター等と警察や福祉などと
の協働が円滑に行われるよう、官民双方向の連携
の仕組みを構築するとともに、民間団体の活用に
よる支援の充実に努めている。【内閣府、警察庁、
法務省、厚生労働省、関係省庁】

⑫ 被害者に対しては、暴力の形態や被害者の属性
等に応じて、相談、保護、生活・就業等の支援、
情報提供等をきめ細かく実施している。また、官
民・官官・広域連携の促進を通じて、中長期的
見守りなど切れ目のない被害者支援を実施してい
る。【内閣府、警察庁、法務省、厚生労働省、関
係省庁】

⑬ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律
（令和４年法律第52号）に基づき、包括的な支援
体制の構築を進めている。【厚生労働省】

⑭ 悪質なホストクラブ等に対しては、接待飲食営
業に係る遵守事項・禁止行為を追加することなど
を内容とする風俗営業等の規制及び業務の適正化
等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年
法律第45号）が令和７（2025）年５月に成立し
たところであり、他の法令も含めた各種法令を適
用して、厳正な取締り等を推進するとともに、当
該改正内容の周知等、被害を防止するための対
策を行っている。【内閣府、警察庁、厚生労働省、
関係省庁】

⑮ 最近におけるストーカー行為等の実情を踏ま
え、令和７（2025）年12月、いわゆる紛失防止
タグを用いた位置情報の無承諾取得等を新たに規
制の対象とすることなどを内容とするストーカー
行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法
律（令和７年法律第83号）が成立した。

改正内容について適切に周知を行うほか、改正
により同法に盛り込まれた規定を適切に運用しつ
つ、重大事件への発展を未然に防止するための各
種取組を更に充実させるなど、対策を進めている。
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【警察庁、関係府省】
⑯ 内閣府では、平成11（1999）年度から実施し

ている「男女間における暴力に関する調査」につ
いて、令和５（2023）年度に実施した調査の結
果を関係省庁に共有し、活用している。【内閣府、
関係省庁】

第２節 性犯罪・性暴力への対策の
推進

① 「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」（令
和５年３月30日性犯罪・性暴力対策強化のため
の関係府省会議決定）に基づき設定した「更な
る集中強化期間」（令和５（2023）年度から令和
７（2025）年度までの３年間）の最終年度とし
て、性犯罪・性暴力の根絶のための取組や被害者
支援を強化した。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、
法務省、文部科学省、厚生労働省、関係省庁】

② 第211回国会（令和５（2023）年）において
成立した、刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する
法律（令和５年法律第66号）及び性的な姿態を
撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性
的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関す
る法律（令和５年法律第67号）の趣旨及び内容
を踏まえ、その適切な運用に努めるなど、必要な
措置を講じている。【法務省、関係府省】

③ 監護者による性犯罪・性暴力や障害者に対する
性犯罪・性暴力等について、厳正かつ適切な対処
に努めるなど、必要な措置を講じている。【こども
家庭庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、関係
府省】

④ 内閣府では、平成11（1999）年度から実施し
ている「男女間における暴力に関する調査」につ
いて、令和５（2023）年度に実施した調査の結
果を関係省庁に共有し、活用している。（再掲）【内
閣府、関係省庁】

⑤ 各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につなが
る全国共通番号「＃8103（ハートさん）」につい
て国民への更なる周知や性犯罪捜査担当係への女
性警察官の配置推進等、性犯罪被害に遭った女性
が安心して警察に届出ができる環境づくりのため
の施策を推進し、性犯罪被害の潜在化防止に努め
ている。【警察庁】

⑥ 性犯罪に関して被害の届出がなされた場合に
は、被害者の立場に立ち、明白な虚偽又は著しく
合理性を欠くものである場合を除いて、即時に受
理することを徹底している。また、被害届受理時
の説明によって、被害者に警察が被害届の受理を
拒んでいるとの誤解を生じさせることがないよう、
必要な指導を行っている。告訴についても、被害
者の立場に立って、迅速・的確に対応している。【警
察庁】

⑦ 性犯罪等の被害者は、ＰＴＳＤ（心的外傷後ス
トレス障害）等の精神的な疾患に苦しむケースが
少なくない現状を踏まえ、捜査関係者を含む関係
者において、被害者の精神面の被害についても的
確に把握し、事案に応じた適切な対応を図ってい
る。【警察庁、関係府省】

⑧ 「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」（令和５年
３月30日内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、
国土交通省取りまとめ）に基づき、痴漢は重大な
犯罪であるという認識の下、徹底した取締り等に
よる加害者への厳正な対処、被害申告・相談をし
やすい環境の整備、痴漢対策等のための防犯アプ
リの普及や鉄道事業者等と連携した痴漢防止の広
報・啓発活動等の取組を関係府省が一体となって
実施している。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、
法務省、文部科学省、国土交通省】

⑨ ワンストップ支援センターについて、都道府県
等に対する交付金により、24時間365日対応化、
支援員の処遇改善、コーディネーターの配置・常
勤化、こども・若者や男性等の多様な被害者への
支援や相談対応に係る体制の強化、連携・協力す
る医療機関における支援環境の整備等を含む地域
における関係機関との連携の強化、専門性を高め
るなどの人材の育成等に要する経費の補助や運営
体制確保により、運営の安定化及び支援の質の向
上を図っている。

また、全国共通番号「＃8891（はやくワンストッ
プ）」を周知するとともに、ワンストップ支援セン
ターの通話料の無料化を継続している。夜間・休
日においても相談を受け付けるコールセンターの
設置、地域での緊急事案への対応体制の整備等、
相談につながりやすい体制整備を図っている。さ
らに、若年層等の性暴力被害者が相談しやすいよ
う、ＳＮＳ相談「Cure time（キュアタイム）」を
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実施している。【内閣府、厚生労働省、関係省庁】
⑩ ワンストップ支援センターと女性相談支援セン

ター・女性相談支援員などとの連携を強化し、機
動的な被害者支援の展開を図っている。また、被
害者の要望に応じた支援をコーディネートできる
よう、性犯罪被害者支援に係る関係部局と民間支
援団体間の連携を促進している。さらに、障害者
や男性等を含め、様々な被害者への適切な対応や
支援を行えるよう、支援実態の調査や研修を実施
している。【内閣府、警察庁、厚生労働省、関係省庁】

⑪ 若年層等の性暴力被害者が相談しやすいよう、
ＳＮＳ相談「Cure time（キュアタイム）」を実施
している。【内閣府】

⑫ 被害者からの事情聴取に当たっては、その精神
状態等に十分に配慮するとともに、被害者が安心
して事情聴取に応じられるよう、女性警察官等の
配置や、被害者の心情に配慮した被害者専用の事
情聴取室の活用などによる事情聴取等の推進に努
めている。被害者の事情聴取の在り方等について、
引き続き、精神に障害がある性犯罪被害者に配慮
した聴取（代表者聴取）の取組の試行を行うほか、
より一層適切なものとなるような取組を検討し、
適切に対処している。また、被告人の弁護人は、
被害者に対する尋問に際しては、十分に被害者の
人権に対する配慮が求められることにつき、啓発
に努めている。【警察庁、こども家庭庁、法務省、
国土交通省】

⑬ 被害者に対する不適切な対応による更なる被害
を防止する観点も含め、支援に従事する関係者に
対して、啓発・研修を実施した。また、刑事司法
に関係する検察官等に対し、性犯罪に直面した被
害者の心理や障害のある性犯罪被害者の特性や対
応についての研修を実施した。

内閣府では、性犯罪・性暴力被害者等が安心し
て相談をし、必要な支援を受けられる環境を整備
するために、ワンストップ支援センターの相談員
等を対象としたオンライン研修教材を提供すると
ともに、研修を実施している。【内閣府、法務省、
関係省庁】

⑭ 医療機関における性犯罪被害者の支援体制、被
害者の受入れに係る啓発・研修を強化し、急性期
における被害者に対する治療、緊急避妊等に係る
支援を含む、医療機関における支援を充実させる

とともに、支援に携わる人材の育成に資するよう、
とりわけ女性の産婦人科医を始めとする医療関係
者に対する啓発・研修を強化している。【厚生労
働省、関係府省】

⑮ 性犯罪被害者に対する包括的・中長期的な支援
を推進するとともに、警察庁においては、医療費・
カウンセリング費用の公費負担制度の効果的な運
用を図っている。また、性犯罪に関する専門的知
識・技能を備えた医師、看護師、医療関係者等や
民間支援員の活用を促進している。

内閣府では、性犯罪・性暴力被害者支援のため
の交付金により、ワンストップ支援センターを利
用する被害者の医療費・カウンセリング費用を助
成している。また、性犯罪・性暴力の被害者等に
対する診察や支援を行う医師、看護師等の医療関
係者等に対する研修を実施するとともに、厚生労
働省とも協力し、ワンストップ支援センターと医
療機関との連携等について、係るリーフレットの
配布等を行うことにより、医療機関の関係者の理
解の促進を図っている。

第213回国会（令和６（2024）年）において
成立した総合法律支援法の一部を改正する法律

（令和６年法律第19号）により、性犯罪被害者を
含む一定の犯罪被害者等に対し、原則日本司法支
援センター（法テラス）の費用負担で弁護士によ
る包括的かつ継続的な援助を受けられる犯罪被害
者等支援弁護士制度が創設された。令和７（2025）
年度において、法務省では、同制度の運用開始に
向けて、対象となる「罪」及び「被害の程度」を
定める政令等の制定をし、また、日本司法支援セ
ンター（法テラス）とともに担い手となる弁護士
の確保や制度の周知・広報等の準備を進め、令和
８（2026）年１月13日から本制度の運用が開始
されたところであり、その着実な運用に努めてい
る。【内閣府、警察庁、法務省、厚生労働省】

⑯ 性犯罪・性暴力事件及びその裁判に関する報道
において、被害に関する詳細な描写や被害者が特
定される情報が深刻な二次被害をもたらすことか
ら、その取扱いの配慮について、メディアへの啓
発を行うための必要な検討を行っている。【内閣
府、関係省庁】

⑰ 医師や看護師を養成する教育の中で、性犯罪被
害等に関する知識の普及に努めている。【文部科
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学省、厚生労働省】
⑱ 被害者の心のケアを行う専門家の育成等相談体

制の充実を図っている。【厚生労働省】
⑲ 関係府省や都道府県警察において、16歳未満の

こどもを対象とした暴力的性犯罪受刑者の出所後
の所在等の情報を共有し、その所在を確認するな
どして、再犯防止を図っている。【警察庁、法務省】

⑳ 刑事施設及び保護観察所において性犯罪者に実
施している専門的プログラムの着実な実施や、指
導者の育成など、性犯罪者に対する再犯防止対策
を進めている。【法務省】

㉑ 二次被害防止の観点から被害者支援、捜査及び
刑事裁判手続における被害者のプライバシー保護
を図るとともに、メディア等を通じた的確な情報
発信により性犯罪に対する一般社会の理解を増進
している。【内閣府、警察庁、法務省、関係省庁】

㉒ 性犯罪・性暴力の実態把握に努めるとともに、
性暴力等を許さない気運の更なる醸成に向けた予
防啓発の拡充に努めている。【内閣府、関係省庁】

㉓ アダルトビデオ出演被害について、性をめぐる
個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するた
めに性行為映像制作物への出演に係る被害の防止
を図り及び出演者の救済に資するための出演契約
等に関する特則等に関する法律（令和４年法律第
78号）による出演被害の防止及び被害者の救済
が適切に図られるよう、同法の趣旨や出演契約の
特則等の周知を進めるとともに、相談窓口である
ワンストップ支援センターにおける被害者への相
談支援の充実、ＳＮＳの活用等による広報啓発の
継続的な実施、厳正な取締りの推進等に努めてい
る。【内閣府、警察庁、法務省、関係省庁】

第３節
こども、若年層に対する性
的な暴力の根絶に向けた対
策の推進

① 「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等
に係る対策の基本計画）2022」（令和４年５月20
日犯罪対策閣僚会議決定。以下「子供の性被害防
止プラン2022」という。）、「性犯罪・性暴力対策
の更なる強化の方針」等を着実に実行するととも
に、関係省庁と連携して、「こども性暴力防止に
向けた総合的な対策」（令和６年４月25日「性犯

罪・性暴力対策強化のための関係府省会議」・「こ
どもの性的搾取等に係る対策に関する関係府省連
絡会議」合同会議）に基づき、こども・若者の性
犯罪・性暴力被害への対策の強化を図っている。

【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、法務省、
外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、
観光庁】

② 学校、児童福祉施設等のこどもと直接接する業
務を行う施設において、こどもが相談しやすい環
境を整備し、性的虐待の兆候を把握して児童相談
所等と的確に連携するための研修・広報啓発を実
施している。あわせて、二次被害の防止及び円滑
な専門機関への相談のために、最初に性的虐待の
被害を打ち明けられる可能性がある保護者、保育
士、教師などこどもに関わる大人に対して、初動
対応に関する啓発を推進している。【こども家庭
庁、法務省、文部科学省】

③ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者
の児童相談所等への通告義務を周知徹底すると
ともに、児童相談所、警察等においては、性的虐
待の認知・把握に努め、被害児童の保護、被害児
童に配慮した聴取（代表者聴取）、加害者の検挙
と適切な処罰等に向けた必要な施策を実施してい
る。【警察庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省】

④ 困難な問題を抱える女性を対象に、女性相談支
援センター等の公的機関と民間支援団体とが密接
に連携し、夜間の見回り・声かけ、インターネッ
ト上での相談などのアウトリーチ支援や居場所の
確保、相談対応、自立支援等の支援を行っている。

【厚生労働省】
⑤ 児童相談所やワンストップ支援センター等にお

いて、性的な暴力被害を受けたこどもに対する被
害直後及びその後の継続的な専門的ケアや支援が
実施されるよう取組を進めている。あわせて、専
門的知識を備えた人材の育成を推進している。

内閣府では、性的な暴力被害を受けたこどもに
対する被害直後及びその後の継続的な専門的ケア
や支援が実施されるよう、ワンストップ支援セン
ターの相談員等を対象としたオンライン研修教材
を提供するとともに、研修を実施している。【内閣
府、警察庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省】

⑥ 被害児童の負担を軽減しつつ、適正な診断・治
療等ができるよう、学術団体を含め、産婦人科医、
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小児科医等に対する研修を促進している。
内閣府では、被害児童に対して適切な対応がで

きるよう、医療関係者等を対象としてオンライン
研修教材を提供している。【内閣府、こども家庭庁】

⑦ 被害児童の学習や通学など社会生活が妨げられ
ないよう、学校で教職員が相談に乗ったり、関係
機関と連携したりするなどの、適切な措置を講じ
た。【文部科学省】

⑧ 通学路や公園等における防犯・安全対策を強化
し、性犯罪の前兆となり得るつきまとい等の行為
に対する捜査・警告を的確に実施している。【警
察庁】

⑨ こども家庭庁では、令和４（2022）年６月に成
立した児童福祉法等の一部を改正する法律（令和
４年法律第66号）及び児童福祉法（昭和22年法
律第164号）に基づく基本的な指針を踏まえ、保
育士による児童生徒性暴力等の防止を図るため、
令和７（2025）年に保育士特定登録取消者管理
システムの活用義務について改めて周知するとと
もに、活用状況等について調査を行った。

文部科学省では、令和４（2022）年４月１日
から施行された教育職員等による児童生徒性暴力
等の防止等に関する法律（令和３年法律第57号）
及び同法に基づく基本的な指針を踏まえ、令和５

（2023）年４月１日から稼動している特定免許状
失効者等に関するデータベースの活用徹底や、教
育職員等に対する研修・啓発の充実などの予防的
取組の推進、事案早期発見のための定期的な調査
の実施や相談体制の整備、児童生徒性暴力等に及
んだ教員について原則として懲戒免職とするなど
の厳正な対処など、教育職員等による児童生徒性
暴力等の根絶に向け、同法の適切かつ確実な運用
を図っている。【こども家庭庁、文部科学省】

⑩ 令和６（2024）年６月に成立した学校設置者
等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴
力等の防止等のための措置に関する法律（令和６
年法律第69号）の円滑な施行に向けて、関係省
庁とも連携しつつ、有識者会議での議論を踏まえ
て、令和８（2026）年１月にガイドラインを策定
した。令和８（2026）年12月の施行に向け、引
き続き準備を進めている。【警察庁、こども家庭庁、
法務省、文部科学省、経済産業省、関係府省】

⑪ こどもの性被害防止対策については、関係府省

庁が連携して総合的な対策を推進している。【こ
ども家庭庁、法務省、文部科学省、経済産業省、
関係府省】

⑫ 「子供の性被害防止プラン2022」に基づき、政
府全体で児童買春・児童ポルノ等の対策を推進し
ている。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、
法務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】

⑬ アダルトビデオ出演被害を含め、若年層を対象
とした性暴力被害に関し、実態把握や取締り等の
強化、教育・啓発の強化、相談体制の充実、保護・
自立支援の取組強化等の施策を総合的に推進して
いる。【内閣府、関係省庁】

⑭ 毎年４月の「若年層の性暴力被害予防月間」に、
ＳＮＳ等の若年層に届きやすい広報媒体を活用
した効果的な啓発活動を展開している。【内閣府、
関係省庁】

⑮ こどもたちを性暴力の加害者、被害者及び傍観
者のいずれにもさせないための「生命（いのち）
の安全教育」を推進し、全国展開を図った。また、
既に「生命（いのち）の安全教育」に取り組む学
校現場の声や、昨今の社会情勢の変化等を踏まえ
つつ、教材及び指導の手引の拡充・改定を実施し、
令和８（2026）年３月末に公開した。【文部科学省】

⑯ こどもに対する性的な暴力根絶に向けて教育・
学習、積極的な広報啓発を実施している。特に、
コミュニティサイトやＳＮＳ等を通じた性犯罪・
性暴力の当事者にならないための教育・学習、啓
発活動、こども及び保護者のメディア・リテラシー
の向上等の充実を図っている。

総務省は、関係省庁と連携の下、性や暴力に関
するインターネット上の有害な情報から青少年を
保護し、青少年が安全に安心してインターネット
を利用できるようにするため、フィルタリングの
普及促進やインターネットの適切な利用等に関す
る啓発活動等を行っている。具体的には、児童・
生徒、保護者・教職員等に対する学校等の現場
での啓発講座を、情報通信分野等の企業・団体
や文部科学省と協力して全国で開催した（令和７

（2025）年度は全国2,224か所で開催）。また、イ
ンターネットに係る実際に起きた最新のトラブル
事例を踏まえ、その予防法等をまとめた「インター
ネットトラブル事例集」を平成21（2009）年度
から毎年内容を更新して作成・公表し、普及を図っ
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ている。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、
文部科学省、経済産業省】

⑰ 「青少年が安全に安心してインターネットを利
用できるようにするための施策に関する基本的な
計画（第６次）」（令和６年９月９日こども政策推
進会議決定。以下「第６次青少年インターネット
環境整備基本計画」という。）に基づく各種取組
を推進している。【警察庁、消費者庁、こども家
庭庁、総務省、法務省、文部科学省、経済産業省】

⑱ ７月の「青少年の被害・非行防止全国強調月間」
において、関係省庁、地方公共団体、関係団体等
の協力を得て、青少年の被害・非行防止のための
国民運動を展開した。【こども家庭庁、関係府省】

⑲ こども家庭庁では、「第６次青少年インターネッ
ト環境整備基本計画」に基づき、青少年がインター
ネットの利用に起因する犯罪やトラブルに巻き込
まれることを防止し、スマートフォンやＳＮＳ等
を安全・安心に利用できるよう、関係省庁、地方
公共団体、関係団体等と連携、協力して、青少年
が初めて自分のスマートフォン等を手にする時期
でもある卒業・進学・進級の時期に特に重点を置
いた啓発活動「春のあんしんネット・新学期一斉
行動」を実施した。また、地域が自立的・継続的
に青少年のインターネット利用環境づくりを実施
できるようにするための連携体制を構築すること
を目的とした「青少年のインターネット利用環境
づくりフォーラム」を鳥取県及び高知県において
開催した。【こども家庭庁、関係府省】

⑳ 法務省の人権擁護機関では、こども・若者が利
用しやすい媒体を活用した人権相談として、「法
務局ＬＩＮＥじんけん相談」及びウェブブラウザ
を介した人権相談であり、１人１台端末からも相
談可能な、「こどもの人権ＳＯＳチャット」の運用
を行っている。【法務省】

第４節 配偶者等からの暴力の防止
及び被害者の保護等の推進

① 令和６（2024）年４月から施行された配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法
律の一部を改正する法律（令和５年法律第30号。
以下「配偶者暴力防止法改正法」という。）の円
滑な運用を図るため、配偶者暴力防止法改正法の

概要やＱ＆Ａ、保護命令制度の改正ポイントに関
するパンフレットの周知、配偶者暴力相談支援セ
ンター等の地方公共団体関係職員等に対する説明
等の取組を行った。【内閣府、警察庁、法務省】

② 配偶者暴力相談支援センターのセンター長、地
方公共団体の担当職員及び配偶者暴力相談支援セ
ンター、児童相談所、民間シェルター等において
相談支援業務に携わる官民の相談員等の関係者を
対象として、相談対応の質の向上及び被害者やそ
の子に対する支援における官官・官民連携強化の
ために必要な知識の習得機会を提供するため、オ
ンライン研修教材を作成し提供している。【内閣
府】

③ ＤＶと児童虐待が密接に関連するものであるこ
とを踏まえ、ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強
化に向けた取組を推進している。【内閣府、警察庁、
こども家庭庁、法務省、厚生労働省、関係省庁】

④ 都道府県等に対する交付金（性暴力・配偶者暴
力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支援
調査研究事業））により、官民連携の下で民間シェ
ルター等による先進的な取組を推進する都道府県
等への支援を行っている。【内閣府、警察庁、法
務省、厚生労働省、関係省庁】

⑤ 被害者等のための民間シェルター等が行う先
進的な取組の推進や調査研究の実施など、被害
者支援の充実を図るとともに、一時保護解除後の
被害者等に対する民間シェルター等を通じた自立
支援、定着支援等の取組を行っている。【内閣府、
厚生労働省】

⑥ 被害者の保護に当たっては、被害者は、配偶
者からの暴力で心身共に傷ついていることに留意
し、不適切な対応により被害者に更なる被害（二
次被害）が生じることのないよう配慮することを
徹底している。【内閣府、警察庁、法務省、厚生
労働省】

⑦ 被害者等の保護、捜査、裁判等に職務上関係の
ある者は、被害者等の安全の確保及び秘密の保持
に十分な配慮をしている。また、加害者が個人情
報に係る閲覧や証明書の制度を不当に利用し被害
者等の住所を探索することを防止するなど、被害
者情報の保護の徹底を図っている。【内閣府、警
察庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、
国土交通省】
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⑧ ＤＶ相談プラスにおいて、配偶者等からの暴力
の被害者の多様なニーズに対応できるよう、毎日
24時間の電話相談、チャット相談及び外国語での
相談の対応を行うとともに、各地域の民間支援団
体とも連携し、相談員が必要と判断した場合には、
関係機関等への同行支援なども行っている。【内
閣府、厚生労働省】

⑨ 二次被害を防止し、適切な被害者支援を行うた
め、現場のニーズに即した研修の実施や相談員の
適切な処遇など、支援に従事する関係者の質の向
上・維持に向けた継続的取組を促進している。【内
閣府、厚生労働省】

⑩ 被害者の安全確保及び加害者への厳正な対処を
徹底するとともに、被害者の支援と被害の防止に
関する広報啓発を推進している。

内閣府では、ホームページ、ＳＮＳ等を通じて、
配偶者からの暴力の被害者支援に役立つ情報の提
供を行っている。【内閣府、警察庁、法務省、厚
生労働省】

⑪ 令和６（2024）年４月から施行された配偶者暴
力防止法改正法の円滑な運用を図るため、配偶者
暴力防止法改正法の概要やＱ＆Ａ、保護命令制度
の改正ポイントに関するパンフレットの周知、配
偶者暴力相談支援センター等の地方公共団体関係
職員等に対する説明等の取組を行った。（再掲）

法務省では、配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31
号）違反等により有罪判決を受けた加害者に関す
る調査を実施している。【内閣府、警察庁、法務省、
厚生労働省】

⑫ 女性相談支援センターにおいて、被害者の安全
の確保や心身の健康回復を十分に行うとともに、
民間シェルター等の積極的活用等による適切かつ
効果的な一時保護を実施している。また、女性相
談支援センター一時保護所や女性自立支援施設に
おいて、被害者に対する心理的ケアや自立に向け
た支援、同伴児童への学習支援を推進している。

【厚生労働省】
⑬ 被害者は身体的に傷害を受けたり、ＰＴＳＤ（心

的外傷後ストレス障害）等の疾患を抱えたりする
ことが多いことから、事案に応じて、医師、相談・
保護に関わる職員が連携して、医学的又は心理的
な援助を行っている。また、職務関係者に対する

研修の充実等により、被害者に対する適切な支援
を行うための人材育成を促進している。【内閣府、
厚生労働省、関係省庁】

⑭ 被害者は複合的な困難を抱えたり、生活困窮
に陥ったりすることがあるため、配偶者暴力相談
支援センター等において、関係機関や民間シェル
ター等とも連携しつつ、被害者への中長期的な支
援として、就業の促進、住宅の確保、医療保険・
国民年金の手続、同居するこどもの就学、住民基
本台帳の閲覧等の制限等に関する制度の利用等の
情報提供及び助言を行っている。また、事案に応
じて当該関係機関や民間シェルター等と連携して
対応に当たるなど、被害者の自立を支援するため
の施策等について一層促進している。その際、先
進的な取組について共有を図っている。【内閣府、
厚生労働省、関係省庁】

⑮ 被害者の住居の安定の確保のため、地域の実情
を踏まえた事業主体の判断による公営住宅への優
先入居や目的外使用の実施を促進している。【国
土交通省】

⑯ 配偶者からの暴力の被害者を含め、生活困窮者
に対して、生活困窮者自立支援制度の相談窓口（自
立相談支援機関）において、住まい、家計、就労
などの面から包括的な自立支援を行っている。【内
閣府、厚生労働省】

⑰ 被害者支援の一環として、加害者に働きかける
ことで加害者に自らの暴力の責任を自覚させる加
害者プログラムについて、都道府県等に対する交
付金（性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金

（配偶者暴力被害者等支援調査研究事業））により、
令和５（2023）年５月に整理された「配偶者暴力
加害者プログラム実施のための留意事項」等を活
用した加害者プログラムの実施等に要する経費へ
の補助を行うとともに、交付金を活用した取組事
例の情報提供等を行い、各地域における加害者プ
ログラムの実施を推進している。【内閣府、関係
省庁】

⑱ 配偶者等からの暴力がそのこどもにも悪影響を
及ぼすことに鑑み、こどもに対する精神的ケア、
学習支援等の支援を充実させるとともに、配偶者
暴力相談支援センター等の配偶者からの暴力への
対応機関と児童相談所等の児童虐待への対応機関
との連携協力を推進している。【内閣府、こども
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家庭庁、関係省庁】
⑲ 交際相手からの暴力の実態の把握に努め、各種

窓口において相談が受けられる体制の拡充・周知
徹底を行うとともに、被害者の適切な保護に努め
ている。

内閣府では、配偶者暴力相談支援センターに
おける相談件数等について調査を実施し、交際相
手からの暴力に関する相談状況の把握を行ってい
る。【内閣府、警察庁、文部科学省、厚生労働省、
関係省庁】

⑳ 非同棲交際相手からの暴力（いわゆるデート
ＤＶ）について、教育・学習、若年層に対する予
防啓発の充実を図っている。【内閣府、文部科学省】

第５節 ストーカー事案への対策の
推進

① ストーカー行為は事態が急展開して重大事案
に発展するおそれが大きいものであることを考慮
し、被害者の安全確保及び加害者への厳正な対処
を徹底するとともに、効果的な被害者支援及び被
害の防止に関する広報啓発を推進している。【内
閣府、警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、
関係省庁】

② 内閣府では、相談支援業務に携わる官民の相談
員等の関係者を対象としてオンライン研修教材の
提供等を実施している。【内閣府、警察庁、法務省、
文部科学省、厚生労働省】

③ 緊急時における被害者の適切かつ効果的な一時
保護、避難のための民間施設における滞在支援等、
被害者等の安全確保のための取組を促進するとと
もに、自立支援を含む中長期的な支援を推進して
いる。【内閣府、警察庁、総務省、法務省、厚生
労働省、国土交通省】

④ 被害者等の保護、捜査、裁判等に職務上関係の
ある者は、被害者等の安全の確保及び秘密の保持
に十分な配慮をしている。また、加害者が個人情
報に係る閲覧や証明書の制度を不当に利用し被害
者等の住所を探索することを防止するなど、被害
者情報の保護の徹底を図っている。（再掲）【内閣
府、警察庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生
労働省、国土交通省】

⑤ ストーカーの被害者にも加害者にもならないた

め、とりわけ若年層に対する予防啓発・教育を推
進するとともに、インターネットの適切な利用や
インターネットの危険性に関する教育・啓発を推
進している。また、こうした教育指導を適切に実
施するため、研修等により教育関係者等の理解を
促進した。

総務省は、関係省庁と連携の下、青少年が安全
に安心してインターネットを利用できるようにす
るため、インターネットの適切な利用等に関する
啓発活動等を行っている。具体的には、児童・生徒、
保護者・教職員等に対する学校等の現場での啓発
講座を、情報通信分野等の企業・団体や文部科学
省と協力して全国で開催した（令和７（2025）年
度は全国2,224か所で開催）。また、インターネッ
トに係る実際に起きた最新のトラブル事例を踏ま
え、その予防法等をまとめた「インターネットト
ラブル事例集」を平成21（2009）年度から毎年
内容を更新して作成・公表し、普及を図っている。

【内閣府、総務省、文部科学省、関係省庁】
⑥ ストーカー事案に係る相談・支援窓口や事案対

処の方法について、広報啓発を推進している。【内
閣府、警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、
関係省庁】

⑦ 加害者に対する迅速・的確な対応を徹底する
とともに、関係機関が適切に連携を図りながら、
様々な段階での加害者に対する更生のための働き
かけ、受刑者等に対するストーカー行為につなが
る問題性を考慮したプログラムの実施・充実、ス
トーカー行為者に対する精神医学的・心理学的ア
プローチ等、加害者更生に係る取組を推進してい
る。

法務省では、配偶者・交際相手等の親密な関係
におけるストーカー事案の加害者に関する調査を
実施している。【内閣府、警察庁、法務省、関係省庁】

⑧ 被害者の心身の健康を回復させるための方法等
に関する調査研究を実施している。【内閣府、警
察庁、厚生労働省、関係省庁】

第６節 セクシュアルハラスメント
防止対策の推進

① 職場におけるセクシュアルハラスメントは個人
としての尊厳や人格を不当に傷つける、決して
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あってはならない行為である。男女雇用機会均等
法及びこれに基づく指針について、事業主が講ず
べき措置の内容だけでなく、就職活動中の学生等
への対応も含めた望ましい取組の内容を含めて周
知を行うとともに、非正規雇用労働者も含め外部
相談窓口の活用も含めた有効な相談体制の整備等
により、雇用の場における防止対策を推進してい
る。また、求職者等に対するセクシュアルハラス
メント対策を事業主の雇用管理上必要な措置とし
て義務付けること等を含む労働施策の総合的な推
進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実
等に関する法律等の一部を改正する法律が令和７

（2025）年６月に成立したところであり、その改
正内容の円滑な施行に向けた周知・広報等に取り
組んでいる。また、労働者が、セクシュアルハラ
スメントが原因で精神障害を発病した場合は、労
災補償の対象になる場合があることの周知徹底を
図っている。【厚生労働省】

② 人事院では、一般職国家公務員について、人事
院規則10-10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）
等に基づき、ハラスメントの防止等の対策を講じて
いる。幹部・管理職員を対象としたハラスメント防
止研修やハラスメント相談員を対象としたセミナーの
実施のほか、「国家公務員ハラスメント防止週間」（毎
年12月４日から同月10日まで）を定め、職員の意
識啓発等を図る講演会を開催した。

内閣官房内閣人事局においては、各府省等が実
施する研修の受講者以外を対象とした、セクシュ
アルハラスメントに関する内容を含んだハラスメ
ント防止に関するｅラーニング講習を実施した。

【内閣官房、全府省庁、（人事院）】
③ 国公私立学校等に対して、セクシュアルハラス

メントの防止のための取組が進められるよう、各
大学における研修等で活用できるハラスメント防
止の啓発のためのコンテンツを作成し必要な情報
提供等を行うなど、セクシュアルハラスメントの
防止等の周知徹底を行った。【文部科学省】

④ セクシュアルハラスメント被害の未然防止のた
めの児童生徒、教職員等に対する啓発を実施した。

【文部科学省】
⑤ 研究・医療・社会福祉施設やスポーツ分野等に

おけるセクシュアルハラスメントの実態を把握す
るとともに、予防のための取組や被害者の精神的

ケアのための体制整備を促進している。また、セ
クシュアルハラスメントの行為者に対し厳正に対
処するとともに、行為に至った要因を踏まえた対
応を行うなど再発防止対策の在り方を検討した。

【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省、関係
府省】

⑥ 性的指向・ジェンダーアイデンティティに関す
るハラスメント防止に取り組むとともに、性的マ
イノリティに関する企業の取組事例の周知等を通
じて、企業や労働者の性的指向・ジェンダーアイ
デンティティについての理解を促進している。（再
掲）【厚生労働省】

第７節 人身取引対策の推進

① 出入国在留管理庁の各種手続等において認知し
た人身取引（性的サービスや労働の強要等）被害
者等に関する情報や警察における風俗営業等に対
する立入調査や取締り等あらゆる警察活動を通じ
て、人身取引被害の発生状況の把握・分析に努め
るとともに、こうした関係行政機関の取組や、各
国の在京大使館、ＮＧＯ関係者、弁護士等からの
情報提供を通じて得られた情報を、関係行政機関
において共有し、外国人女性及び外国人労働者の
稼働状況や人身取引被害の発生状況、国内外のブ
ローカー組織の現状等の把握・分析に努めている。

【内閣官房、警察庁、法務省、関係府省】
② 内閣府において多言語で作成した人身取引（性

的サービスの強要等）の被害申告等を呼びかける
ポスター・リーフレット等を作成・配布したり、
上陸審査場、外国人向け食材販売店、外国人被害
者の主な送出し国の駐日大使館、在外日本大使館
等の人身取引被害者の目につきやすい場所に掲示
等することにより、被害を受けていることを自覚
していない、又は被害を訴えることができずにい
る潜在的な被害者に対し、多言語に応じた被害の
申告先や相談窓口の周知を図っている。【内閣府、
警察庁、こども家庭庁、法務省、外務省、厚生労
働省】

③ 人身取引対策関連法令執行タスクフォースによ
る関係行政機関の連携強化、同タスクフォースに
おいて作成した「人身取引取締りマニュアル」の
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活用等を通じて、関係機関の職員が認識を共有し、
緊密な連携の下、人身取引事犯並びに売春事犯
及び風俗関係事犯等の人身取引関連事犯の取締り
及び厳正な対処の徹底を図っている。【内閣官房、
警察庁、法務省、厚生労働省、国土交通省】

④ 外国人人身取引被害者となり得る者の我が国へ
の入国を未然に防止する観点から、在外公館等に
おける査証審査を厳格に行っている。加えて、我
が国で認知された外国人人身取引被害者に対し
て、国際移住機関（ＩОМ）への拠出を通じ、帰
国支援及び帰国後の社会復帰支援を行っている。
さらに、ＩОМが事務局を務める「バリ・プロセス」

（密入国・人身取引及び国境を越える犯罪に関す
る地域閣僚会議フォローアップ・プロセス）のウェ
ブサイト運営を継続的に支援し、幅広く人身取引
防止に関する啓発に貢献している。【外務省】

⑤ 毎年11月に実施している「女性に対する暴力
をなくす運動」において、人身取引を含む女性に
対する暴力の根絶を図るため、地方公共団体を始
め広く関係団体と連携して広報啓発を実施した。
また、関係行政機関が協調して、人身取引に対す
る政府の取組等について、ポスター・パンフレッ
トの作成、ホームページへの掲載等を通じて、国
民に対して情報提供を行い、広く問題意識の共有
を図るとともに協力の確保に努めている。【内閣府、
関係省庁】

第８節 インターネット上の女性に
対する暴力等への対応

① インターネット上の性的な暴力やハラスメント
の被害者にも加害者にもならないようにするとい
う観点から、関係機関・団体等と連携して、安
全・安心な利用のための広報啓発を行うとともに、
ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上
のための取組を推進している。

総務省は、関係省庁と連携の下、青少年が安全
に安心してインターネットを利用できるようにす
るため、インターネットの適切な利用等に関する
啓発活動等を行っている。具体的には、児童・生徒、
保護者・教職員等に対する学校等の現場での啓発
講座を、情報通信分野等の企業・団体や文部科学
省と協力して全国で開催した（令和７（2025）年

度は全国2,224か所で開催）。また、インターネッ
トに係る実際に起きた最新のトラブル事例を踏ま
え、その予防法等をまとめた「インターネットト
ラブル事例集」を平成21（2009）年度から毎年
内容を更新して作成・公表し、普及を図っている。

【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、法務省、
文部科学省、経済産業省】

② リベンジポルノやいわゆるディープフェイクポ
ルノ等に関し、事案に応じて各種法令を適用する
ことにより、違法行為に対して厳正に対処してい
る。また、プロバイダ等の事業者と連携し、公表
された私事性的画像記録の流通・閲覧防止を図る
ほか、とりわけ、若年層に対する教育・学習の充
実を図っている。

総務省は、関係省庁と連携の下、青少年が安全
に安心してインターネットを利用できるようにす
るため、インターネットの適切な利用等に関する
啓発活動等を行っている。具体的には、児童・生徒、
保護者・教職員等に対する学校等の現場での啓発
講座を、情報通信分野等の企業・団体や文部科学
省と協力して全国で開催した（令和７（2025）年
度は全国2,224か所で開催）。また、インターネッ
トに係る実際に起きた最新のトラブル事例を踏ま
え、その予防法等をまとめた「インターネットト
ラブル事例集」を平成21（2009）年度から毎年
内容を更新して作成・公表し、普及を図っている。

【警察庁、総務省、法務省、文部科学省】
③ インターネット上の児童ポルノ画像や人を著し

く羞恥させ、又は不安を覚えさせるような方法で、
衣服等で覆われている内側の人の身体又は下着を
盗撮した画像等の流通防止対策を推進している。
また、削除されなかった児童ポルノ画像について
インターネット・サービス・プロバイダによるブ
ロッキング等の自主的な取組を引き続き支援し、
児童ポルノ画像の閲覧防止対策を推進している。

【警察庁、総務省、経済産業省】

第９節 売買春への対策の推進

① 売買春に関する女性に対しては、様々な支援を
必要とすることがあるという観点から、関係機関
における連携を促進し、総合的な支援の充実を図
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第１節 貧困等生活上の困難に直面
する女性等への支援

ア 就業・生活の安定を通じた自立に
向けた取組

① 男女の均等な機会及び待遇の確保の徹底、男女
間賃金格差の解消、女性の就業継続や再就職の支
援、各種ハラスメントの防止、ワーク・ライフ・
バランスの推進等に向けた取組を行っている。【内
閣府、厚生労働省】

② 男性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇
用労働者の割合が高いことが、女性が貧困に陥り
やすい背景の一つとなっていることから、公正な
待遇が図られた多様な働き方の普及、同一企業・
団体内における正規雇用労働者と非正規雇用労働
者との間の不合理な待遇差の解消等を推進してい
る。【厚生労働省】

③ 被用者にふさわしい保障の実現の観点から、短
時間労働者への被用者保険の適用要件である賃金
要件の撤廃及び企業規模要件の段階的な撤廃など
を盛り込んだ、令和７年年金制度改正法が第217
回国会（令和７（2025）年）において成立した。（再
掲）【厚生労働省】

④ 都道府県等に対する交付金（性暴力・配偶者暴
力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害者等支援
調査研究事業））により、官民連携の下で民間シェ
ルター等による先進的な取組を推進する都道府県
等への支援を行っている。（再掲）【内閣府、法務省、
厚生労働省、国土交通省、関係省庁】

⑤ 生活困窮者の抱える課題は、経済的困窮を始め
として、就労、病気、住まいの不安定、家庭の課題、
家計管理の課題、債務問題など多岐にわたり、か
つこうした課題を複数抱えている場合もある。こ
うした生活困窮者のそれぞれの状況に応じて包括
的な支援を行い、その自立を促進するため、生活
困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に
基づく相談支援、就労支援、居住支援、家計改善
支援等を行っている。【厚生労働省】

イ ひとり親家庭等の親子が安心して
生活できる環境づくり

① ひとり親家庭の実情に応じ、マザーズハロー
ワーク、ひとり親家庭等支援窓口等において、ひ
とり親を含む子育て女性等に対するきめ細かな就
職支援を実施するとともに、就職又は転職の準備
段階から就職先の決定及び就職後のフォローアッ
プまでの一体的な支援等を実施している。また、
ひとり親家庭の親等の就労支援に資する職業訓練
や各種雇用関係助成金の活用を推進している。さ
らに、就職に有利になる資格の取得や主体的な能
力開発の取組を促進し、生活の安定を図るため、
ひとり親家庭の親に対する給付金等により、ひと
り親家庭の生活の安定に資する就業に向けた資格
取得を促進している。加えて、企業に対して、ひ
とり親の優先的な雇用について協力を要請し、助
成金を通じて企業の取組を支援するとともに、マ
ザーズハローワーク等において、協力企業に関す
る情報を提供している。【こども家庭庁、厚生労
働省】

るとともに、売買春の被害に遭うおそれのある困
難な問題を抱える女性を早期に発見し、福祉等
の支援につなぐことができるアウトリーチ機能を
持った民間団体と協力し、福祉による生活支援や
宿所の提供、自立支援などを推進している。【警
察庁、厚生労働省】

② 関係法令を厳正かつ適切に運用し、売春の相手
方に対する対策や周旋行為の取締りを一層強化し
ている。【警察庁、法務省】

③ 売買春の防止に向けた広報啓発及び教育・学習
の充実を図っている。【内閣府、法務省、文部科
学省、厚生労働省】

男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難
に対する支援と多様性を尊重する環境の整備第� 章６
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② ひとり親家庭等が安心して子育てをしながら生
活できる環境を整備するため、以下の取組を含め
た総合的な支援を展開している。【内閣府、こど
も家庭庁、厚生労働省、国土交通省】
・ ひとり親世帯や住宅困窮度の高い子育て世帯

の公営住宅に係る優先入居、新たな住宅セーフ
ティネット制度による子育て世帯等の住宅確保
要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促
進、居住支援、住宅の改修や入居者負担の軽減
等への支援を通じ、居住の安定を支援している。

・ ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課
後児童クラブ等の終了後に生活習慣の習得・学
習支援、軽食の提供等を行うことが可能な居場
所づくりを推進している。

・ 児童扶養手当の支給、母子父子寡婦福祉資金
貸付金の貸付けにより経済的な支援を実施する
とともに、引き続き支給要件の周知等を図って
いる。

・ デジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変
化の中で、女性が経済的に自立できるよう、女
性デジタル人材の育成など、地方公共団体の経
済担当部局や商工会議所等との連携・協働によ
る真に効果の高い地域の実情に応じて地方公共
団体が行う取組を、地域女性活躍推進交付金に
より支援している。

③ ひとり親家庭を対象とした様々な支援情報を提
供している。また、ひとり親家庭の相談窓口にお
いて、ひとり親家庭が直面する様々な課題や個別
のニーズに対応するため、適切な支援メニューを
ワンストップで提供する体制を整備している。【こ
ども家庭庁】

④ 養育費の取決め等を促進するため、動画やパン
フレット等による効果的な周知・啓発を行ってい
る。養育費・親子交流相談支援センターや地方自
治体における養育費の相談支援について、身近な
地域での伴走型の支援、専門的な相談を更に充
実・強化するとともに、離婚前後家庭支援事業に
おいて、弁護士等による支援を含めた離婚前から
の支援の充実や、関係部署の連携強化を含めた
地方自治体の先駆的な取組への支援を実施してい
る。また、養育費など子の養育に必要な事項につ
いて取り決める共同養育計画の作成に関する支援
の在り方を検討するため、複数の地方自治体と協

力し、共同養育計画の作成促進に関する調査研
究を行った。第三者から債務者の財産に関する情
報を取得する手続を新設するなどした民事執行法

（昭和54年法律第４号）の改正法による全ての手
続が、令和３（2021）年５月から利用可能となっ
たため、引き続き関係機関等への周知をしている。
また、日本司法支援センター（法テラス）では、
資力の乏しい者に対して無料法律相談や弁護士費
用等の立替えを行う民事法律扶助制度について、
ひとり親が養育費を請求するために利用した場合
を含む償還免除申請に関する書式や案内文を改定
し、ホームページに掲載するなどして周知に努め
ている。安全・安心な親子交流のための具体策を
検討した。こどもの利益を図る観点から、養育費
制度も含めて父母が離婚した後の子の養育の在り
方を見直すことを内容とする民法等の一部を改正
する法律（令和６年法律第33号）が第213回国
会（令和６（2024）年）において成立し、令和８

（2026）年４月１日に施行される。同法の円滑な
施行に向けて、関係府省庁等連絡会議を通じ、関
係府省庁等とも連携して、Ｑ＆Ａ形式の解説資料
を作成・公表したほか、周知・広報用のパンフレッ
トやポスター等の配布、ウェブサイトへの掲示、
解説動画の公開等を行い、施行の準備を進めてい
る。【こども家庭庁、法務省】

⑤ 家庭の経済状況等によってこどもの進学機会や
学力・意欲の差が生じないように、以下の取組を
推進している。【こども家庭庁、文部科学省、厚
生労働省】
・ 生活困窮者自立支援制度の子どもの学習・生

活支援事業において、生活保護世帯を含む生
活困窮世帯のこどもとその保護者を対象に、学
習支援や生活習慣・育成環境の改善に関する助
言、進学や就労といった進路選択に関する情報
提供・助言、関係機関との連絡調整など、世帯
全体へのきめ細やかで包括的な支援

・ 学校におけるスクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー等の配置の充実を図ると
ともに、地域全体でこどもの成長を支える地域
学校協働活動を推進

・ 高校中退を防止するため高等学校における指
導・相談体制の充実を図るとともに、高校中退
者等を対象とした学習相談及び学習支援を実施
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する地方公共団体等の取組の支援等
・ 教育費に係る経済的負担の軽減

� 文部科学省では、家庭の経済事情にかかわら
ず、こどもたちの誰もが、希望する質の高い教
育を受けることができるよう、教育費の負担軽
減に向けた取組を行っている。
� 例えば、初等中等教育段階における取組とし
ては、３歳から５歳までの全てのこどもを対象
に、幼稚園、保育所、認定こども園等の利用料
を無償化しているほか、経済的理由による就学
が困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対
して、各市町村において行われる学用品費の支
給等の就学援助事業のうち一部に対する補助を
行い、予算単価の増額など制度の充実を図って
いる。
� 後期中等教育段階における取組として、年収
約910万円未満世帯を対象に授業料を支援する
高等学校等就学支援金を支給しており、令和７

（2025）年度においては、令和５（2023）年
度に制度改正によって新たに創設した家計急変
世帯への支援を引き続き着実に実施したほか、
年収910万円以上世帯を対象として年額11万
8,800円（支給上限額）を支給する高校生等臨
時支援金を創設し、収入要件を事実上撤廃した。
� また、低所得世帯（生活保護受給世帯・住民
税非課税世帯）を対象に授業料以外の教育費を
支援する高校生等奨学給付金については、給付
額の増額を行った。
� さらに、高等教育段階における取組として、
低所得世帯等に対して、授業料等の減免措置と
給付型奨学金の支給を併せて行う高等教育の修
学支援新制度を実施しており、令和６（2024）
年度においては、中間所得世帯（世帯年収600
万円程度）のうち、こどもを３人以上扶養する
多子世帯や私立理工農系の学部等に通う学生へ
対象を拡大し、令和７（2025）年度からは多
子世帯の学生に対し所得制限なく、国が定める
一定額まで、大学等の授業料等の減免を行って
いる。

・ 進学に向けたチャレンジを後押しするため、
ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課後
児童クラブ等の終了後に生活習慣の習得支援、
大学等受験料の支援を含む学習支援等

⑥ 生まれ育った環境によって、こどもの将来が左
右されることのない社会の実現に向けて、社会全
体でこどもの貧困対策を進めていく「こどもの未
来応援国民運動」を展開している。【こども家庭庁】

ウ こども・若者の自立に向けた力を
高める取組

① 社会人・職業人として自立できる人材を育成す
るため、キャリア教育・職業教育の体系的な充実
を図った。進路や就職に関する指導も含め、男女
ともに経済的に自立していくことの重要性につい
て伝えるとともに、自らの学びのプロセスを記述
し振り返ることができる教材「キャリア・パスポー
ト」の効果的な活用等を通じて、長期的な視点に
立って人生を展望し、働くことを位置付け、準備
できるような教育を推進した。また、大学等にお
けるキャリア形成支援活動の理解増進や好事例の
普及を目的としたイベントを実施した。【文部科学
省】

② 若者が充実した職業人生を歩んでいけるよう、
就業等の実態を男女別等きめ細かく把握し、新規
学校卒業者への支援、中途退学者や未就職卒業者
への対応、正社員就職を希望する、安定した就労
の経験が少ない若者への支援等を行っている。【文
部科学省、厚生労働省】

③ ニート、ひきこもり等、困難を有するこども・
若者が、社会生活を円滑に営むことができるよう、
子ども・若者総合相談センター、地域若者サポー
トステーション、ひきこもり地域支援センター等
において、多様な主体間の連携により、複数の支
援を組み合わせるなど、地域の実情に合った切れ
目のない支援を行っている。

文部科学省では、高校中退者等を対象に高校や
地域若者サポートステーション、ハローワーク等
の地域資源を活用しながら学習相談及び学習支援
を実施する地方公共団体の取組を全国８自治体で
支援した。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労
働省、関係府省】

④ ヤングケアラーへの支援を強化するため、令和
６（2024）年６月に改正された子ども・若者育成
支援推進法（平成21年法律第71号）に基づき、
地方公共団体が行う実態調査や関係機関・団体
等職員への研修、コーディネーターの配置やピア
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サポート等の取組について、必要な経費の支援を
行っている。また、令和４（2022）年度から令和
６（2024）年度までの３年間を「集中取組期間」
として実施したヤングケアラーの認知度向上のた
めの広報・啓発活動を踏まえ、ヤングケアラーに
対する正しい理解の浸透やこども・若者自身に気
付きを与えるような広報・啓発活動に取り組んで
いる。【こども家庭庁】

第２節
高齢者、障害者、外国人等
が安心して暮らせる環境の
整備

ア 高齢者が安心して暮らせる環境の
整備

① 高齢期の女性の貧困について、年金生活者支援
給付金制度などを活用し、低年金・無年金者問題
に対応している。また、高齢期に達する以前の女
性が老後の生活の備えを十分にできるよう、男女
共同参画の視点から施策の検討を行い、あらゆる
分野で着実に推進している。【内閣府、厚生労働省、
関係省庁】

② 年齢に関わりなく働ける社会の実現に向けて、
65歳までの高年齢者雇用確保措置・70歳までの
高年齢者就業確保措置の着実・円滑な実施のため、
継続雇用延長・定年引上げ等に係る助成金の支
給等による事業主への支援等を実施するほか、ハ
ローワークの生涯現役支援窓口における再就職支
援、シルバー人材センターにおける就業機会の確
保や、地域ニーズを踏まえた働く場の創出による
持続可能なモデルづくり及び他の地域への展開等
を通じた多様な雇用・就業機会の確保を図り、高
齢男女の就業を促進するとともに、能力開発のた
めの支援を行っている。【厚生労働省】

③ 「健康寿命延伸プラン」（令和元年５月29日
2040年を展望した社会保障・働き方改革本部取
りまとめ）に基づき、次世代を含めた全ての人の
健やかな生活習慣形成、疾病予防・重症化予防、
介護予防・フレイル対策、認知症予防等を中心に
取組を推進し、男女ともに健康寿命の延伸の実現
に取り組んでいる。【厚生労働省、経済産業省】

④ 医療・介護保険制度については、効率化・重

点化に取り組みながら質の高いサービスの充実を
図っている。【厚生労働省、関係府省】

⑤ 認知症や一人暮らしの高齢者が、社会から孤立
することなく、住み慣れた地域の中で、自分らし
く暮らし続けられるよう、「認知症施策推進大綱」

（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議
取りまとめ）に基づく取組を進めることに加え、
共生社会の実現を推進するための認知症基本法

（令和５年法律第65号）及び「認知症施策推進基
本計画」（令和６年12月３日閣議決定）に基づき、
認知症施策を総合的かつ計画的に推進することに
より、住民等を中心とした地域の支え合いの仕組
みづくりを促進している。【厚生労働省、関係府省】

⑥ 高齢者が他の世代とともに社会の重要な一員と
して生きがいを持って活躍できるよう、高齢者の
多様な学習機会の提供及び社会参加の取組を促進
している。【文部科学省、厚生労働省、関係府省】

⑦ 安定した住生活の確保、建築物、道路、公園、
公共交通機関等のバリアフリー化や無電柱化等、
高齢者を取り巻く環境の整備等を推進している。

【内閣府、警察庁、国土交通省、関係省庁】
⑧ 企業等による、高齢者のニーズや、事故防止や

安全対策等の社会課題に合致した機器やサービ
ス、その効果的な活用方法の開発等を支援してい
る。

総務省は、高齢者等が情報通信の利便を享受で
きる情報バリアフリー環境の整備を図るため、高
齢者等向けの通信・放送サービスに関する技術の
充実に向けた、新たなＩＣＴ機器・サービスの研
究開発を行う者に対する助成を行った。【総務省、
厚生労働省、経済産業省、関係府省】

⑨ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支
援等に関する法律（平成17年法律第124号）等
を踏まえ、高齢者権利擁護等推進事業を利用した
都道府県や市町村に対する支援等を通じ、虐待の
未然防止、悪化防止、再発防止等、迅速かつ適切
な対応が図られるよう取組を推進している。【厚
生労働省、関係府省】

⑩ 消費者安全法（平成21年法律第50号）の「消
費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」
の設置等の規定に基づき、地域における高齢者の
見守り活動の促進を通じて、悪質商法などによる
高齢者の消費者被害の防止を図っている。さらに、
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独立行政法人国民生活センターでは、高齢者の悪
質商法被害や商品等に係る事故に関する注意情
報、相談機関の情報等について、報道機関への情
報提供や、高齢者やその周りの人々にメールマガ
ジンや同センターホームページで伝える「見守り
新鮮情報」の発行等、多様な手段を用いて周知を
図っている。【消費者庁、関係府省】

⑪ 上記のほか、「高齢社会対策大綱」（令和６年９
月13日閣議決定）に基づき必要な取組を推進した。

【内閣府、関係省庁】

イ 障害者が安心して暮らせる環境の
整備

① 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律（平成25年法律第65号）においては、社会的
障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の
提供を行政機関等や事業者に義務付けており、事
業者向けの説明会や地方公共団体職員等を対象と
したブロック研修会の開催等を通じて、その周知
に取り組んだ。その際、障害のある女性は合理的
配慮の提供の申出の機会が均等に得られない可能
性や、不当な差別的取扱いを受けやすい可能性等
がある点についても周知した。また、業種別に策
定されている対応指針に関して、業界団体や事業
者における対応状況について調査を行った。【内
閣府、関係省庁】

② 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支
援等に関する法律（平成23年法律第79号）等を
踏まえ障害者虐待防止の取組を進めている。【厚
生労働省、関係府省】

③ 消費者安全法の「消費者安全確保地域協議会（見
守りネットワーク）」の設置等の規定に基づき、地
域における障害者の見守り活動の促進を通じて、
悪質商法などによる障害者の消費者被害の防止を
図っている。さらに、独立行政法人国民生活セン
ターでは、障害のある人やその周りの人々に悪質
商法の手口等の情報提供を行っている。また、最
新の消費生活情報をコンパクトにまとめた「くら
しの豆知識」の発行に当たっては、カラーユニバー
サルデザイン認証を取得したほか、デイジー版（デ
ジタル録音図書）を作成し、全国の消費生活セン
ター、消費者団体、全国の点字図書館等に配布す
るとともに、国立国会図書館視覚障害者等用デー

タ送信サービスにも登録した。【消費者庁、関係
府省】

④ 障害者が安心して生活できる住宅の確保、建築
物、道路、公園、公共交通機関等のバリアフリー
化や無電柱化を推進するとともに、障害者に配慮
したまちづくりを推進している。【内閣府、警察庁、
国土交通省、関係省庁】

⑤ 障害者が個人としての尊厳にふさわしい生活を
営むことができるよう、障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律（平成17
年法律第123号）に基づき、自立生活援助、就
労定着支援などの障害福祉サービス等の充実を図
り、障害者の地域における生活を総合的に支援し
ている。【厚生労働省】

⑥ 令和６（2024）年からの段階的な法定雇用率
の引上げ等の中で、就労支援を着実に行うため、
ハローワークにおける「企業向けチーム支援」等
の支援を引き続き行うとともに、令和４（2022）
年に改正され、令和６（2024）年４月に施行した
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年
法律第123号）に基づき拡充・新設された障害者
雇用納付金助成金の支給等の取組を実施した。【厚
生労働省】

⑦ 令和６（2024）年12月に閣僚会議において策
定された「障害者に対する偏見や差別のない共生
社会の実現に向けた行動計画」に基づき、子育て
等における障害者が希望する生活の実現に向けた
支援や公務員の障害についての意識改革等につい
て、政府全体で取組を進めている。具体的には、
障害のある人の体験談を含む「障害者が希望する

『結婚・出産・子育て』支援取組事例集」につい
て、様々な研修やイベント等の機会を通じて周知
を行うとともに、新たに地方公共団体や支援者向
け解説動画や障害当事者にも内容が分かりやすい
リーフレットを作成し、障害のある人の子育てが
広がるようにした。また、女性を含む障害当事者
の参画の下、障害当事者の実体験や具体的事例等
を含めた障害者差別に係る教材を作成し、令和７

（2025）年度は全ての幹部職員を対象とする研修
を実施した。【内閣府、関係省庁】

⑧ 上記のほか、「障害者基本計画（第５次）」（令
和５年３月14日閣議決定）に基づき、自立した生
活の支援・意思決定支援、保健・医療、防災・防
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犯等の分野における施策を総合的に推進した。【内
閣府、外務省、関係省庁】

ウ 外国人が安心して暮らせる環境の
整備

① 外国人女性が、言語の違い、文化・価値観の違
い、地域における孤立等の困難に加えて、女性で
あることにより更に複合的に困難な状況に置かれ
ている場合があることに留意し、以下の取組を含
めた多文化共生施策を総合的に推進している。【こ
ども家庭庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生
労働省、国土交通省、関係府省】
・ 日本で生活する外国人への教育、住宅、就労

支援、各種の手続・法令・制度等についての多
言語での情報提供や、よりきめ細かな対応を可
能とする相談体制の整備、学校での日本語指導
を始めとした外国人のこどもへの支援等を進め
ている。

・ 外国人が抱える様々な課題を的確に把握する
ために、専門家の意見等を踏まえつつ、在留外
国人に対する基礎調査を実施するとともに、地
方公共団体や外国人支援団体等幅広い関係者か
ら意見を聴取し、共生施策の企画・立案に当たっ
て活用することにより、日本人と外国人が安心
して安全に暮らせる環境整備を進めている。

・ 外国人居住の実情を踏まえつつ、行政情報や
相談窓口の周知など、外国人が行政情報を適切
に把握できるような環境整備を進めている。ま
た、国の行政機関における相談窓口と地方公共
団体等が運営する相談窓口が協力し、更なる連
携を強化している。

・ 外国人受入環境整備交付金等により、地方公
共団体による多言語での情報提供及び相談を行
う一元的な相談窓口の設置・運営の取組を支援
している。また、地方公共団体の行政窓口に対
する通訳支援について、利用状況を踏まえ、引
き続き、効果的な実施方法等通訳支援の在り方
について検討している。

② 配偶者等からの暴力の被害者である在留外国人
女性への支援について、人身取引及び配偶者から
の暴力に関する専門的知識を持った母国語通訳者
の養成等を含め、適切に支援している。【厚生労
働省】

③ 政府一丸となった人身取引対策の一層の強化の
ため、「人身取引対策行動計画2022」（令和４年
12月20日犯罪対策閣僚会議決定）の改定に向け、
各府省庁において作業を行った。【内閣官房、関
係府省】

④ 法務省の人権擁護機関において、日本語を自由
に話すことが困難な外国人等からの人権相談に対
応するため、全国の法務局に「外国人のための人
権相談所」を設け、約80の言語による相談に応
じるなどしている。

また、「外国語人権相談ダイヤル」及び「外国
語インターネット人権相談受付窓口」を設けてお
り、電話・インターネットでも10言語による人権
相談を受け付けているところ、相談窓口を引き続
き設置し、更にその内容を充実させるよう努めて
いる。【法務省】

エ 女性であることで更に複合的に困
難な状況に置かれている人々への
対応

① 性的指向・性自認（性同一性）に関すること、
障害があること、外国人やルーツが外国であるこ
と、アイヌの人々であること、同和問題（部落差別）
に関すること等に加え、女性であることで更に複
合的に困難な状況に置かれている場合等について
も、人権教育・啓発活動の促進や、人権侵害の疑
いのある事案を認知した場合の調査救済活動の取
組を進めている。

また、法務局の人権相談窓口を相談者が幅広く
安心して利用できるよう、研修等を通じた相談員
の専門性の向上、相談窓口の周知・広報を行うな
ど、人権相談体制の充実を図っている。

さらに、学校における性的指向・性自認（性同
一性）に係る児童生徒等への適切な対応を促すた
め、相談体制の充実や関係機関との連携を含む支
援体制を整備するとともに、性的指向・性自認（性
同一性）についての記載を盛り込んだ生徒指導提
要等の周知を進めている。

そのほか、男女共同参画の視点に立って必要な
取組を進めている。【内閣官房、法務省、文部科
学省、厚生労働省、関係府省】
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第１節 生涯にわたる男女の健康の
包括的な支援

ア 包括的な健康支援のための体制の
構築

① 女性の身体的・精神的な健康及び女性医療に関
する調査・研究を進めるとともに、女性医療に関
する普及啓発、医療体制整備、女性の健康につい
て包括的な健康支援施策を推進している。【こど
も家庭庁、厚生労働省】

② 年代に応じて女性の健康に関する教育及び啓発
を行うとともに、女性の健康の増進に関する情報
の収集及び提供を行う体制を整備するために必要
な措置を講じ、女性が健康に関する各種の相談、
助言又は指導を受けることができる体制を整備し
ている。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】

③ 女性の心身の特性に応じた保健医療サービスを
専門的・総合的に提供する体制の整備（例：女性
の専門外来、総合診療を行う医療体制の整備）、
福祉等との連携（例：心身を害した女性を治療す
る医療施設と配偶者暴力相談支援センターや民間
シェルター、自立支援施設等との連携）等を推進
している。【内閣府、厚生労働省】

④ 女性の心身に多大な影響を及ぼす暴力や貧困等
の社会的要因と、女性の疾患や生活習慣との因果
関係について調査を行うなど、女性の生涯にわた
る健康維持に向けた保健医療の在り方等に関する
調査研究を推進している。その成果の普及啓発に
当たっては、行動科学の専門家の知見も活用し、
必要な層に必要な情報を効果的に届ける方法を検
討している。

あわせて、子宮頸がん検診・乳がん検診の更
なる受診率向上に向け、がん検診の個別の受診勧
奨・再勧奨、子宮頸がん検診・乳がん検診のクー
ポン券の配布、精密検査未受診者への再勧奨を
行っている。また、がんを始めとする疾患につい

ても、引き続き、治療と仕事を両立できる環境の
整備を推進するため、がん患者の就労に関する総
合支援事業を行っている。さらに、事業主の治療
と仕事の両立支援の取組の努力義務化等を内容と
する労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇
用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等
の一部を改正する法律案を第217回国会（令和７

（2025）年）に提出し、令和７（2025）年６月に
その改正内容の円滑な施行に向けた周知・広報等
に取り組んでいる。【こども家庭庁、厚生労働省】

⑤ 予期せぬ妊娠の可能性が生じた女性が、緊急避
妊薬に関する専門の研修を受けた薬剤師の十分な
説明の上で、対面で服用すること等を条件に、処
方箋なしに緊急避妊薬を適切に利用できるように
した。なお、緊急避妊薬を必要とする女性には、
性犯罪・性暴力、配偶者等からの暴力が背景にあ
る場合もある。そのような場合を含め、ワンストッ
プ支援センターや医療機関等の関係機関を紹介す
る等の連携が重要である。また、義務教育段階も
含め、年齢に応じた性に関する教育を推進した。
さらに、性や妊娠に関し、助産師等の相談支援体
制を強化している。【内閣府、こども家庭庁、文
部科学省、厚生労働省】

⑥ 女性の健康の包括的支援に必要な保健、医療、
福祉、教育等に係る人材の確保、養成及び資質の
向上を図るとともに、医学・看護学教育における
女性医療の視点の導入を促進している。【こども
家庭庁、文部科学省、厚生労働省】

⑦ 令和元（2019）年12月に施行された成育過程
にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必
要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策
の総合的な推進に関する法律（平成30年法律第
104号）に基づき、妊娠期から子育て期に至るま
での切れ目のない支援を推進している。【こども家
庭庁】

⑧ 不適切養育などの成育歴や、生きづらさや社会
的孤立などの背景を理由とした、覚醒剤・大麻等

生涯を通じた健康支援第� 章７

              



171

第
７
章

生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援

の乱用者も認められることから、末端乱用者への
再乱用防止対策及び社会復帰支援施策等を推進し
た。【警察庁、法務省、厚生労働省】

⑨ 精神障害の労災認定件数が増加しているなどの
状況を踏まえ、男女問わず、非正規雇用労働者を
含む全労働者に対して、職場のメンタルヘルス対
策等を通じた労働者の健康確保のための対策を講
じている。また、労働者数50人未満の事業場へ
のストレスチェックの義務付け等を内容とする労
働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正す
る法律（令和７年法律第33号）（施行日は公布後
３年以内に政令で定める日）が、令和７（2025）
年５月に公布されたことを踏まえ、小規模事業場
で働く労働者の健康確保についても、引き続き、
支援施策等を推進する等、対策を講じている。【厚
生労働省】

⑩ 月経、妊娠・出産、更年期等ライフイベントに
起因する望まない離職等を防ぐため、フェムテッ
ク企業や医療機関、地方公共団体等が連携し、働
く女性に対しフェムテック等を活用したサポート
サービスを提供する実証事業を支援し、その成果
の横展開を図っている。また、導入を目指す企業
等への働きかけを行うことで、一層のフェムテッ
クの利活用の促進を図っている。【経済産業省】

⑪ 経済的な理由等で生理用品を購入できない女性
がいるという「生理の貧困」は、女性の健康や尊
厳に関わる重要な課題である。このため、地域女
性活躍推進交付金により、地方公共団体が、女性
に寄り添った相談支援の一環として行う生理用品
の提供を支援している。また、各地方公共団体に
おける取組についての調査の公表を通じ、各地方
公共団体における「生理の貧困」に係る取組の横
展開及び生理用品を必要とする女性の必要な情報
に基づくアクセスの向上を促進した。【内閣府】

⑫ 女性の健康総合センターにおいて、女性特有の
疾患について、研究や情報発信、診療体制の充実
を進めている。また、同センターと連携の上、地
方公共団体等における女性の健康相談支援体制の
整備に向けて取組を進めている。【厚生労働省】

⑬ 令和７（2025）年４月から、スマート・ライフ・
プロジェクトのテーマに「女性の健康」を追加し、
更なる健康寿命の延伸を推進している。

同年11月に開催した「第14回 健康寿命をの

ばそう！アワード」において、女性の健康支援を
含め健康づくりについて優れた取組を行っている
団体を表彰し、厚生労働省ホームページに受賞例
として公表した。【厚生労働省】

イ 妊娠・出産に対する支援
① 市町村による妊婦等に対する早期の妊娠届出の

勧奨や妊婦健診等の保健サービスの推進、出産育
児一時金及び産前産後休業期間中の出産手当金、
医療機関等ごとのサービス内容や出産費用の状況
などを公表するウェブサイト「出産なび」の運用、
社会保険料免除などにより、妊娠・出産期の健康
管理の充実及び経済的負担の軽減を図っている。

【こども家庭庁、厚生労働省】
② 不妊治療の保険適用について、引き続き適切に

運用している。また、現時点で保険適用の対象と
なっていない治療についても、先進医療の仕組み
等も活用しながら、必要に応じて保険適用を目指
している。【こども家庭庁、厚生労働省】

③ 不妊治療や不育症治療に関する情報提供や相談
体制を強化するため、性と健康の相談センターの
取組の充実を図っている。【こども家庭庁】

④ 不妊治療について職場での理解を深め、男女が
共に不妊治療と仕事を両立できる職場環境の整備
を進めている。

内閣官房内閣人事局では、新任管理職向け研修
において、「出生サポート休暇」の周知を行ってい
る。

人事院では、令和４（2022）年１月から国家公
務員に導入した不妊治療のための「出生サポート
休暇」について、制度説明会を通じて各府省に対
する周知啓発等を行うなど、引き続き不妊治療と
両立しやすい職場環境の整備を図っている。【内
閣官房、厚生労働省、（人事院）】

⑤ 小児・ＡＹＡ世代（Adolescent and Young 
Adult：思春期・若年成人）のがん患者等が将来
こどもを出産することができる可能性を温存する
ための妊孕性温存療法、温存後生殖補助医療等に
対する経済的支援を含む研究促進事業を行ってい
る。【厚生労働省】

⑥ 性と健康の相談センターなどにおいて、予期せ
ぬ妊娠に関する悩みに対し、専門相談員を配置す
るなどして相談体制を強化し、市町村や医療機関
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への同行支援や、学校や地域の関係機関とも連携
している。特に、出産前後に配慮を要する場合や、
暴力、貧困、孤立、障害等の困難に直面する場合
においては、より手厚い支援を行えるようにして
いる。

また、家庭生活に支障が生じている特定妊婦や
出産後の母子等の支援の強化を図るため、妊産婦
等生活援助事業において、一時的な住まいや食事
の提供、その後の養育等に係る情報提供や、医療
機関等の関係機関との連携を行っている。【こど
も家庭庁、厚生労働省】

⑦ 母性健康管理指導事項連絡カードの活用を促進
し、妊娠中及び出産後の女性労働者に対する適切
な母性健康管理の推進を図っている。また、男女
雇用機会均等法の履行確保により、妊娠・出産等
を理由とする不利益取扱いや、妊娠・出産等に関
するハラスメントを防止するための対策を推進し
ている。【厚生労働省】

⑧ 産後うつの早期発見など出産後の母子に対する
適切な心身のケアを行うことができるよう、「こど
も家庭センター」等の関係機関と連携しつつ、産
後ケア事業や産前・産後サポート事業の実施を通
じて、地域の実情に応じた妊産婦等を支える地域
の包括支援体制を構築している。シングルマザー
を始め、出産・育児において、家族・親族の支援
を得られにくい女性に対しても、手厚い支援を行
えるようにしている。【こども家庭庁】

⑨ 産後うつのリスクも踏まえ、いわゆるワンオペ
育児による負担の軽減のため、男性の育児参画を
促している。公共交通機関、都市公園や公共性の
高い建築物において、ベビーベッド付男性トイレ
等の整備等を推進するほか、こども連れの乗客等
への配慮等を求めることにより、男性が子育てに
参画しやすくなるための環境整備を行っている。

【こども家庭庁、厚生労働省、国土交通省】
⑩ 妊婦や子育てに温かい社会づくりに向けて、ベ

ビーカーマークの普及促進を図っている。【国土
交通省】

⑪ 若手産婦人科医の女性割合の増加などに鑑み、
医師の働き方改革による、産科医師の労働環境の
改善をしつつ、安全で質が高い周産期医療体制の
構築のための産科医療機関の集約化・重点化を推
進している。【厚生労働省】

⑫ 出生前検査に関する制度等の在り方について、
ＮＩＰＴの臨床研究における課題と対応（見解）
に関する現場の運用状況を踏まえつつ、必要に応
じて議論を行っている。【こども家庭庁】

⑬ 遺伝性疾患や薬が胎児へ与える影響などの最
新情報に基づき、基礎疾患を抱える妊産婦や妊娠
を希望している人に対する相談体制を整備してい
る。【こども家庭庁、厚生労働省】

ウ 年代ごとにおける取組の推進
（ア）�学童・思春期
① 学校・行政・地域・家庭が連携し、若年層に対

して、以下の事項について、医学的・科学的な知
識を基に、個人が自分の将来を考え、多様な希望
を実現することができるよう、包括的な教育・普
及啓発を実施するとともに、相談体制を整備して
いる。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】
・ 女性の学童・思春期における心身の変化や健

康教育に関する事項（例えば、月経関連症状及
びその対応、子宮内膜症・子宮頸がん等の早期
発見と治療による健康の保持、ワクチンによる
病気の予防に関する事項）

・ 性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関
する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたラ
イフデザイン（将来設計）や将来の健康を考え
て健康管理を行う取組（プレコンセプションケ
ア）に関する事項

・ 睡眠、栄養、運動、低体重（やせ過ぎ）・肥満、
喫煙など、女性の生涯を見通した健康な身体づ
くりに関する事項

② 10代の性感染症罹患率、人工妊娠中絶の実施
率及び出産数等の動向を踏まえつつ、性感染症の
予防方法や避妊方法等を含めた性に関する教育を
推進している。

また、予期せぬ妊娠や性感染症の予防や必要な
保健・医療サービスが適切に受けられるよう、養
護教諭と学校医との連携を図る等、相談指導の
充実を図っている。【こども家庭庁、文部科学省、
厚生労働省】

（イ）�成人期
厚生労働省では、「働く女性の心とからだの応援

サイト」を運営し、企業や働く女性等に対して、母
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性健康管理や女性の健康課題に関する情報提供を行
うとともに、企業担当者向けにこれらに関する研修
も行った。
① 経済産業省では、就業している女性が職場等で

最大限パフォーマンスを発揮できる環境整備を進
めるため、企業における女性特有の健康課題への
取組効果を可視化・検証することを目的に「健康
経営における女性の健康施策の効果検証プロジェ
クト」を実施した。同プロジェクトでは、企業が
女性特有の健康課題に対して、社内の理解促進や
組織体制の整備、物品補助・サービス導入等のリ
ソース付与、柔軟な働き方の促進といった複数の
施策に取り組んだ場合に、企業の健康風土の醸成、
ヘルスリテラシー、心理的安全性、従業員満足
度等の観点からどのような変化が生じるかについ
て、効果測定・分析を行った。【厚生労働省、経
済産業省】

② 子宮頸がん検診・乳がん検診の受診率の向上を
図るため、がん検診の個別の受診勧奨・再勧奨、
子宮頸がん検診・乳がん検診のクーポン券の配布、
精密検査未受診者への再勧奨を行っている。【厚
生労働省】

③ 国家公務員及び地方公務員については、各府省
及び地方公共団体が実施する子宮頸がん検診・乳
がん検診に関し、女性職員が受診しやすい環境整
備を行っている。

内閣官房内閣人事局においては、「国家公務員
健康週間」（毎年10月１日から同月７日まで）に
おいて、婦人科検診の重要性を含めた女性の健康
に関する講演会を開催することにより、国家公務
員の意識啓発を図った。また、各府省等の管理監
督職に新たに昇任した職員を対象に、ｅラーニン
グによる女性特有の健康課題と健康管理に関する
研修動画を視聴させることにより、子宮頸がん検
診・乳がん検診の受診を促すことの重要性につい
て啓発した。

人事院においては、同週間に際し、各府省に対
して、女性特有のがん検診の受診の必要性の啓
発及び女性職員が受診しやすい環境整備を行うよ
う、周知した。（再掲）【内閣官房、総務省、全府
省庁、（人事院）】

④ ＨＩＶ／エイズ、梅毒を始めとする性感染症は、
次世代の健康にも影響を及ぼすものであり、その

予防から治療までの総合的な対策を推進してい
る。【厚生労働省】

⑤ 個人が自分の将来を考え、健康を守りながら妊
娠・出産を実現することができるよう、以下の事
項について、行政・企業・地域が連携し、普及啓
発や相談体制の整備を行っている。

経済産業省は、健康経営優良法人認定の枠組
みを通じて職域におけるプレコンセプションケア
の普及・啓発に取り組んでおり、健康経営度調査
において、企業の取組状況を把握するためのアン
ケート項目を設けている。【内閣府、こども家庭庁、
文部科学省、厚生労働省、経済産業省】
・ 性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関

する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたラ
イフデザイン（将来設計）や将来の健康を考え
て健康管理を行う取組（プレコンセプションケ
ア）に関する事項（再掲）

・ 暴力による支配（配偶者等からの暴力、ハラ
スメントなど）の予防に関する事項

・ 睡眠、栄養、運動、低体重（やせ過ぎ）・肥満、
喫煙など、次世代に影響を与える行動に関する
事項

⑥ 思春期から若年成人期までのがん罹患及び治療
による、将来の妊娠や年代ごとの健康に関する情
報の集積・普及啓発を行い、相談体制を引き続き
整備している。【こども家庭庁、文部科学省、厚
生労働省】

⑦ 喫煙、受動喫煙及び飲酒について、その健康被
害に関する正確な情報の提供を行い、喫煙・飲酒
が胎児や生殖機能に影響を及ぼすことなどについ
て十分な情報提供に努めている。【こども家庭庁、
厚生労働省】

（ウ）�更年期
① 女性特有の疾患に対応した検診として、骨粗

しょう症検診、子宮頸がん検診、乳がん検診が実
施されており、がん検診の個別の受診勧奨・再勧
奨、精密検査未受診者への再勧奨を行い、がん検
診の受診率及び精密検査の受診率の向上を図って
いる。【厚生労働省】

② 性ホルモンの低下等により、心身に複雑な症状
が発生しやすく、また、更年期以降に発生する疾
患の予防が重要で効果的な年代であるため、更年
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期障害及び更年期を境に発生する健康問題の理解
やホルモン補充療法等の治療の普及を含め、包括
的な支援に向けた取組を推進している。【厚生労
働省】

③ 更年期にみられる心身の不調については、個人
差があるものの、就業や社会生活等に影響を与え
ることがあり、職場等における更年期の健康に関
する研修や啓発活動の取組及び相談体制の構築を
促進している。

厚生労働省では、「働く女性の心とからだの応
援サイト」において、女性が更年期に離職するこ
となく働き続けることができるよう、更年期に現
れやすい不調や治療について周知・啓発している。

経済産業省では、「健康経営における女性の健
康施策の効果検証プロジェクト」において、更年
期を含む性差に基づく健康課題に対して、社内の
理解促進や組織体制の整備、物品補助・サービス
導入等のリソース付与、柔軟な働き方等を推進し、
効果測定・分析を行った。【厚生労働省、経済産
業省】

④ この時期は、更年期以降に発生する疾患やフレ
イル状態（加齢に伴う心身機能や認知機能の低下
により支援が必要な状態）を予防するために重要
な年代であることから、運動や栄養、睡眠などの
生活習慣が老年期の健康に及ぼす影響について、
老年期の心身の健康に資する総合的な意識啓発に
取り組んでいる。また、受診率の低い被扶養者へ
の働きかけなど、特定健康診査・特定保健指導の
受診率向上を図り、生活習慣病の予防に取り組ん
でいる。【厚生労働省】

（エ）�老年期
① 我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変

化を踏まえ、口腔機能低下、低栄養、認知機能低
下及びロコモティブシンドローム（運動器症候群）
等の予防、社会生活を営むために必要な機能の維
持、向上等により、男女ともに健康寿命（健康上
の問題で日常生活が制限されることなく生活でき
る期間）の延伸を実現している。【厚生労働省】

② フレイル状態になることが多いことから、フレ
イル予防対策を実施している。【厚生労働省】

第２節 医療分野における女性の参
画拡大

① 女性医師の更なる活躍に向けて、医師の働き方
改革を推進するとともに、復職支援や勤務体制の
柔軟化（短時間勤務や当直等の配慮）、チーム医
療の推進、複数主治医制の導入、医療機関におけ
る院内保育や病児保育の整備など、女性医師が活
躍するための取組を実施・普及している。【こども
家庭庁、厚生労働省】

② 大学病院等に勤務する非常勤扱いの医師や大学
院生などの勤務形態の違い、出産時期による入所
困難などの運用上の問題、救急対応による不規則
な勤務などにより、保育が利用できず活躍が阻害
されることがないよう、事業所内保育や企業主導
型保育等も含めた保育所、病児保育、民間のシッ
ターサービスなど、社会全体として様々な保育を
利用しやすい環境を整備している。また、医師・
看護師及び介護従事者の働き方やキャリアパスの
特殊性を考慮し、放課後児童クラブや送迎サービ
スなど付随するニーズを把握し、支援を強化して
いる。【こども家庭庁、経済産業省】

③ 育児等により一定期間職場を離れた女性の医
師や看護師等の復職が円滑に進むよう、最新の医
学・診療知識へのキャッチアップ、相談・職業あっ
せん等を推進している。【厚生労働省】

④ 女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画
の策定が義務となっている事業主については、同
法に基づく事業主行動計画の策定等の仕組みを活
用し、医療の分野で指導的地位に占める割合を高
める等、女性医師等を始めとする女性の活躍推進
に向けた取組を推進するよう要請している。【内閣
府、厚生労働省、関係省庁】

⑤ 医学部生に対するキャリア教育や多様なロール
モデルの提示などの取組を進め、固定的な性別役
割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）がもたらす悪影響の除去に努めるとと
もに、男女を問わず医師としてキャリアを継続で
きるような取組の実施を推進した。【文部科学省】

⑥ 女性医師が出産や育児又は介護などの制約の
有無にかかわらず、その能力を正当に評価される
環境を整備するため、固定的な性別役割分担意
識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイア
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ス）がもたらす悪影響の除去及びハラスメントの
防止、背景にある長時間労働の是正のための医師
の働き方改革や主治医制の見直し、管理職へのイ
クボス研修等キャリア向上への取組を推進してい
る。【厚生労働省】

第３節 スポーツ分野における男女
共同参画の推進

① 競技団体や部活動等の指導者を目指す女性競技
者等を対象に、コーチングのための指導プログラ
ムを活用した、女性特有の身体的特徴やニーズ、
ハラスメント防止等の指導上の配慮事項に関する
研修を実施することなどを通じてスポーツ指導者
における女性の参画を促進する関係団体の取組を
支援している。【文部科学省】

② 令和元（2019）年６月にスポーツ庁が決定し
た「スポーツ団体ガバナンスコード」で設定され
た女性理事の目標割合（40％）達成に向けて、各
中央競技団体における目標設定及び具体的方策の
実施を促し、女性理事の比率向上に向けた取組の
支援等を行った。【文部科学省】

③ 女性競技者の抱える心身の健康課題に対応した
医・科学、情報サポート体制の確立に向けた取組
を推進するとともに、女性競技者や指導者に対す

る啓発を実施した。【文部科学省】
④ 生涯を通じた健康づくりのため、運動習慣の定

着や身体活動量の増加に向けた取組を推進した。
【厚生労働省】

⑤ 「Sport in Life」の理念に賛同いただけるよう、
誰もが等しくスポーツを行う環境整備として、コ
ンソーシアム加盟団体及びスポーツエールカンパ
ニー認定団体の更なる拡大に努めた。【文部科学
省】

⑥ 地域の実態や住民のニーズに応じたスポーツに
関する指導ができる人材の養成・活用について、
各地方公共団体等が実施する取組を推進してい
る。【文部科学省】

⑦ 女性競技者の出産後の復帰を支援するととも
に、競技生活と子育ての両立に向けた環境を整備
している。【文部科学省】

⑧ 女性競技者に対する男性指導者等からのセク
シュアルハラスメントや性犯罪の防止に向け、資
質の高い指導者の養成を行う関係団体の取組を支
援している。【文部科学省】

⑨ 競技者が競技活動に安心して専念できる環境を
確保するため、日本オリンピック委員会及び日本
パラスポーツ協会に対して、ハラスメントや誹謗
中傷等に対応する体制の強化等を実施するための
支援を行った。【文部科学省】

第１節 国の防災・復興行政への男
女共同参画の視点の強化

① 令和３（2021）年から、災害応急対策のための
会議等に内閣府男女共同参画局長を構成員等とし
て追加している。当該会議等において、男女共同
参画の視点からの災害対応について、関係省庁の
間で認識を共有し、取組を促進している。【内閣府、
関係省庁】

② 災害対応のための各種要領やマニュアル等にお
いて、災害時における男女共同参画の視点に立っ

た防災・災害対応・復旧復興の推進について記載
している。【内閣府】

③ 内閣府では、令和７（2025）年５月に公表した
「令和６年度 男女共同参画の視点からの能登半
島地震対応状況調査」（以下「能登半島地震調査」
という。）を踏まえ、災害対応に携わる関係省庁
の職員を対象に、男女共同参画の視点からの災害
対応についての理解促進を図っている。【内閣府、
総務省、関係省庁】

防災・復興、環境問題における�
男女共同参画の推進第� 章８
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第２節 地方公共団体の取組促進

ア 防災・復興に関する政策・方針決
定過程への女性の参画拡大

① 各都道府県の地方公共団体職員等を対象とした
研修等の様々な機会を通じ、都道府県防災会議に
おける女性委員の割合を高めていくことの重要性
について知識の醸成を図り、女性の参画拡大に向
けた取組を促進している。【内閣府、総務省】

② 市町村防災会議について、女性委員のいない会
議を早期に解消するとともに、女性委員の割合を増
大する取組を促進するため、都道府県等と連携し、
内閣府が作成・公表した「女性が力を発揮するこ
れからの地域防災～ノウハウ・活動事例集～」、「防
災分野における女性の参画促進～好事例集～」、

「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況
調査」、「能登半島地震調査」の展開等を行い、女
性を積極的に登用している市町村の好事例の展開
などを行っている。【内閣府、総務省】

③ 自治体危機管理・防災責任者研修（第１期令和
７（2025）年５～６月、第２期令和７（2025）
年11 ～ 12月）、「防災スペシャリスト養成」有明
の丘研修（第１期令和７（2025）年５～７月、第
２期令和７（2025）年９～ 11月、第３期令和
７（2025）年12月～令和８（2026）年３月）等
の地方公共団体の職員等を対象とした研修におい
て、災害対策本部への女性職員の配置及び構成員
となる男性職員に対する男女共同参画の視点から
の取組に関する理解促進等が図られるよう、平常
時から働きかけを行っている。【内閣府】

④ 東日本大震災の被災地における復興の取組に
男女共同参画を始めとした多様な視点を生かすた
め、行政や民間団体における各種施策や参考とな
る事例等の情報を収集し、「男女共同参画の視点
からの復興～参考事例集～」（令和８（2026）年
３月末時点で124事例）として公表した。この事
例集等も活用しながら、会議等を通じてその普及・
浸透を図った。
� また、当該事例集を復興庁ホームページで利用
しやすくするための改修を行い、活用促進を図っ
たほか、「第６次男女共同参画基本計画」（令和８

年３月13日閣議決定）第８分野（防災・復興に
おける男女共同参画の推進）における復興計画策
定委員会等に占める女性の割合の目標を設定する
とともに、復興庁において「復興と男女共同参画
等に関する調査」を実施し、結果を周知して、地
方公共団体への働きかけを行った。【復興庁】

イ 防災の現場における女性の参画拡大
① 内閣府では、令和３（2021）年から継続的に実

施している「災害対応力を強化する女性の視点～
男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライ
ン～」に基づく地方公共団体の取組状況調査にお
いて、地方公共団体が作成する地域防災計画や避
難所運営マニュアル等の作成・修正に当たり、男
女共同参画の視点に立った取組の実施の有無や関
連項目の記載の有無についても調査し、結果を公
表している。また、同調査結果や「能登半島地震
調査」を踏まえ、地方公共団体の職員等を対象と
した研修等において情報提供や助言等を行ってい
る。【内閣府、総務省】

② 地方公共団体の職員等を対象とした研修におい
て、「能登半島地震調査」等を踏まえ、避難所運
営等に若年層を含めた女性の参画、女性と男性の
ニーズ等の違いに配慮した取組や、配偶者等から
の暴力や性被害・性暴力の防止等安全・安心の確
保に向けた取組の強化について働きかけを行って
いる。【内閣府】

③ 「災害時における男女共同参画センター等の相
互支援ネットワーク」の平常時及び災害時におけ
る効果的な運用を促進するために、災害発生時に
は男女共同参画の視点からの防災・災害対応の取
組について随時情報を発信している。また、「能
登半島地震調査」を通じて男女共同参画センター
の災害対応に関する好事例を収集・展開した。【内
閣府】

④ 地方公共団体の職員を含む防災関係者に対し
「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参
画の視点からの防災・復興ガイドライン～」の内
容を踏まえた研修を行っている。また、「能登半
島地震調査」の概要を全国防災・危機管理トップ
セミナー（令和７（2025）年６月及び11月）に
て周知した。【内閣府、総務省】

⑤ 地方公共団体の職員等を対象とした研修等の
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様々な機会で、地方防災会議における女性委員
の割合を高めていくことで、多様なニーズに対応
した備蓄を行いやすくなることなど、女性の参画
拡大に向けた取組を促進することの重要性につい
て、周知を図った。【内閣府】

⑥ 内閣府では、「能登半島地震調査」を通じて避
難所運営への女性の参画等、災害対応における
女性防災リーダーの好事例を収集・展開した。ま
た、令和７（2025）年10月から女性防災リーダー
が平時から連携し、男女共同参画の視点から地域
の防災活動や被災者支援に取り組むためのネット
ワーク構築に向けた調査業務を開始した。【内閣
府、総務省】

⑦ 防災に関する知識の普及において、こどもの発
達段階に応じ、災害の各段階において受ける影響
やニーズが女性と男性で違うことや地域防災力を
高めるためには女性の参画やリーダーシップが重
要であることの理解促進を図るため、地方公共団
体の職員等を対象にした研修や実践的学習プログ
ラムの活用等を通じて情報提供や働きかけを行っ
た。文部科学省では、「実践的な防災教育の手引
き（中学校・高等学校編）」に、男女共同参画の
視点に立った防災教育の事例を掲載した。【内閣
府、総務省、文部科学省、関係省庁】

⑧ 復興庁では、東日本大震災の被災地における復
興の取組に男女共同参画を始めとした多様な視点
を生かすため、行政や民間団体における各種施策
や参考となる事例等の情報を収集し、「男女共同
参画の視点からの復興～参考事例集～」（令和８

（2026）年３月末時点で124事例）として公表した。
この事例集等も活用しながら、会議等を通じてそ
の普及・浸透を図った。
� また、当該事例集を復興庁ホームページで利用
しやすくするための改修を行い、活用促進を図っ
たほか、「第６次男女共同参画基本計画」第８分
野（防災・復興における男女共同参画の推進）に
おける復興計画策定委員会等に占める女性の割合
の目標を設定するとともに、復興庁において「復
興と男女共同参画等に関する調査」を実施し、結
果を周知して、地方公共団体への働きかけを行っ
た。（再掲）【内閣府、復興庁】

⑨ 消防庁では、消防吏員の女性比率について、令
和８（2026）年度当初までに５％に増加させる

ことを全国の消防本部の共通目標として掲げてお
り、消防本部等に対し、数値目標の設定による計
画的な増員の確保、女性消防吏員の職域の拡大等、
ソフト・ハード両面での環境整備に取り組むよう
要請するとともに、消防署等における職場環境や
災害派遣時等において男女ともに活躍できる環境
の整備が図られるよう、女性専用施設等（浴室、
仮眠室等）の職場環境及び応援派遣時に男女各々
の宿営環境を確保するために必要な資機材（簡易
トイレ、更衣・仮眠用テント等）の整備について
支援した。

また、消防吏員を目指す女性の増加を図るため、
ＳＮＳ広告の掲載や採用説明会への参加などの
ＰＲ広報を実施するとともに、女性消防吏員活躍
推進アドバイザーの派遣、女性消防吏員活躍推進
支援事業（モデル事業）などの取組を通じた先進
的な事例の全国展開に加え、外部講師による管理
職員向け研修会を実施するなど、共通目標の達成
に向け、女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組
を推進した。

加えて、「消防本部における女性活躍推進に関
する検討会報告書」を踏まえ、令和８（2026）
年度以降の女性消防吏員の比率に関する新たな目
標を掲げるとともに、消防本部に対し、それぞれ
の実情に応じた数値目標を設定した上で計画的に
取組を推進するよう要請した。（再掲）【総務省】

⑩ 消防団への女性の積極的な入団を促進するた
め、女性が活動しやすい環境づくりに向けた地方
公共団体の取組を重点的に支援するとともに、女
性消防団員の交流促進や優良事例の横展開を図る
ため、全国女性消防団員活性化大会等を開催した。
また、女性を含め、全ての団員が比較的容易に取
り扱える小型・軽量化された資機材の整備を推進
した。さらに、消防団の拠点施設等における女性
用トイレや更衣室の設置等を促進した。【総務省】

ウ 「災害対応力を強化する女性の視点
～男女共同参画の視点からの防災・
復興ガイドライン～」の活用徹底

① 地方公共団体の職員等を対象にした研修や実践
的学習プログラムの活用等を通じて、継続的に「災
害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の
視点からの防災・復興ガイドライン～」の周知徹
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底を図った。【内閣府、関係省庁】
② 令和７（2025）年８月６日からの低気圧と前線

による大雨、青森県東方沖を震源とする地震等、
地方公共団体の男女共同参画担当部局に対し、各
地域の男女共同参画センターとも連携しながら、

「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参
画の視点からの防災・復興ガイドライン～」に基
づく取組を行うよう要請した。【内閣府】

③ 「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同
参画の視点からの防災・復興ガイドライン～」に
基づく地方公共団体の取組状況のフォローアップ
調査を継続的に実施している。令和５（2023）年
以降は、更なる「見える化」を図るため、該当年
の調査結果に基づき防災分野における女性の参画
状況等の「見える化マップ」を公表している。【内
閣府】

④ 令和７（2025）年９月、防災推進国民大会（ぼ
うさいこくたい）においてセッションを開催し、
参加した地方公共団体職員、防災士、地域の女性
防災リーダー等に対し、「災害対応力を強化する
女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復
興ガイドライン～」や内閣府が作成した各種資料
について情報共有を行った。【内閣府】

第３節 国際的な防災協力における
男女共同参画

① 第58回国連女性の地位委員会「自然災害に
おけるジェンダー平等と女性のエンパワーメン
ト」決議（平成26（2014）年）及び第３回国
連防災世界会議で策定された「仙台防災枠組
2015-2030」（平成27（2015）年）、国連防災機
関（ＵＮＤＲＲ）「ジェンダーアクションプラン

（ＧＡＰ）」等が求める事項等に基づき、国際協力・
支援を行った。また、「日・ブルガリアＷＰＳと水
防災ワークショップ」等、様々な機会を通じ、日
本の男女共同参画の視点からの災害対応の取組に
ついて発信した。【内閣府、外務省】

② 国連防災機関（ＵＮＤＲＲ）を含む国際機関等
を通じた国際的な防災協力に当たっては、男女共
同参画の視点を踏まえて援助を行った。【外務省】

第４節
男女共同参画の視点に立っ
た気候変動問題等の環境問
題の取組の推進

① 審議会等における女性委員の登用を進め、政
策・方針決定過程への女性の参画拡大を図ってい
る。【経済産業省、環境省】

② 環境問題に関する施策の企画立案・実施に当
たっては、男女別のデータを把握し、女性と男性
に与える影響の違いなどに配慮して、取り組んで
いる。令和７（2025）年度においては、過年度に
引き続き、ナッジ等の行動科学の知見を活用して
温室効果ガス排出削減等に資する意識変革や行動
変容を促す実証実験を実施する際に、対象者の性
別等の属性情報の収集を行った。【環境省】
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第１節 男女共同参画の視点に立っ
た各種制度等の見直し

ア 働く意欲を阻害しない制度等の検討
① 働き方の多様化を踏まえつつ、働きたい女性が

就業調整を意識しなくて済む仕組み等を構築する
観点から、税制3や社会保障制度等について、総合
的な取組を進めている。
・ 税制については、令和７（2025）年度税制改

正において、配偶者控除・配偶者特別控除に係
る年収要件の見直しが行われており、制度改正
の内容の周知等に努めている。【総務省、財務省】

・ 社会保障制度については、被用者にふさわし
い保障の実現の観点から、短時間労働者への被
用者保険の適用要件である賃金要件の撤廃及
び企業規模要件の段階的な撤廃などを盛り込ん
だ、令和７年年金制度改正法が第217回国会（令
和７（2025）年）において成立した。【厚生労
働省】

・ 配偶者の収入要件があるいわゆる配偶者手当
については、税制・社会保障制度とともに、就
業調整の要因となっているとの指摘があること
に鑑み、配偶者の働き方に中立的な制度となる
よう、労使に対しその在り方の検討を促すこと
が重要であり、引き続きそのための環境整備を
図っている。【厚生労働省】

イ 家族に関する法制の整備等

① 現在、身分証明書として使われるパスポート、
マイナンバーカード、免許証、住民票、印鑑登録
証明書なども旧姓併記が認められており、旧姓の
通称使用の運用は拡充されつつあるが、国・地方
一体となった行政のデジタル化・各府省庁間のシ
ステムの統一的な運用などにより、婚姻により改
姓した人が不便さや不利益を感じることのないよ
う、引き続き旧姓の通称使用の拡大やその周知を
行った。【関係府省庁】

② 婚姻後も仕事を続ける女性が大半となっている
ことなどを背景に、婚姻前の氏を引き続き使えな
いことが婚姻後の生活の支障になっているとの声
など国民の間に様々な意見がある。そのような状
況も踏まえた上で、家族形態の変化及び生活様式
の多様化、国民意識の動向等も考慮し、夫婦の氏
に関する具体的な制度の在り方に関し、戸籍制度
と一体となった夫婦同氏制度の歴史を踏まえ、ま
た、家族の一体感、こどもへの影響や最善の利益
を考える視点も十分に考慮し、国民各層の意見や
国会における議論の動向を注視しながら、司法の
判断も踏まえ、更なる検討を進めるものとされて
おり、引き続き、法務省ホームページ等における
情報提供を行いつつ、国民や国会議員による議論
の動向等を踏まえ、必要な対応を検討している。

【法務省、関係府省】
③ 各種国家資格等における旧姓使用の現状等に

関する調査を実施し、332の国家資格等（総務省

Ⅲ �男女共同参画社会の実現に向けた
基盤の整備

男女共同参画の視点に立った�
各種制度等の整備第� 章９

3	� 配偶者の所得の大きさに応じて、控除額を段階的に減少させる配偶者特別控除の導入によって、配偶者の給与収入が103万円を超え
ても世帯の手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、配偶者については、税制上、いわゆる「103万円の壁」は解消している。
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平成23（2011）年「資格制度概況調査結果」に
基づき整理）のうち、全ての国家資格等（令和７

（2025）年８月６日現在）で旧姓使用ができるこ
とをホームページ上に公表した。また、今回の調
査から旧姓の表記方法についても調査対象とし、
その結果も併せてホームページ上に公表した。【内
閣府】

④ 夫婦の氏に関する理解を深めるため、ホーム
ページにおいて、婚姻した夫婦が選択した姓（夫
の姓・妻の姓）の割合等の夫婦の氏に関するデー
タを掲載し、情報提供を行った。【内閣府】

ウ 男女の多様な選択を可能とする育
児・介護の支援基盤の整備

① 子ども・子育て支援新制度の実施による幼児期
の学校教育、保育、地域のこども・子育て支援の
充実、幼児教育・保育の無償化、保育所等におけ
る計画的な受け皿整備等、「放課後児童対策パッ
ケージ2025」に基づく放課後児童クラブの受入
児童数の拡大などにより、地域のニーズに応じた
子育て支援の一層の充実を図っている。【こども
家庭庁、文部科学省、厚生労働省】
・ 幼稚園・保育所・認定こども園を通じた共通

の給付や小規模保育への給付、地域の事情に応
じた認定こども園の普及、地域子育て支援拠点
や放課後児童クラブ等地域のニーズに応じた多
様な子育て支援策を着実に実施している。

・ 待機児童対策だけでなく人口減少を含めた地
域の課題に応じた保育提供体制の確保に取り組
むとともに、引き続き保育人材の確保、子育て
支援員の活用等を推進している。

・ 多様な保育ニーズに対応するため、延長保育、
休日保育、夜間保育、病児・病後児保育、複数
企業間での共同設置を含む事業所内保育等の多
様な保育の拡大を図っている。

・ 就業の有無にかかわらず、一時預かり、幼稚
園の預かり保育等により、地域における子育て
支援の拠点やネットワークを充実させている。

・ 幼児教育・保育の無償化の着実な実施や保育
利用に係る支援等により、保護者の経済的負担
の軽減等を図っている。

・ 放課後等デイサービス等の通所支援や保育所
等における障害のあるこどもの受入れを実施す

るとともに、マザーズハローワーク等を通じ、
きめ細かな就職支援等を行うことにより、そう
したこどもを育てる保護者を社会的に支援して
いる。

② こどもの事故防止に関連する関係府省の連携を
図り、保護者や教育・保育施設等の関係者の事故
防止の意識を高めるための啓発活動や、安全に配
慮された製品の普及等に関する取組を推進し、男
女が安心して子育てができる環境を整備してい
る。また、「こどもの事故防止週間」を７月14日
から同月20日までとし、関係府省が連携して集
中的な広報活動を行うなどの取組を実施した。【こ
ども家庭庁、関係府省】

③ こどもの安全な通行を確保するため、こどもが
日常的に集団で移動する経路等の交通安全環境の
整備や、地域ぐるみでこどもを見守るための対策
等を推進している。【警察庁、こども家庭庁、文
部科学省、国土交通省】

④ 安心して育児・介護ができる環境を確保する観
点から、住宅、医療・福祉・商業施設等が近接す
るコンパクト・プラス・ネットワークの形成や、
住宅団地における子育て施設や高齢者・障害者施
設の整備、各種施設や公共交通機関等のバリアフ
リー化、全国の「道の駅」における子育て応援施
設の整備等を推進している。【国土交通省】

⑤ 医療・介護保険制度については、多様な人材に
よるチームケアの実践等による効率化・重点化に
取り組みながら質の高いサービスの充実を図って
いる。その際、医療・介護分野における多様な人
材の育成・確保や、雇用管理の改善を図っている。

【厚生労働省】
⑥ 医療・介護の連携の推進や、認知症施策の充実

等により、引き続き地域において必要な支援・サー
ビスが提供される体制の整備に取り組み、家族の
介護負担の軽減を図っている。【厚生労働省】

⑦ 男女とも子育て・介護をしながら働き続けるこ
とができる環境の整備に向けて、育児・介護休業
法の履行確保を図っている。

また、次世代法の周知を行うとともに、仕事と
子育ての両立を推進する企業を対象とした認定及
び特例認定の取得を促進している。【厚生労働省】
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第２節
男女の人権尊重の理念と法
律・制度の理解促進及び救
済・相談の充実

① 学校や社会において、法令等により保障される
人権に関し、正しい知識の普及を図るとともに、
国民一人一人の人権意識を高め、人権への理解を
深めるため、様々な教育・啓発活動や、人権教育
の在り方等についての調査研究を行っている。【内
閣府、法務省、文部科学省、関係省庁】

② 男女共同参画に関連の深い法令・条約等につい
て、分かりやすい広報の工夫等により、その内容
の周知に努めている。また、権利が侵害された場
合の相談窓口、救済機関等の周知に努めている。

【内閣府、法務省、外務省、関係省庁】
③ 政府の施策についての苦情の処理及び人権が侵

害された場合における被害者の救済について、行
政相談制度や法務省の人権擁護機関等を積極的に
活用している。その際、相談に当たる職員、行政
相談委員、人権擁護委員、民生委員・児童委員の
研修の充実を図っている。

また、法務省の人権擁護機関においては、男女
共同参画社会の実現のために、啓発活動に積極的
に取り組むとともに、法務局の人権相談窓口にお
いて、人権相談、人権侵犯事件の調査救済活動に、

関係機関と連携しつつ積極的に取り組んでいる。
【内閣府、こども家庭庁、総務省、法務省、厚生
労働省】

④ 法務省の人権擁護機関において、日本語を自由
に話すことが困難な外国人等からの人権相談に対
応するため、全国の法務局に「外国人のための人
権相談所」を設け、約80の言語による相談に応
じるなどしている。

また、「外国語人権相談ダイヤル」及び「外国
語インターネット人権相談受付窓口」を設けてお
り、電話・インターネットでも10言語による人権
相談を受け付けているところ、相談窓口を引き続
き設置し、更にその内容を充実させるよう努めて
いる。（再掲）【法務省】

⑤ 行政相談委員に対し、男女共同参画に関する研
修への参加を呼びかける等、男女共同参画に関す
る政府の施策についての苦情処理能力の向上等に
向けた支援を行った。【総務省】

⑥ 男女共同参画に関連の深い法令・条約等につい
て、政府職員、警察職員、消防職員、教員等に対
して、研修等の取組を通じて理解の促進を図る。
また、法曹関係者についても、同様の取組が進む
よう、情報の提供や講師の紹介等可能な限りの協
力を行っている。【全府省庁】

第１節
男女共同参画を推進し多様
な選択を可能にする教育・
学習の充実

ア 校長を始めとする教職員への研修
の充実

① 校長を始めとする教職員や教育委員会が、男女
共同参画を推進する模範となり、児童・生徒の教
育・学習や学級経営等において男女平等の観点が
充実するよう、各教育委員会や大学等が実施する

男女共同参画に関する研修について、研修内容及
びオンラインを含めた実施方法の充実を促してい
る。【文部科学省】

② 独立行政法人国立女性教育会館（以下「ＮＷＥＣ」
という。）において、初等中等教育機関の教職員、
教育委員会など教職員養成・育成に関わる職員を
対象に、学校現場や家庭が直面する現代的課題に
ついて、男女共同参画の視点から捉え理解を深め
る研修の充実（オンラインの活用を含む。）を図っ
た。【文部科学省】

教育・メディア等を通じた男女
双方の意識改革、理解の促進第� 章10
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イ 男女平等を推進する教育・学習の
充実

① 初等中等教育において、男女共同参画の重要性
についての指導が充実するよう、学習指導要領の
趣旨を周知した。【文部科学省】

② こどもの教育現場等における固定的な性別役割
分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）の解消に資する取組を行っている。【内
閣府、文部科学省】

③ 大学の教員養成課程における男女共同参画学習
の充実のため、教職科目における関連科目の現状
について調査研究を行った。【文部科学省】

④ 図書館や公民館等の社会教育施設において、学
校や男女共同参画センター、民間団体等と連携し、
情報・資料の提供等を通じて学習機会の充実を
図った。【文部科学省】

⑤ ＮＷＥＣにおいて、関係省庁、地方公共団体、
男女共同参画センターや大学、企業等と連携を図
りつつ、男女共同参画を推進する組織のリーダー
や担当者を対象にした研修や教育・学習支援、男
女共同参画に関する専門的・実践的な調査研究や
情報・資料の収集・提供等を行い、男女共同参画
社会の形成の促進を図った。【文部科学省】

⑥ 教育関係者と地域・社会や産業界等の関係
者の連携・協働によるキャリア教育に関するベ
ストプラクティスを表彰する「キャリア教育推
進連携表彰」を実施することで、キャリア教育
の普及・推進を図っている。また、社会全体で
キャリア教育を推進していこうとする気運を高め、
キャリア教育の意義の普及・啓発と推進に資する
ことを目的として、「キャリア教育推進連携シンポ
ジウム」を開催した。【文部科学省、厚生労働省、
経済産業省】

ウ 大学、研究機関、独立行政法人等
による男女共同参画に資する研究
の推進

① ＮＷＥＣにおいて、教育・学習支援、男女共同
参画に関する専門的・実践的な調査研究や情報・
資料の収集・提供を行った。【文部科学省】

② 日本学術会議において、ジェンダー研究を含む
男女共同参画社会の形成に資する学術研究及び教

育制度について、多角的な調査、審議を一層推進
し、また、その成果を情報発信するため、公開シ
ンポジウムを開催した。【内閣府】

エ 多様な選択を可能にする教育・能
力開発・学習機会の充実

① 初等中等教育段階において、総合的なキャリア
教育を推進する際に、男女共同参画の意義、ワー
ク・ライフ・バランスなどの知識や技術の習得が
図られるよう、教育委員会を通じて各学校の取組
を促している。【文部科学省】

② 保護者や進路指導の担当教員等に対し、女性が
高等教育を受けることや理工系分野等女性の参画
が進んでいない分野における仕事内容や働き方へ
の理解を促進した。【文部科学省】

③ 大学や高専等における女子生徒を対象としたシ
ンポジウム、出前講座及びキャリア相談会の開催
を促進している。【文部科学省】

④ 大学や地方公共団体、男女共同参画センター等
と連携し、学び直しを通じて女性のキャリアアッ
プやキャリアチェンジ等を総合的に支援する取組
を促進している。【文部科学省】

⑤ 大学入学者選抜において性別を理由とした不公
正な取扱いが行われることのないよう、各大学に
対し周知徹底を図るとともに、特に医学部医学科
入学者選抜に係る入試情報については、各大学の
男女別の合格率を把握し、公表を行った。【文部
科学省】

第２節
学校教育の分野における政
策・方針決定過程への女性
の参画拡大

① 各教育機関や教育関係団体における意思決定層
への女性の登用について、具体的な目標設定を行
うよう要請している。その際、学校に関しては校
長と教頭のそれぞれについて目標設定を行うよう
促している。【内閣府、文部科学省】

② 女性活躍推進法に基づき、特定事業主である教
育委員会や一般事業主である学校法人の更なる取
組を促している。【内閣府、文部科学省、厚生労
働省】

③ 管理職選考について女性が受けやすくなるよ
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う、教育委員会における検討を促している。【文
部科学省】

④ 女性管理職の割合が高い地方公共団体における
取組の好事例の横展開を図っている。【文部科学
省】

⑤ 教職員の男女が共に仕事と育児・介護等の両立
を図ることができるよう、令和７（2025）年６月
に成立した公立の義務教育諸学校等の教育職員の
給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法
律（令和７年法律第68号）等も踏まえ、勤務時
間管理の徹底や業務の見直し・適正化等の働き方
改革の一層の加速化を図るとともに、男性の育児
休業取得促進やマタニティハラスメント防止等の
両立支援を進めた。なお、その際、育児・介護休
業法、次世代法その他の労働関係法令は学校法人
についても適用されることに留意した。【文部科学
省】

⑥ 学校運営に地域の声を反映するために設置する
ことが努力義務となっている学校運営協議会4の委
員の構成について、女性の登用を推進するため、
教育委員会に対し、男女のバランスにも留意した
上で幅広い人材から選出するよう促している。【文
部科学省】

⑦ 大学や研究機関に対して、各種ハラスメントの
防止のための取組が進められるよう、各大学にお
ける研修等で活用できるハラスメント防止の啓発
のためのコンテンツを作成し必要な情報提供等を
行うなど、各種ハラスメント防止等の周知徹底を
行った。（再掲）【文部科学省】

⑧ 独立行政法人教職員支援機構が実施する校長・
教頭への昇任を希望する教員が参加する各種研修
について、「第５次男女共同参画基本計画」を踏
まえ、研修における女性教職員の参加割合の目標
を25％に設定するなど、女性教職員の積極的な参
加を促進した。【文部科学省】

⑨ ＮＷＥＣにおいて実施してきた女性教員の管理
職登用の促進に向けた調査研究の成果を踏まえ、
学校教育における意思決定過程への女性の参画等
に関する調査研究を更に進めるとともに、その成
果を活用した研修等を実施した。【文部科学省】

第３節 国民的広がりを持って地域
に浸透する広報活動の展開

① 固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見
の解消に資する、また、固定観念や無意識の思い
込み（アンコンシャス・バイアス）を生じさせな
い取組に関する情報収集を行い、企業関係者及び
地方公共団体職員を対象としたセミナーを実施す
るとともに、起業を始め女性が新たなことにチャ
レンジする際に直面する障壁に着目した普及啓発
用動画を制作した。（再掲）【内閣府】

② 政府広報を活用し、幅広く丁寧に、男女共同参
画に関する国民的関心を高める取組を行った。【内
閣府、総務省】

③ 「男女共同参画週間」（毎年６月23日から同月
29日まで）において、地方公共団体が実施する行
事を取りまとめホームページに掲載するなど、地
方公共団体や関係機関・団体と連携し、男女共同
参画に関する意識の浸透を図った。（再掲）【内閣
府】

④ 家事・育児等の手間やストレスの軽減に資する
様々な活動や商品・サービスの活用に関する広報
活動として、特定非営利活動法人キッズデザイ
ン協議会が実施しているキッズデザイン賞におい
て、男女共同参画担当大臣賞及びこども政策担当
大臣賞を選定・表彰している。【内閣府、こども
家庭庁】

⑤ 全国50か所の行政相談センターの相談窓口に、
内閣府男女共同参画局が作成した「女性に対する
暴力をなくす運動」のポスターを掲示し、広報に
努めた。【総務省】

⑥ 若い世代が安心して気軽に自らのライフデザ
インに役立つ様々な情報を収集することができる
よう、結婚や子育てなどライフデザインに関する
様々な情報を、同世代の共感を得やすい方法や民
間企業等とも連携を図りながら広報・啓発を行っ
ている。【こども家庭庁】

4	� 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第47条の５に基づく。
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第１節
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）�
や女子差別撤廃委員会など国
連機関等との協調

ア 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
達成に向けた連携及び推進

① 全国務大臣を構成員とする持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）推進本部（平成28（2016）年５月設
置）において決定された「ＳＤＧｓ実施指針改定
版」（令和５年12月19日ＳＤＧｓ推進本部決定）
を踏まえ、ＳＤＧｓ達成に向けた取組を広範なス
テークホルダーと連携して推進・実施している。

【外務省、関係府省】
② ＳＤＧｓにおけるジェンダー平等の実現とジェ

ンダー主流化の達成度を的確に把握するため
に、国連がジェンダーに関連していると公表した
ＳＤＧグローバル指標について、我が国で測定可
能なグローバル指標のデータを、国内外に適切な
形で引き続き公表している。また、海外及び国内
の研究機関等による評価、グローバル指標の検

討・見直し状況、ローカル指標の検討状況等に留
意し、進捗評価体制の充実と透明性の向上を図っ
ている。【内閣府、総務省、外務省、関係省庁】

イ 女子差別撤廃条約の積極的遵守等
① 女子差別撤廃条約第９回政府報告審査に関し、

令和６（2024）年10月に女子差別撤廃委員会か
ら公表された最終見解を踏まえ、我が国政府とし
て必要な取組等を引き続き行っている。【内閣府、
外務省、関係省庁】

② 女子差別撤廃条約の選択議定書については、諸
課題の整理を含め、早期締結について真剣な検討
を進めている。【外務省、関係府省】

③ 国際労働機関（ＩＬＯ）の活動に関する事項に
ついて政労使の代表者間で協議を行うＩＬＯ懇談
会においては、未締結のＩＬＯ条約について、男
女共同参画に関連の深い条約も含めて、定期的
に議論を行っている。令和７（2025）年４月の
ＩＬＯ懇談会では、雇用及び職業についての差別
待遇に関する条約（ＩＬＯ第111号条約）につい
て意見交換を行った。【内閣府、外務省、厚生労

第４節 メディア分野等と連携した
積極的な情報発信

① 男女共同参画を阻害する固定観念の撤廃を目指
すために国連女性機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）が進め
る国際的な共同イニシアティブ「Unstereotype 
Alliance」と連携している。【内閣府】

第５節
メディア分野等における政
策・方針決定過程への女性
の参画拡大及びセクシュア
ルハラスメント対策の強化

① メディア分野の関係団体を含む男女共同参画推
進連携会議において、意思決定過程への女性の参
画拡大や女性に対する暴力の防止を含む男女共同
参画に関する取組の周知を行った。【内閣府】

② 女性活躍推進法の適用がある事業主について
は、同法に基づく事業主行動計画の策定等の仕組
みを活用している。また、女性の登用については、
経営者層の自主的な取組が重要であることから、
具体的な目標を設定して取り組むよう、業界団体
を通じて要請している。【内閣府、厚生労働省】

男女共同参画に関する�
国際的な協調及び貢献第� 章１１
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働省、関係省庁】

ウ 北京宣言・行動綱領に沿った取組
の推進

① 国連女性の地位委員会等に積極的に参加し、参
加各国との連携を図るとともに、我が国の男女共
同参画・女性活躍に係る取組等の情報発信及び共
有により、国際的な政策決定及び取組方針への貢
献に努めている。

令和７（2025）年は第４回世界女性会議で採
択された、北京宣言・行動綱領の採択から30年
に当たる（「北京＋30」）ことから、同年９月の第
80回国連総会では、「北京＋30」を記念し、第
４回世界女性会議開催30周年記念ハイレベル会
合が開催された。我が国からも三原じゅん子内閣
府特命担当大臣（男女共同参画）が出席し、日本
政府の北京＋30行動アジェンダへの参加に際し、
特に「女性・平和・安全保障」と「完全かつ平等
な意思決定の力」へのコミットメントを表明した。

令和８（2026）年３月９日から同月19日まで
国連本部（ニューヨーク）において、第70回国連
女性の地位委員会が開催され、我が国からは、日
本代表を委嘱された大崎麻子氏（特定非営利活動
法人Gender Action Platform理事）が、一般討
論においては今次会合の優先テーマである「包括
的かつ公平な法制度の促進や差別的な法律・政策・
慣行の撤廃、構造的障壁への対処を通じた全ての
女性及び女児に対する司法へのアクセスの確保と
強化」について、閣僚級ラウンドテーブルにおい
ては重点領域である「すべての高齢女性のジェン
ダー平等とエンパワーメントの達成」について、
それぞれ我が国の取組に関するステートメントを
行った。さらに、竹村仁美外務省参与（ジェンダー
平等担当）が、ハイレベル会合において、「女性
と女児に対する暴力」のテーマの下でステートメ
ントを実施した。我が国は、関係府省庁、ＮＧＯ
関係者、ユース代表を含む日本代表団を結成し、
会合に参加した。【内閣府、外務省、関係省庁】

エ ＵＮ Ｗｏｍｅｎ（国連女性機関）
等との連携・協力推進

① ＵＮ Ｗｏｍｅｎを始めとする国際機関等の取
組に積極的に貢献していくとともに、連携の強化

等を図っている。令和７（2025）年12月にはシ
マ・バフースＵＮ Ｗｏｍｅｎ事務局長を訪日招へ
いし、外務省主催の「ジェンダー次世代フォーラ
ム」での基調講演を通じた発信などにより、ＵＮ 
Ｗｏｍｅｎとの連携を強化した。2026年国際女
性デー記念企画としてＵＮ Ｗｏｍｅｎ日本事務所
が開催した「アンステレオタイプ展」には大西洋
平外務大臣政務官が出席して祝辞を述べ、取組を
後押しした。また、令和８（2026）年１月にはプ
ラミラ・パッテン紛争下の性的暴力担当国連事務
総長特別代表（ＳＲＳＧ－ＳＶＣ）を訪日招へいし、
同事務所との連携を強化した。【内閣府、外務省、
関係省庁】

第２節
Ｇ７、Ｇ20、ＡＰＥＣ、
ＯＥＣＤにおける各種合意
等への対応

① Ｇ７、Ｇ20、ＡＰＥＣ、ＯＥＣＤやその他のジェ
ンダー分野の課題を扱う国際会議や多国間協議に
おける首脳級・閣僚級のジェンダー平等に係る各
種の国際合意や議論を、国内施策に適切に反映し
て実施するとともに、その進捗を把握し、施策の
改善に生かしている。合意に至る議論の過程にお
いては、我が国の経験や取組等に基づく情報発信
及び共有により、政策決定及び取組方針に貢献し
ている。【内閣府、外務省、経済産業省、関係省庁】 

（Ｇ７）
・� 令和７（2025）年６月にカナダで開催された

Ｇ７カナナスキス・サミットの複数の成果文書に
おいては、山火事、重要鉱物、ＡＩ、量子、国境
を越えた抑圧、移民の密入国への対抗といった幅
広い文脈においてジェンダー課題への対処の重要
性が記載された。

（Ｇ 20）
・� 令和７（2025）年11月にＧ20南アフリカ議

長国下で、Ｇ20では５回目となる女性活躍担
当大臣会合が開催され、我が国からは内閣府か
らの代表者等が対面で出席した。会合では「ケ
ア・エコノミー」「女性の金融包摂」「ジェン
ダー暴力対策」の３分野が議論され、議長声明
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等が発出された。我が国からは、国内の無償労
働がＧＤＰの約20％に相当し、女性の負担が
男性の４倍である現状を説明した上で、育児休
業制度の拡充や男性育休取得率の向上、ケア
労働者の処遇改善に係る取組等を紹介した。ま
た、国内における女性起業家支援や途上国での
金融アクセス改善、ＤＶ及び性犯罪・性暴力に
係る予防、被害者支援及び教育・啓発等の総合
的な取組について紹介するとともに、今後も国
際協調の下で女性活躍を推進する決意を示した。 

さらに、同年11月のＧ20ヨハネスブルグ・サミッ
トで発出された首脳宣言では、女性主導の開発を
奨励し、政治、経済及び公的生活におけるあらゆ
るレベルでの意思決定において、女性の完全かつ
平等で有意義な参画及びリーダーシップを確保す
ることが謳われるとともに、ジェンダーに基づく
暴力の終結、ケア・エコノミーへの投資の拡大、
労働力参加及び賃金におけるジェンダー格差の縮
小、ジェンダーによるデジタルデバイドの半減等
にＧ20諸国がコミットすることが再確認された。
また、平和の実行者としての女性の役割を認識す
る、という女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）の考
え方が反映された。

（ＡＰＥＣ）
・� 令和７（2025）年８月に韓国（仁川）にて女性

と経済フォーラムが開催され、我が国からは、三
原じゅん子内閣府特命担当大臣（男女共同参画）
が現地で出席した。

会合では、「持続可能な成長のための女性の経
済参加の促進」がテーマとして取り上げられ、特
に「人口変動とデジタルトランスフォーメーショ
ンへの効果的な対応を通した女性の経済参加の
推進」について議論が行われた。これに対し、本
フォーラム中の閣僚級会合である「女性と経済に
関するハイレベル政策対話」において、三原じゅ
ん子内閣府特命担当大臣（男女共同参画）から、「女
性に選ばれる地方」づくりに関して、男女共同参
画センターの法定組織としての強化や独立行政法
人男女共同参画機構（以下「男女共同参画機構」
という。）の設立といった法整備を行ったことや、
女性が地方で暮らしながら、しっかりと所得を得
ていく手段として、デジタルスキルの習得とこれ

を活用した就業を、女性デジタル人材育成プラン
等を通して力強く支援していくことを発信した。 

加えて、採択された閣僚声明において、デジタ
ルスキルへの女性のアクセス確保等を通じたジェ
ンダー平等と女性の経済的エンパワーメントの強
化、女性に対するあらゆる形態の差別や暴力の防
止・排除、有償・無償のケア労働の価値を高める
社会の構築に係る政策へのコミットメントが確認
された。

（ＯＥＣＤ）
・� 令和７（2025）年６月にＯＥＣＤ閣僚理事会が

開催され、「ルールに基づく貿易、投資、イノベー
ションを通じて、強靱で包摂的、持続可能な繁栄
への道を切り開く」をテーマに議論が行われた。
会合では、成果文書として議長声明が発出され、
ＯＥＣＤがジェンダー統計を活用しながら、その
業務全体に渡ってジェンダー平等及びインクルー
ジョンの主流化に取り組んでいることが指摘され
た。また、同年10月には第７回ジェンダー主流
化作業部会がハイブリッド形式で開催され、各国
の優先課題と取組が共有されたほか、我が国から
は人口変動の下においてジェンダー平等を目指す
取組として、女性デジタル人材育成プランと男性
の育児休業取得促進に係る施策等について報告し
た。

②� 国際会議や多国間協議において合意文書にジェ
ンダー平等と女性・女児のエンパワーメントに関
する事項を盛り込むよう取り組むとともに、我が
国が国際会議の議長国となる場合に、全ての大臣
会合においてアジェンダとして取り上げるよう取
り組んでいる。【外務省、関係府省】

第３節
ジェンダー平等と女性・女児�
のエンパワーメントに関する国
際的なリーダーシップの発揮

ア 開発協力大綱に基づく開発協力の
推進

① 「開発協力大綱」（令和５年６月９日閣議決定）
及び「女性の活躍推進のための開発戦略」（平成
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28年５月20日策定）に基づき、ジェンダー主流
化及び女性の権利を含む基本的人権の尊重を重要
なものとして考え、開発協力を適切に実施した。
【外務省、関係府省】

イ 女性の平和等への貢献や紛争下の
性的暴力への対応

① 国連安保理決議第1325号等を踏まえ、女性・
平和・安全保障に関する行動計画5を国際機関、有
識者及びＮＧＯとも連携しつつ効果的に実施し、
平和構築及び復興開発等のプロセスへの女性の参
画を一層促進している。令和７（2025）年、日本
はノルウェーと共に、ＷＰＳ推進のための国連加
盟国間の最大のネットワークであるＷＰＳフォー
カルポイント・ネットワークの共同議長を務め、
東京での首都レベル会合や国連ハイレベルウィー
ク中のハイレベル・サイドイベント等の開催を通
じて、国際社会におけるＷＰＳ推進に係る議論を
けん引した。【外務省、関係府省】
② 紛争下の性的暴力防止について、紛争下の性的暴
力担当国連事務総長特別代表（ＳＲＳＧ－ＳＶＣ）
等関係国際機関との連携の強化を通じて、加害者
の訴追増加による犯罪予防や被害者保護・支援等
に一層取り組むとともに、紛争関連の性的暴力生
存者のためのグローバル基金への支援等を行って
いる。【外務省、関係府省】

ウ 国際的な分野における政策・方針
決定過程への女性の参画拡大

① 国際機関等の専門職、国際会議の委員や日本政
府代表等に、幅広い年齢層、分野の女性等がより
多く参画することにより、国際的な分野における
政策・方針決定過程への参画を一層促進し、国際
的な貢献に積極的に努めている。特に、海外留学
の促進や平和構築・開発分野における研修等の充
実により、将来的に国際機関等で働く意欲と能力
のある人材の育成や、国際機関への就職支援を強
化している。【外務省、文部科学省、関係府省】
② 在外公館における主要なポスト（公使、参事官
以上）の女性割合について、8.8％（令和６（2024）
年）から9.4％（令和７（2025）年）に増加した。
【外務省】

5	 �女性と平和・安全保障の問題を明確に関連づけた初の安保理決議である「女性・平和・安全保障に関する国連安保理決議第1325号」
（平成12（2000）年10月、国連安全保障理事会にて採択）を踏まえ、平成27（2015）年以降、「女性・平和・安全保障に関する行
動計画」を策定・実施。現在の第３次行動計画（令和５（2023）～令和10（2028）年）では、①女性の参画とジェンダー視点に立っ
た平和構築の促進、②性的暴力及びジェンダーに基づく暴力の防止と対応、③防災・災害対応と気候変動への取組、④日本国内にお
けるＷＰＳの実施、⑤モニタリング・評価・見直しの枠組みの５つの項目からなっており、①～④について、中間評価報告書を実施
から４年目に策定予定。
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第１節 国内の推進体制の充実・強化

① 内閣府に置かれる重要政策会議である男女共同
参画会議（男女共同参画社会基本法（平成11年
法律第78号）第21条により設置。内閣官房長官
を議長とし、関係する国務大臣及び学識経験者に
よって構成。）が、適時適切に重要な政策に関す
る提言を行うとともに、国内の推進体制の中で重
要な役割を果たすために専門調査会等を活用し、
調査審議を行った。【内閣府、関係省庁】

② 男女共同参画推進本部（平成６年７月12日閣
議決定により設置。内閣総理大臣及び全ての国務
大臣によって構成。）及びすべての女性が輝く社
会づくり本部（平成26年10月３日閣議決定によ
り設置。内閣総理大臣及び全ての国務大臣によっ
て構成。）については、令和６（2024）年度に引
き続き連携を強化し、両本部の合同会議において

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2025（女
性版骨太の方針2025）」を決定した。【内閣官房、
内閣府、全省庁】

③ 有識者及び地方６団体・経済界・労働界・教育
界・メディア・女性団体等の代表から成る男女共
同参画推進連携会議を開催している。同会議が開
催した全体会議（令和７（2025）年11月）にお
いて男女共同参画に関する周知や意見交換を行っ
た。重要課題に関する意見交換や情報共有、市民
社会との対話、各団体における中央組織から地方
の現場への取組の浸透等を通じて、各界各層の若
年層を含めた様々な世代との連携を図った。また、
同会議において男女間賃金格差の是正に向けた取
組及び若年層の性別役割分担意識を解消するため
の活動を行った。【内閣府】

④ 国内の推進体制の運営に当たっては、多様な主
体（地方公共団体、ＮＷＥＣ、男女共同参画セン
ター、ＮＰＯ、ＮＧＯ、地縁団体、大学、企業、
経済団体、労働組合等）との連携を図り、男女共
同参画に識見の高い学識経験者や女性団体、若年
層など国民の幅広い意見を反映している。【内閣
府】

⑤ 国際機関、諸外国との連携・協力の強化に努め
た。【内閣府、外務省、関係省庁】

第２節
男女共同参画の視点を取り
込んだ政策の企画立案及び
実施等の推進

① 男女共同参画会議及びその下に置かれた第６次
基本計画策定専門調査会において、令和７（2025）
年12月にかけて、新たな男女共同参画基本計画
の策定に当たっての基本的な考え方に関する調査
審議を行った。また、計画実行・監視専門調査会
において、集中的に議論すべき課題等について調
査審議を行った。【内閣府、関係省庁】

② 内閣府では、「第５次男女共同参画基本計画」
の進捗状況を毎年度の予算編成等を通じて検証す
るため、各府省庁の男女共同参画関係予算を取り
まとめ、公表した。【内閣府、関係省庁】

③ 男女共同参画会議の意見を踏まえ、令和７
（2025）年６月10日、すべての女性が輝く社会づ
くり本部（第15回）・男女共同参画推進本部（第
25回）合同会議において「女性活躍・男女共同
参画の重点方針2025（女性版骨太の方針2025）」
を決定し、各府省庁の概算要求に反映させた。【内
閣官房、内閣府、全省庁】

④ 男女の置かれている状況を客観的に把握するた
めの統計（ジェンダー統計）の充実の観点から、
業務統計を含む各種調査の実施に当たり、可能な
限り男女別データを把握し、年齢別・都道府県別
にも把握・分析できるように努めている。また、
男女共同参画に関する重要な統計情報は、国民に
分かりやすい形で公開するとともに、統計法（平
成19年法律第53号）に基づく二次的利用を推進
している。

内閣府では、総務省統計研究研修所において、
ジェンダー統計に関する講義を行い、国及び地方
公共団体の統計担当者の育成を図った。【全府省
庁】

⑤ 指導的地位に占める女性の割合の上昇に向け
て、モニタリングを行っている。【内閣府】

Ⅳ 推進体制の整備・強化
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⑥ 「新・女性デジタル人材育成プラン」（令和７年
６月10日すべての女性が輝く社会づくり本部・男
女共同参画推進本部決定）を決定し、女性デジタ
ル人材が多様な形で育成され、かつ存分に活躍で
きる社会の実現を目指し、同プランに基づく施策
を推進している。【内閣府、関係省庁】

⑦ 男女共同参画社会の形成に関する現状や課題等
を把握するため、「人生を豊かにするための学び
に関する調査」を実施した。【内閣府】

⑧ 国民の意識、男女の家事・育児・介護等の時間
の把握や、男女別データの利活用の促進等を含め、
男女共同参画社会の形成に関する調査研究を進め
ている。【内閣府、総務省】

⑨ 国の各府省や関係機関が実施している男女共同
参画に関わる情報を集約・整理し、ホームページ・
月刊総合情報誌「共同参画」・ＳＮＳ等を活用し
た情報発信・広報活動を積極的に実施している。
国民、企業、地方公共団体、民間団体等に分かり
やすく提供することで、各主体による情報の活用
を促進している。【内閣府】

⑩ 女性用トイレの行列問題の改善に向けて積極的
に取り組んでいる事例を収集し、横展開を図った。

【内閣府】

第３節 地方公共団体や民間団体等
における取組の強化

ア 地方公共団体の取組への支援の充実
① 男女共同参画社会基本法で努力義務となってい

る市町村男女共同参画計画の策定について、策定
状況の「見える化」や地方公共団体への働きかけ
により、男女共同参画についての理解を促進し、
全ての市町村において計画が策定されるよう促し
ている。【内閣府】

② 女性の管理職・役員の育成など女性の参画拡大
の推進、地方公共団体の経済部局や商工会議所等
と連携・協働しつつ実施する女性デジタル人材・
起業家の育成、様々な課題・困難を抱える女性に
寄り添い、意欲と希望に応じて就労までつなげて
いく支援や相談支援、孤独・孤立で困難や不安を
抱える女性が、社会との絆・つながりを回復する
ことができるよう、ＮＰＯ等の知見を活用した相

談支援やその一環として行う生理用品の提供等の
支援など、地方公共団体が、多様な主体による連
携体制の構築の下で地域の実情に応じて行う取組
を、地域女性活躍推進交付金により支援している。
また、地方公共団体が行う男女共同参画社会の実
現に向けた取組については地方財政措置が講じら
れており、各地方公共団体の状況に応じて、自主
財源の確保を働きかけている。（再掲）【内閣府】

③ 地方公共団体に対し、全国知事会などの関係団
体とも連携し、先進的な取組事例の共有や情報提
供、働きかけなどを行っている。【内閣府】

イ 男女共同参画センターの機能の強
化・充実

① 第217回国会（令和７（2025）年）において、
独立行政法人男女共同参画機構法（令和７年法
律第79号）が成立するとともに、男女共同参画
社会基本法が改正された。これらに基づき、男女
共同参画センターが、男女共同参画に関する地域
の課題解決を行う関係者相互間の連携と協働を促
進するために必要な施策を推進するための拠点と
して、その機能を十分に発揮できるよう、令和８

（2026）年４月設立の男女共同参画機構が男女共
同参画を担う人材の確保等に向けた研修、男女共
同参画センターを拠点とした地域におけるネット
ワーク形成に関するノウハウや好事例の共有等を
行うための準備を進めた。

また、地方公共団体に対しても、男女共同参画
センターがその機能や強みを十分に生かすよう、
令和８（2026）年１月に、「男女共同参画センター
における業務及び運営についてのガイドライン」
を策定し、男女共同参画社会基本法の理念に即し
た運営と関係機関との有機的な連携の下、取組を
強化・充実するよう促した。【内閣府】

② 男女共同参画センターが広報啓発、講座、相談、
情報収集・提供、調査研究等、様々な事業を進め
るために必要な国の施策に関する情報提供を行う
とともに、各種会議の実施や専門家の派遣、研修
等の機会を通じて男女共同参画センター職員の人
材育成を支援している。【内閣府】

③ 男女共同参画センターがオンラインを活用した
事業を行えるよう、事業の実施に関する情報提供
や専門家の派遣等を通じて支援している。【内閣府】
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④ 「災害時における男女共同参画センター等の相
互支援ネットワーク」の平常時及び災害時におけ
る効果的な運用を促進するために、災害発生時に
は男女共同参画の視点からの防災・災害対応の取
組について随時情報を発信している。また、「能
登半島地震調査」を通じて男女共同参画センター
の災害対応に関する好事例を収集・展開した。（再
掲）【内閣府】

ウ 国立女性教育会館における取組の
推進

① 男女共同参画機構の設立も見据え、ＮＷＥＣは、
我が国唯一の女性教育のナショナルセンターとし
て、人材の育成・研修の実施や、女性教育に関す
る調査研究の成果及びＮＷＥＣに集積された情報
の提供等を通じ、我が国における男女共同参画の
ネットワークの構築に向けた取組を進めている。
また、これまで果たしてきた役割の重要性と実績
を踏まえ、地域における男女共同参画の推進を支
援するとともに、地方公共団体、教育機関、企業
等ともより一層の連携を図るなど、機能の更なる
充実・深化を促進した。【内閣府、文部科学省】

② 「独立行政法人国立女性教育会館（ＮＷＥＣ）
及び男女共同参画センターの機能強化に関する
ワーキング・グループ報告書」（令和５（2023）
年４月11日）及び男女共同参画会議（第71回）

（令和５（2023）年12月25日）において示さ
れたそれぞれの機能強化に関する方針に基づき、
ＮＷＥＣにおいても男女共同参画機構設立以前か
ら実施可能な所要の措置を講じた。【文部科学省】

エ 男女共同参画の実現に向けた気運
醸成

① 「男女共同参画週間」（毎年６月23日から同月
29日まで）などにおける啓発活動や表彰の実施を
通じて、男女共同参画への社会的な気運の醸成を
図っている。「女性のチャレンジ賞（内閣府特命
担当大臣（男女共同参画）表彰）（女性のチャレ
ンジ賞：受賞者４名、女性のチャレンジ支援賞：
受賞団体１件、女性のチャレンジ賞特別部門賞：
テーマ「男女共同参画の視点に立った防災・復興」、
受賞者２名）を始めとした各種の表彰を行った。

【内閣府】

              




